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は　じ　め　に
　昨年末に「交通政策基本法」が成立したことを契機に、いわゆる「地域公共交通活性化再生法」な
ど関連法の改正の動きなどとともに、地域公共交通の役割や、それと連携した地方のまちづくりなど
の重要性が再認識され、「交通政策基本計画」の策定や施策の実施が進むものと期待されます。
　ＪＲ西労組はかねてより地域との共生を唱道して取り組みを進め、少子高齢化や地方の過疎化、モー
タリゼーションの進展などの厳しい環境変化の下で、鉄道や公共交通を活かしたまちづくりや観光振
興などの地域活性化を求めて具体的な運動を展開してきました。　
　また、ＪＲ連合の中核単組として、「交通政策基本法」を具現化すべく、「交通重点政策」を含めた
産別の政策方針とも関連づけて、地域交通に関わる政策実現に取り組んでいく必要があります。
　「ＪＲ西日本グループ中期経営計画 2017」では「地域との共生」が強調されていますが、今後、
北陸新幹線開業、新たな寝台列車の導入、ＤＣキャンペーンなど観光施策の展開、京都鉄道博物館の
開業をはじめ、各所でのプロジェクトの推進など、地域に関わるさまざまな対応が進められていくこ
ととなります。また、地方ローカル線については「ご利用状況に応じた最適な地域交通の実現」と題し、

「地域との信頼構築に向けた取り組みの推進」などの方針が示されていますが、地方路線の利用は大幅
に減少しており、その展望は非常に厳しいとみなければなりません。これらの経営課題について、責
任組合として深く関心を持ち、労働組合の強みを活かして、積極的に参画して課題の解決、前進に関
与していくこととします。
　こうした問題認識にもとづいて地域活性化運動の実践を提起し、自治体との懇談などを通じ、労働
組合の立場から問題発信し、地域共生を促進する取り組みを強化しています。この自治体との懇談活
動を行っていくためには、各地の事情に応じて、鉄道の特性を活かした地域共生の取り組みを労働組
合の立場から課題提起していく必要があります。今回、Say-Cho NO.42 では、これまでＪＲ西労組
が取り組んできた地域活性化運動をはじめ、「交通政策基本法」や「交通政策基本計画」「地域公共交
通活性化再生法」などについて理解を深め、各地本、本社総支部における一層の運動強化に繋がるツー
ルとして活用できる内容として作成しました。各級機関における勉強会や職場集会などにご活用いた
だきますようお願いします。
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日
本
の
人
口
の
推
移

地
方
の
人
口
減
少

全
国
市
区
町
村
の
約
半
数
の
自
治

体
が
消
滅

　

日
本
は
こ
れ
ま
で
に
経
験
し
た
こ
と
の
な
い
人
口
減

少
が
始
ま
っ
て
お
り
、
２
０
４
７
年
に
は
１
億
人
を

切
っ
て
し
ま
う
と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
少
子
高
齢
化

が
急
速
に
進
み
、
２
０
６
０
年
の
高
齢
化
率
は
40
％
と

な
り
、
65
歳
以
上
の
人
口
は
３
人
に
１
人
の
割
合
と
な

り
ま
す
。
同
時
に
、
15
歳
以
上
64
歳
未
満
の
生
産
年
齢

人
口
は
す
で
に
８
、０
０
０
万
人
を
切
っ
て
い
る
状
況

に
あ
り
、今
後
ま
す
ま
す
減
少
し
、
２
０
４
０
年
頃
に

は
６
、０
０
０
万
人
程
度
に
ま
で
落
ち
込
む
と
予
測
さ

れ
て
い
ま
す
。

　

高
齢
者
や
15
歳
未
満
の
生
徒
な
ど
、
地
域
公
共
交
通

に
頼
ら
ざ
る
を
え
な
い
住
民
が
一
定
数
存
在
す
る
一
方

で
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
に
よ
っ
て
通
勤
通
学
需
要

の
減
少
が
地
域
公
共
交
通
の
経
営
を
圧
迫
す
る
こ
と
が

懸
念
さ
れ
、
地
方
の
鉄
道
路
線
は
ま
す
ま
す
維
持
が
難

し
く
な
っ
て
く
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

地
方
の
人
口
減
少
の
最
大
の
要
因
は
、
若
年
層
を
中

心
と
す
る
地
方
か
ら
大
都
市
圏
へ
の
人
口
移
動
に
よ
る

も
の
で
す
。

　

地
方
か
ら
大
都
市
圏
へ
の
「
人
口
移
動
」
は
、
累
積

す
る
と
約
１
１
４
７
万
人
（
１
９
５
４
年
～
２
０
０
９ 

年
）
も
の
膨
大
な
数
に
の
ぼ
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
「
人

口
移
動
」
の
特
徴
は
、
移
動
し
た
対
象
が
一
貫
し
て

「
若
年
層
」
中
心
で
進
ん
で
き
た
と
い
う
こ
と
で
す
。

将
来
子
ど
も
を
産
む
若
年
層
を
「
人
口
再
生
産
力
」
と

す
る
な
ら
ば
、
地
方
は
単
な
る
人
口
減
少
に
と
ど
ま
ら

ず
、
「
人
口
再
生
産
力
」
そ
の
も
の
を
大
都
市
圏
に
大

幅
に
流
出
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。
そ

の
結
果
、
地
方
は
、
加
速
度
的
に
人
口
減
少
が
生
じ
る

事
態
と
な
っ
た
の
で
す
。
こ
れ
が
、
地
方
か
ら
人
口
減

Ⅰ
取
り
巻
く
環
境

　

交
通
産
業
を
取
り
巻
く
環
境
と
し
て
大
き
な
課
題
は
何
と
言
っ
て
も
少
子
高
齢
化
と
人
口
減
少
で
す
。
今
後
、
通
勤
や
通
学
の
た
め
に
公
共
交
通
を
利
用
す
る

生
産
年
齢
人
口
が
大
き
く
減
少
す
る
一
方
で
、
高
齢
者
や
生
徒
な
ど
公
共
交
通
を
利
用
せ
ざ
る
を
得
な
い
割
合
が
増
し
て
く
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ
し
て
地
方

部
で
こ
の
現
象
は
顕
著
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
て
お
り
、
私
た
ち
の
Ｊ
Ｒ
西
日
本
エ
リ
ア
の
地
方
路
線
に
お
け
る
輸
送
量
も
国
鉄
改
革
時
か

ら
比
べ
る
と
減
少
傾
向
に
あ
る
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。
そ
の
よ
う
な
中
で
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
と
地
域
公
共
交
通
の
あ
り
方
に
つ
い
て

の
検
討
が
、
ま
さ
に
今
か
ら
は
じ
ま
っ
て
い
く
こ
と
と
な
り
ま
す
。

Ⅰ
取
り
巻
く
環
境
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少
が
始
ま
り
、
し
か
も
地
方
の
人
口
減
少
ス
ピ
ー
ド
が

非
常
に
速
い
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ま
ま
推
移
す
る
と
、
地
方
の
多
く
の
地
域
は
将

来
消
滅
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
人

口
の
「
再
生
産
力
」
を
表
す
簡
明
な
指
標
と
し
て
「
若

年
女
性
（
20
～
39
歳
の
女
性
人
口
）
」
の
状
況
を
見
て

み
る
と
、
若
年
女
性
が
高
い
割
合
で
流
出
し
急
激
に
減

少
す
る
よ
う
な
地
域
で
は
、
い
く
ら
出
生
率
が
上
が
っ

て
も
将
来
的
に
は
消
滅
す
る
お
そ
れ
が
高
い
こ
と
と
な

り
ま
す
。
地
方
と
東
京
圏
の
間
の
人
口
移
動
数
は
有
効

求
人
倍
率
の
格
差
に
高
い
相
関
を
示
し
て
お
り
、
雇
用

や
経
済
状
況
が
深
く
関
わ
っ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ
て
い
ま
す
。
今
後
、
大
都
市
（
特
に
東
京
圏
）
は

急
速
な
高
齢
化
に
伴
い
医
療
介
護
の
雇
用
需
要
が
増
大

す
る
こ
と
が
必
至
で
あ
り
、
そ
れ
に
よ
り
今
後
も
相
当

規
模
の
若
者
が
流
入
し
て
い
く
こ
と
が
見
込
ま
れ
て

い
ま
す
。

　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
が
公
表
し
て
い

る
「
日
本
の
地
域
別
将
来
推
計
人
口
（
平
成
25
年
３
月

推
計
）
」
に
お
い
て
、
地
域
間
の
人
口
移
動
が
将
来
も

収
束
し
な
い
と
仮
定
し
て
推
計
し
て
み
る
と
、
全
市
区

町
村
１
７
９
８
の
う
ち
、
若
年
女
性
人
口
が
２
０
４
０

年
に
５
割
以
上
減
少
す
る
市
町
村
は
８
９
６
（
全
体
の

49
・
８
％
）
に
達
し
、
そ
の
う
ち
人
口
１
万
人
未
満
は

５
２
３
（
全
体
の
29
・
１
％
）
に
の
ぼ
る
結
果
と
な
り

ま
し
た
。
や
や
言
い
過
ぎ
な
部
分
は
あ
る
か
も
知
れ
ま

せ
ん
が
、
地
方
か
ら
大
都
市
圏
へ
の
人
口
流
入
や
少
子

化
が
止
ま
ら
な
け
れ
ば
、
全
市
区
町
村
の
約
半
数
の
自

治
体
が
消
滅
し
て
し
ま
う
か
も
知
れ
な
い
と
言
わ
れ
て

い
ま
す
。

Ｊ
Ｒ
西
日
本
エ
リ
ア
に
お
け
る

利
用
・
収
入
の
状
況

　

１
９
８
７
年
の
Ｊ
Ｒ
発
足
時
点
と
２
０
１
２
年
の
25

年
間
で
１
日
あ
た
り
の
乗
客
の
通
過
量
を
比
較
し
て
み

る
と
、
２
０
１
２
年
時
点
で
、
国
鉄
民
営
分
割
の
第
１

次
廃
線
対
象
基
準
で
あ
る
１
日
当
た
り
２
０
０
０
名
以

下
の
路
線
（
図
中
赤
色
部
分
）
が
13
路
線
、
第
２
次
廃

線
対
象
基
準
で
あ
る
１
日
４
０
０
０
名
以
下
の
路
線

（
図
中
黄
色
部
分
）
が
８
路
線
も
あ
り
ま
す
。

　

特
に
地
方
路
線
に
お
い
て
は
少
子
高
齢
化
を
如
実

に
あ
ら
わ
し
て
お
り
、
多
く
の
地
方
路
線
で
通
過
量

は
25
年
で
４
割
程
度
減
少
し
、
大
変
厳
し
い
状
況
に

あ
り
ま
す
。

人口移動が収束しない場合において、2040年に若年女性が50％
以上減少し、人口が1万人以上の市区町村（373）

人口移動が収束しない場合において、2040年に若年女性が50％
以上減少し、人口が1万人未満の市区町村（523）

（国立社会保障・人口問題研究所）

Ⅰ
取
り
巻
く
環
境
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な
お
、
Ｊ
Ｒ
西
日
本
の
路
線
は
、
新
潟
県
か
ら
福
岡

県
ま
で
の
２
府
16
県
に
ま
た
が
り
、
路
線
の
３
割
が
近

畿
圏
や
山
陽
新
幹
線
、
７
割
が
地
方
路
線
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

そ
し
て
運
輸
収
入
の
内
訳
を
み
る
と
、
路
線
の
３
割

の
近
畿
圏
と
山
陽
新
幹
線
で
収
入
の
85
％
を
占
め
、
地

方
路
線
の
赤
字
を
埋
め
る
構
造
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
参
考
】Ｊ
Ｒ
西
日
本
エ
リ
ア
の
運
輸
収
入
の
状
況

運輸収入の内訳（2013年度）

山陽新幹線や近畿圏（路線の3割）の経営基盤
はあるもののエリア内のほとんどは採算状況の
厳しい地方路線（路線の7割）

Ⅰ
取
り
巻
く
環
境
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Ｊ
Ｒ
西
労
組
が
地
域
と
関
わ
り
、
地
域
の
活
性
化
に

本
格
的
に
取
り
組
む
よ
う
に
な
っ
た
き
っ
か
け
は

１
９
９
８
年
に
提
案
さ
れ
た
広
島
県
の
可
部
線
の
一
部

廃
線
問
題
に
さ
か
の
ぼ
り
ま
す
。

　

可
部
線
の
可
部
～
三
段
峡
区
間
は
輸
送
人
員
が
少
な

く
、
会
社
は
路
線
の
一
部
を
廃
止
し
、
バ
ス
へ
の
転
換

を
図
る
意
向
を
示
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
こ
れ
ま
で
懸
命

に
地
方
路
線
の
存
続
や
発
展
に
頑
張
っ
て
き
た
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
地
域
の
理
解
を
求
め
る
努
力
や
、
利
用
促

進
を
通
じ
て
存
続
を
模
索
す
る
な
ど
の
取
り
組
み
も
な

く
、
一
方
的
な
経
営
視
点
に
も
と
づ
い
て
地
方
路
線
を

廃
止
し
よ
う
と
す
る
会
社
の
判
断
に
異
を
唱
え
て
き
ま

し
た
。
そ
し
て
、
こ
れ
を
契
機
に
鉄
道
を
活
か
し
た
地

域
活
性
化
に
全
エ
リ
ア
で
取
り
組
む
方
針
を
確
認
し
、

運
動
を
本
格
化
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

１
９
９
９
年
に
は
「
活
か
そ
う
・
研
こ
う
・
地
域
の

鉄
道
」
を
テ
ー
マ
に
政
策
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
す
る

と
と
も
に
、
組
合
員
・
家
族
に
対
し
て
ア
イ
デ
ア
募
集

を
行
っ
た
り
、
各
エ
リ
ア
に
お
い
て
も
、
政
策
委
員
会

や
地
域
活
性
化
検
討
委
員
会
の
開
催
や
ア
ン
ケ
ー
ト
活

Ⅱ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活
性
化
運
動
に
つ
い
て

ち
な
み
に
…

　

１
９
９
９
年
の
政
策
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
際

し
て
行
っ
た
ア
イ
デ
ア
募
集
で
は
、
駅
・
地

方
路
線
の
活
性
化
へ
の
組
合
員
と
家
族
か
ら

５
６
０
超
の
ア
イ
デ
ア
が
集
ま
り
ま
し
た
。

ア
イ
デ
ア
の
中
に
は
、
そ
の
後
、
実
際
に
商

品
化
さ
れ
た
り
、
実
現
し
て
い
る
も
の
も
あ

り
ま
す
。
[

駅
の
活
性
化
に
お
け
る
グ
ッ
ド
ア
イ
デ
ア
賞]

 

・
顔
の
な
い
駅
に
顔
を
つ
く
ろ
う

 

・ 

若
者
に
ラ
イ
ブ
ス
テ
ー
ジ
を
提
供
し
て
人

集
め

 

・ 

駅
に
ロ
グ
ハ
ウ
ス
を
つ
く
り
、
鉄
道
利
用

の
ア
ウ
ト
ド
ア

 

・ 

通
勤
時
に
出
し
て
、
帰
宅
時
に
受
け
取
る

ク
リ
ー
ニ
ン
グ
店
の
経
営

 

・ 

地
元
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よ
る
駅
周
辺
の
植

栽
で
コ
ン
テ
ス
ト
の
実
施

 

・ 

列
車
の
ド
ア
か
ら
即
海
へ
“
浜
茶
屋
を
駅

に
”

 

・
駅
の
鉄
道
マ
ニ
ア
駅
化

[

地
方
路
線
の
活
性
化
に
お
け
る
グ
ッ
ド
ア
イ
デ
ア
賞]

 

・
も
く
も
く
関
西
線
構
想

 

・
Ｊ
Ｒ
と
自
治
体
と
連
携
し
た
組
織
づ
く
り

 

・ 

Ｊ
Ｒ
乗
車
券
ス
タ
ン
プ
ラ
リ
ー
カ
ー
ド
の
作
成

 

・
利
用
地
域
専
用
の
乗
車
券
類

 

・ 

Ｊ
Ｒ
保
養
所
の
併
用
に
よ
る
割
安
旅
行
企
画

 

・
車
両
改
造
し
て
自
転
車
を
載
せ
る

 

・ 

自
治
体
を
主
体
と
し
た
共
同
の
イ
ベ
ン
ト
開
催

 
・
拠
点
駅
に
セ
レ
モ
ニ
ー
セ
ン
タ
ー
設
置

Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
こ
れ
ま
で
の
地
域

活
性
化
運
動

Ⅱ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活
性
化
運
動
に
つ
い
て

動
な
ど
、
多
く
の
組
合
員
に
地
域
と
の
共
生
・
発
展
へ

の
認
識
の
共
有
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。
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❖ 
可
部
線
「
乗
っ
て
残
そ
う
運
動
」
❖

　

可
部
線
の
廃
線
問
題
に
お
い
て
は
、
組
合
員
や
そ
の

家
族
に
対
し
て
、
観
光
名
所
へ
の
ハ
イ
キ
ン
グ
な
ど
を

呼
び
か
け
、
「
乗
っ
て
残
そ
う
運
動
」
を
展
開
し
て
き

ま
し
た
。

　

地
元
自
治
体
に
お
い
て
も
、
対
策
協
議
会
な
ど
が
設

置
さ
れ
、
関
係
省
庁
や
会
社
へ
の
存
続
陳
情
を
は
じ
め
、

自
治
体
の
運
賃
助
成
や
無
料
送
迎
バ
ス
の
運
行
な
ど

「
地
域
と
鉄
道
の
再
生
運
動
」
は
盛
り
上
が
り
を
見
せ

ま
し
た
。

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
可
部
線
乗
車
ツ
ア
ー
、
映
画
祭
、

駅
伝
大
会
な
ど
60
回
以
上
の
利
用
促
進
イ
ベ
ン
ト
に
も

地
元
と
と
も
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　

会
社
は
、
こ
う
し
た
動
き
を
踏
ま
え
て
、
２
度
に
わ

た
っ
て
増
便
社
会
実
験
を
実
施
し
、
こ
の
間
の
利
用
を

見
極
め
て
判
断
す
る
意
向
を
示
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
２
度
に
わ
た
る
増
便
社
会
実
験
に

お
い
て
も
残
念
な
が
ら
目
標
乗
車
数
に
達
す
る
こ
と
が

で
き
ず
、
２
０
０
３
年
に
は
可
部
線
は
一
部
廃
線
と

な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
地
域
と
の
不
十
分
な
合
意
形
成
の
も
と
に
、

進
め
ら
れ
た
可
部
線
の
一
部
廃
線
は
、
こ
の
後
の
Ｊ
Ｒ

西
日
本
が
地
域
と
の
関
わ
り
を
見
直
す
大
き
な
き
っ
か

け
に
な
り
ま
し
た
。

❖ 

き
の
く
に
シ
ー
サ
イ
ド
号
の
運
行 

❖

　

近
畿
自
動
車
道
の
開
通
・
南
進
、
京
奈
和
自
動
車
道

の
計
画
、
南
紀
白
浜
空
港
の
ジ
ェ
ッ
ト
化
な
ど
の
動
き

が
あ
る
中
で
、
和
歌
山
地
本
は
政
策
提
言
「
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

Ｄ
Ａ
Ｓ
Ｈ
21
」
を
ま
と
め
て
き
ま
し
た
。
組
合
員
の
知

恵
と
夢
と
ロ
マ
ン
の
総
結
集
に
よ
り
「
き
の
く
に
線
に

こ
ん
な
列
車
を
走

ら
せ
よ
う
」
と
ア

イ
デ
ア
募
集
を
行

い
、
“
乗
っ
て
楽

し
い
き
の
く
に

線
”
の
実
現
を
求

め
て
き
ま
し
た
。

和
歌
山
県
の
紀
勢

本
線
の
活
性
化
の

た
め
、
駅
の
活
性

化
、
「
き
の
く
に

シ
ー
サ
イ
ド
号
」

の
運
行
を
提
起
し
、

実
現
に
向
け
て
取

り
組
ん
で
き
ま
し

た
。

Ⅱ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活
性
化
運
動
に
つ
い
て

乗って残そう運動ハイキング

可部線三段峡駅前

きのくにシーサイド号
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❖ 
岡
山
県
の
吉
備
線
の
Ｌ
Ｒ
Ｔ
へ
の
転
換 

❖

　

岡
山
で
開
催
し
た

２
０
０
２
年
の
定
期
中

央
本
部
大
会
岡
山
県
の

吉
備
線
の
Ｌ
Ｒ
Ｔ
へ
の

転
換
を
提
起
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
富
山
港
線
が

２
０
０
６
年
に
「
富
山

ラ
イ
ト
レ
ー
ル
」
と
し

て
Ｌ
Ｒ
Ｔ
化
が
実
現
し

て
き
た
の
に
対
し
て
、

吉
備
線
は
具
体
的
な
進

展
が
な
い
ま
ま
で
し
た
。
岡
山
で
開
催
し
た
２
０
０
４

年
Ｊ
Ｒ
西
労
組
第
６
回
政
策
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
は
、
吉

備
線
Ｌ
Ｒ
Ｔ
化
の
問
題
を
取
り
上
げ
て
討
議
を
行
い
、

こ
れ
を
き
っ
か
け
に
地
方
議
員
に
よ
る
沿
線
自
治
体
へ

の
働
き
か
け
や
連
合
岡
山
メ
ー
デ
ー
に
お
け
る
パ
ネ
ル

展
示
を
行
う
な
ど
Ｐ

Ｒ
活
動
な
ど
を
展
開

し
て
き
ま
し
た
。

　

な
お
、
昨
年
５
月
、

岡
山
市
役
所
で
会
談

し
た
岡
山
市
の
大
森

雅
夫
市
長
と
総
社
市

の
片
岡
聡
一
市
長
は
、

吉
備
線
の
Ｌ
Ｒ
Ｔ
化

は
国
土
交
通
省
が
提

唱
す
る
“
コ
ン
パ
ク

ト
シ
テ
ィ
”
実
現
の

た
め
、
観
光
振
興
の
た
め
に
も
有
効
と
の
認
識
で
一
致

し
た
と
表
明
し
ま
し
た
。
ま
た
、
今
年
８
月
、
岡
山
市

と
総
社
市
に
加
え
Ｊ
Ｒ
西
日
本
の
３
者
協
議
が
開
催
さ

れ
今
後
具
体
的
な
動
き
が
あ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

❖ 

新
神
戸
駅
へ
の「
の
ぞ
み
号
」の
停
車 

❖

　

２
０
０
０
年
に

開
催
さ
れ
た
第
12

回
定
期
中
央
本
部

神
戸
大
会
に
お
い

て
、
Ｊ
Ｒ
西
労
組

は
神
戸
空
港
の
開

港
に
対
抗
し
て
山

陽
新
幹
線
の
新
神

戸
駅
へ
の
「
の
ぞ

み
号
」
の
停
車
の

必
要
性
を
提
起
し

て
き
ま
し
た
。

　

連
合
兵
庫
や
兵
庫
県
交
運
労
協
の
協
力
を
得
て
神
戸

地
本
を
中
心
に
「
の
ぞ
み
号
」
停
車
チ
ラ
シ
配
布
な
ど

の
運
動
を
展
開
し
、
兵
庫
県
、
神
戸
市
、
観
光
協
会
、

商
工
会
な
ど
に
も
要
請
行
動
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
そ

の
結
果
、
２
０
０
１
年
秋
の
ダ
イ
ヤ
改
正
で
新
神
戸
駅

へ
の
「
の
ぞ
み
号
」
停
車
を
実
施
し
、
観
光
資
源
が
豊

富
な
神
戸
を
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
と
し
て
Ｐ
Ｒ
し
集
客
に
努

め
る
足
が
か
り
と
な
り
ま
し
た
。

❖ 

山
陰
本
線
高
速
化
事
業 

❖

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
米
子
地
本
を
中
心
に
、
過
疎
化
の
進

行
に
よ
る
沿
線
人
口
の

減
少
と
高
速
化
す
る
他

の
輸
送
機
関
と
の
競
争

に
対
抗
し
て
、「
活
力

あ
る
山
陰
の
鉄
道
」
づ

く
り
を
目
指
し
、
山
陰

本
線
を
「
命
と
暮
ら
し

を
守
る
生
活
路
線
」
と

位
置
付
け
、
山
陰
本
線

の
高
速
化
と
都
市
圏
輸

送
の
充
実
・
強
化
、
住

民
の
理
解
と
沿
線
自
治

体
へ
積
極
協
力
を
求
め

る
運
動
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。
そ
し
て
、
事
業
に
必

要
な
費
用
の
捻
出
に
お
い
て
は
地
方
議
員
に
よ
る
沿
線

自
治
体
へ
の
働
き
か
け
に
よ
っ
て
実
現
し
て
き
ま
し
た
。

　

沿
線
自
治
体
の
費
用
負
担
の
も
と
、
１
９
９
８
年
に

島
根
県
側
高
速
化
工
事
が
始
ま
り
、
枕
木
変
更
、
カ
ン

ト
見
直
し
に
よ
る
曲
線
通
過
速
度
の
向
上
、
駅
の
一
線

ス
ル
ー
化
、
分
岐
器
の
変
更
、
車
両
導
入
な
ど
を
行
い
、

２
０
０
１
年
に
高
速
化
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
ま
た
、

同
様
に
、２
０
０
２
年
に
は
鳥
取
県
側
高
速
化
工
事
が

始
ま
り
、
枕
木
変
更
、
カ
ン
ト
見
直
し
に
よ
る
曲
線
通

過
速
度
の
向
上
、
軌
道
移
設
、
駅
の
一
線
ス
ル
ー
化
、

踏
切
鳴
動
時
間
変
更
、
車
両
導
入
な
ど
を
行
い
、

２
０
０
３
年
に
高
速
化
が
実
現
し
ま
し
た
。
１
８
７
系

気
動
車
の
導
入
に
よ
り
、
米
子
～
鳥
取
間
は
14
分
短
縮
、

松
江
～
益
田
間
は
38
分
短
縮
が
図
ら
れ
ま
し
た
。
ま
た

高
速
化
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
利
用
者
数
の
増
加
に
も

つ
な
が
り
ま
し
た
。

Ⅱ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活
性
化
運
動
に
つ
い
て

LRTイメージ

連合岡山メーデーでのパネル展示

新神戸駅
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❖ 
地
元
の
活
性
化
の
た
め
に
地
元
が
つ
く
り
あ
げ

た
木
次
線
の
奥
出
雲
お
ろ
ち
号
の
運
行 

❖

　

国
鉄
改
革
時
に
第
１
次
廃
止
対
象
線
区
に
選
定
さ
れ

て
い
た
木
次
線
は
、
生
活
必
要
路
線
と
し
て
の
役
割
を

担
っ
て
い
る
一
方
で
、
沿
線
人
口
が
減
少
し
、
き
わ
め

て
厳
し
い
運
営
状
況
に
陥
っ
て
い
ま
し
た
。
そ
こ
で
、

路
線
の
活
性
化
の
た
め
に
、
自
主
・
自
立
の
厳
し
い
経

営
環
境
の
中
で
「
着
地
型
営
業
展
開
」
を
掲
げ
、
沿
線

自
治
体
と
と
も
に
“
奥
出
雲
ロ
マ
ン
鉄
道
構
想
”
を
も

と
に
、
「
木
次
線
強
化
促
進
協
議
会
」
で
ト
ロ
ッ
コ
列

車
導
入
が
提
起
さ
れ
ま
し
た
。
沿
線
自
治
体
の
雲
南
地

区
の
活
性
化
と
木
次
線
存
続
へ
の
熱
い
願
い
か
ら
、
車

両
改
善
費
用

や
運
行
費
用

を
沿
線
自
治

体
が
負
担
す

る
形
で
、

１
９
９
８
年

に
「
奥
出
雲

お
ろ
ち
号
」

の
運
行
が
始

ま
り
ま
し
た
。

❖ 

舞
鶴
線
電
化
と
赤
れ
ん
が
倉
庫
の
活
用 

❖

　

福
知
山
地
本
で

は
、
人
口
流
出
と

舞
鶴
自
動
車
道
の

開
通
な
ど
の
環
境

変
化
に
対
し
て
、

「
鉄
道
の
活
性
化

な
く
し
て
町
の
繁

栄
は
な
い
」
と
の

方
針
を
持
っ
て
沿

線
自
治
体
の
協
力

を
得
て
サ
ミ
ッ
ト

な
ど
を
開
催
し
て

き
ま
し
た
。

　

ま
た
、
国
際
都
市
・
舞
鶴
や
小
京
都
・
出
石
、
城
崎

温
泉
な
ど
の
豊
富
な
観
光
資
源
を
結
ぶ
鉄
道
の
高
速
化

の
た
め
に
東
舞
鶴

駅
～
綾
部
駅
間
の

舞
鶴
線
電
化
に
際

し
て
の
活
性
化
に

向
け
た
ア
イ
デ
ア

募
集
な
ど
全
組
合

員
参
加
で
運
動
を

進
め
て
き
ま
し
た
。

　

１
９
９
９
年
に

電
化
開
業
し
、
特

急
ま
い
づ
る
号
や

北
近
畿
タ
ン
ゴ
鉄

道
の
直
通
特
急

「
タ
ン
ゴ
・
デ
ィ
ス
カ
バ
リ
ー
号
」
が
運
行
さ
れ
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
明
治
か
ら
大
正
時
代
に
旧

海
軍
に
よ
っ
て
建
て
ら
れ
た
多
く
の
赤
れ
ん
が
倉
庫
を

今
後
の
町
お
こ
し
の
材
料
と
し
て
活
用
す
べ
く
舞
鶴
市

で
開
催
し
た
２
０
０
４
年
の
第
16
回
定
期
中
央
本
部
大

会
で
は
、
大
会
レ
セ
プ
シ
ョ
ン
会
場
と
し
て
整
備
・
活

用
し
、
以
降
の
利
用
促
進
に
つ
な
げ
て
き
ま
し
た
。

❖ 

全
エ
リ
ア
で
の
パ
ー
ク
ア
ン
ド
ラ
イ
ド
通
勤 

❖

　

全
エ
リ
ア
に
お
い
て
沿
線
自
治
体
へ
の
ノ
ー
マ
イ

カ
ー
デ
ー
設
定
、
駅
前
用
地
を
活
用
し
て
駐
車
場
化
し

た
パ
ー
ク
ア
ン
ド
ラ
イ
ド
通
勤
な
ど
の
普
及
を
積
極
的

に
働
き
か
け
る
と
と
も
に
、
通
勤
定
期
券
購
入
者
に
対

す
る
駅
前
駐

車
場
利
用
割

引
設
定
な
ど

の
し
く
み
づ

く
り
に
も
積

極
的
に
取
り

組
ん
で
き
ま

し
た
。

赤レンガ倉庫パーティー

駅前駐車場

Ⅱ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活
性
化
運
動
に
つ
い
て

奥出雲おろち号

赤レンガ倉庫群
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Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活
性
化
の
た
め
の
沿
線
自
治
体
訪
問
活
動

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
で
は
、
地
域
共
生
の
中
心
的
な
パ
ー
ト

ナ
ー
で
あ
る
沿
線
の
地
方
自
治
体
と
の
連
携
を
強
化

し
、
地
域
活
性
化
の
取
り
組
み
を
推
進
す
る
た
め
に
自

治
体
と
の
懇
談
を
進
め
て
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、各
地
方
本
部
が
、府
県
、お
よ
び
地
方

幹
線
、
ロ
ー
カ
ル
線
の
沿
線
市
町
村
の
担
当
部
署
を
訪

問
し
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
「
21
世
紀
鉄
道
ビ
ジ
ョ
ン
」
「
総

合
交
通
体
系
に
も
と
づ
く
交
通
政
策
の
基
本
的
方
向
」

な
ど
の
政
策
や
「
交
通
重
点
政
策
」
も
参
考
に
し
な
が

ら
、
Ｊ
Ｒ
連
合
・
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
取
り
組
み
と
問
題
意

識
を
説
明
す
る
と
と
も
に
、
地
域
公
共
交
通
の
維
持
や

公
平
競
争
の
観
点
か
ら
、
労
働
組
合
の
立
場
か
ら
実
態

や
課
題
な
ど
を
問
題
提
起
し
て
懇
談
を
行
う
活
動
を
展

開
す
る
こ
と
を
要
請
し
て
い
ま
す
。
２
０
１
３
年
度
の

訪
問
実
績
と
し
て
は
27
箇
所
に
訪
問
し
て
き
ま
し
た
。

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
ま
た
、
府
県
連
合
、
府
県
連
合
地

協
、
交
運
労
協
に
１
５
０
名
を
組
織
共
闘
役
員
と
し
て

派
遣
し
、
課
題
の
共
有
化
を
図
っ
て
い
る
ほ
か
、
地
方

議
員
と
の
情
報
交
換
も
行
っ
て
い
ま
す
。

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
今
後
も
自
治
体
訪
問
活
動
や
政
治

活
動
に
取
り
組
み
、
地
域
共
生
の
運
動
を
主
導
し
、
鉄

道
の
特
性
を
活
か
し
た
交
通
政
策
と
地
域
活
性
化
を
実

現
し
て
い
き
ま
す
。

　

来
年
の
３
月
に
は
北
陸
新
幹
線
が
開
業
し
ま
す
。
開

業
効
果
を
最
大
限
引
き
出
す
と
と
も
に
、
並
行
在
来
線

の
第
３
セ
ク
タ
ー
化
や
枝
線
が
今
後
も
地
域
公
共
交
通

と
し
て
地
域
活
性
化
に
寄
与
す
る
よ
う
に
提
言
し
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

こ
の
他
、
豪
華
寝
台
列
車
、
京
都
鉄
道
博
物
館
、
岡

山
駅
前
や
広
島
駅
前
開
発
な
ど
地
域
と
の
共
生
が
必
要

と
さ
れ
る
大
き
な
課
題
が
た
く
さ
ん
あ
り
ま
す
。　
　

　
　

労
働
組
合
の
立
場
か
ら
企
画
提
案
運
動
を
実
践

し
、
会
社
と
の
協
議
、
自
治
体
訪
問
を
実
施
し
て
こ
れ

ら
の
施
策
が
地
域
活
性
化
に
最
大
限
の
効
果
を
発
揮
す

る
よ
う
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

《
自
治
体
と
の
懇
談
内
容
》

■ 

利
用
促
進
や
地
域
活
性
化
に
関
す
る
課
題
の
共
有
化

■ 「
交
通
政
策
基
本
計
画
」や「
地
域
公
共
交
通
活
性
化
再
生
法
」に
も
と
づ
く
具
体
的
な

取
り
組
み

■ （
Ｊ
Ｒ
線
活
性
化
等
の
協
議
会
の
設
置
さ
れ
て
い
な
い
場
合
は
）協
議
会
設
置
の
働
き
掛
け

■ 

コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
構
想
、駅
の
活
性
化
、ま
ち
づ
く
り
、他
交
通
機
関
と
の
関
わ
り
、観
光

振
興
の
取
り
組
み

■ 

地
域
と
連
携
し
た
減
災
・
防
災
対
策 

な
ど

北陸新幹線と並行在来線
第3セクター化（2015年3月）

（2014年12月）

（2018年頃）

（2016年春）

（2017年春）

（2020年代前半頃）

豪華寝台列車
岡山駅前イオンモールと
路面電車乗入れ

米子駅
南北自由通路新設

京都鉄道博物館
広島駅前開発
路面電車乗入れ

労働組合の立場から企画提案運動を実践

Ⅱ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活
性
化
運
動
に
つ
い
て

2013年度 自治体訪問実績
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滋賀県との包括的連携協定を締結
　滋賀県とJR西日本は、平成23年2月、滋賀県の地域及び鉄道の持続
的発展に資するため、相互に情報や意見の交換に努め協働により取り組
むことが可能な案件について、緊密に連携し協力する包括的連携協定を
締結した。
＜連携事項＞

（１）駅を核としたまちづくりに関すること 
（２） 駅を中心としたアクセス改善に関すること 
（３）低炭素社会の実現と環境保全に関すること 
（４）観光・文化の振興・交流に関すること 
（５） 子育て支援、青少年の健全育成、高齢者・障がい者支援に関すること 
（６） 地域の暮らしの安全・安心の確保および災害対策に関すること 
（７） その他、滋賀・びわ湖ブランドの推進、県民サービスの向上および地域

と鉄道の持続的発展に関すること

奈良県との包括的連携協定を締結
　奈良県とJR西日本は、平成25年10月、奈良県内の地域と鉄道の持
続的発展を目的に「駅を中心としたまちづくりやアクセス改善」「観光・文
化の振興」などを柱とする包括的連携協定を締結した。
＜連携事項＞

（１）駅を中心としたまちづくりやアクセス改善
（２）観光・文化の振興
（３）景観・環境保全
（４）地域の安全・安心の確保と暮らしの向上

「ハローキティ和歌山号」の運行
　「和歌山デスティネーションキャンペーン」期間に観光列車として「ハ
ローキティ和歌山号」が運行される。串本～新宮沿線の観光名所をハ
ローキティが可愛く紹介し、鉄道旅行の楽しみが倍増する。平安衣装や
JR制服姿のハローキティも描かれ、魅力たっぷりの「ハローキティ和歌山
号」は快速列車全車指定席となっている。

播但線の電化
　播但線はかつて全線非電化であったが、阪神大震災以降の東海道山
陽本線の迂回ルートとしての期待もあり姫路～寺前間が電化された。
　しかし、寺前～和田山間は３つのトンネルが介在し、莫大な工事費用が
かかることなどの理由で現在も非電化区間となっている。播但線の電化
によって、神戸・姫路など山陽エリアから兵庫県北部地域への利便性を
向上させることは、播但線沿線地域だけでなく兵庫県北部地域全体の活
性化にもつながることが期待される。

高槻市との「大規模災害等発生時における帰宅困難者対
応に関する覚書」を締結
　大規模災害が発生し、電車の運行がストップし、市内のＪＲ高槻駅や摂
津富田駅で帰宅困難者が多数発生した場合のＪＲと高槻市の対応を定
めた覚書を締結した。ＪＲ西日本では初めてとなる。
＜連携事項＞

（１）鉄道の運転状況や避難場所の開設状況などの情報共有
（２）帰宅困難者の安全確保と駅構内での一時滞在
（３）避難場所への帰宅困難者の誘導
（４）平常時の備えとしての防災訓練や情報収集体制の整備など

湖西線利便性向上プロジェクトチームによる防風柵設置
要請
　三日月大造滋賀県知事は9月12日、ＪＲ西日本京都支社を訪れ、ＪＲ湖
西線の利便性向上について協力要請を行った。11日に開催された第一
回湖西線利便性向上プロジェクトチーム（県と沿線の大津市、高島市、長
浜市などで構成）に連動したもの。同チームの会議では、（1）比良駅～蓬
莱駅間において風を遮蔽する防風柵の設置（2）近江舞子・新旭の両駅
のバリアフリー化をＪＲ西日本へ要請することを確認している。また、同チー
ムは、湖西線の利便性向上に向けた検討を行うため設置されたもので、
検討事項として、強風対策、バリアフリー化、ダイヤ改善、観光誘客・観光
キャンペーン、地元利用促進などを挙げている。
　要請を受けたＪＲ西日本は、9月17日、滋賀県内を走る湖西線で強風に
よる運転の見合わせが相次いでいることから防風柵を新たに設置するこ
とを決定した。

京阪神・和歌山・福知山エリア

各エリアの課題や取り組み

岡山駅前への路面電車乗り入れ
　岡山市は、中心市街地活性化のため、路面電車のＪＲ岡山駅東口広
場への乗り入れを検討している。路面電車（岡山電気軌道）の乗り入れ
は、同市の都市交通戦略にも盛り込まれ、今年12月、岡山駅前に年間
２千万人の利用が見込まれる西日本最大級のイオンモールが出店するの
を受け、人の流れを中心市街地に引き込むため乗り入れは必要と判断し、
市議会でも検討が進められてきた。今年１月、岡山市長とＪＲ西日本の真
鍋社長が会談し、今後JRがバスやタクシーなど各交通事業者や交通管
理者と協議していくことが表明された。

ＪＲ吉備線ＬＲＴ化
　ＪＲ西日本は、2003年に活性化が必要なローカル線のうち、吉備線と
富山港線は将来的にＬＲＴ化して経営分離したいと構想を発表してきた。
富山港線は、2006年に「富山ライトレール」となりLRT化が実現してきた
が、吉備線は具体的な進展がないままであった。 昨日5月、岡山市役所で
会談した岡山市の大森雅夫市長と総社市の片岡聡一市長は、吉備線
のLRT化は国土交通省が提唱する“コンパクトシティ”実現のため、観光
振興のためにも有効との認識で一致したと表明してきた。

広島駅への路面電車乗り入れ
　今年9月、広島市による広島駅南口広場再開発の基本方針が定まっ
た。路面電車の広島電鉄が駅ビルの２階部分に高架で乗り入れ、１階部
分はバス停やタクシー乗降場などに活用して乗り換え客の利便性を高め
る。2020年代前半完成を目指す。県内外の広域交通拠点として広島経
済の活性化につながると考えられる。

山陽エリア

中国銀行と「地域振興に関する業務協力協定」を締結
　中国銀行とＪＲ西日本は、2013年8月、「地域振興に関する業務協力
協定」を締結した。自治体や地元企業との連携を進めるとともに、ＪＲ西日
本グループ一体となって、駅を中心とした街づくりに貢献していくことを確
認した。
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米子駅前開発
　米子駅南北一体化構想は、当初の駅南地区の米子工業高校移転を
核とした駅前開発とは異なり、コンベンションホールなどの現在の駅前機
能の補完的役割などを想定した構想として平成16年頃からあらためて浮
上してきた。米子駅南北一体化構想は、①「南北を自由通路で結び」駅と
線路をバリアとせず往来できるようにする。②「駅の改札口を橋上化」し、
駅裏と言われている③「南側の鉄道用地部分約１haの駅隣接地を高度
利用する」の３つの事業の構想となっている。駅南方面からのアプローチ
が出来る事によって駅南方面地区の価値が上昇することによる民間の
開発の動きも期待できるという派生効果も予想されている。また、事業の
進み方によっては米子支社ビルの移転の課題もある。

山陰合同銀行との「地域振興に関する業務協力協定書」
を締結
　山陰合同銀行とＪＲ西日本は、2012年3月、「地域振興に関する業務
協力協定書」を締結した。鳥取駅、米子駅、松江駅、浜田駅で共同挨拶
運動を実施し、通勤中のお客様への挨拶を通じ地域とのコミュニケーショ
ンの充実を図った。

両備グループと「公共交通の発展のための相互協力に関
する覚書」を締結
　両備グループとＪＲ西日本岡山支社は、平成22年11月、「公共交通の
発展のための相互協力に関する覚書」の締結を行なった。岡山駅を中心
とした公共交通について、高齢化社会への対応と地球環境問題への適
合を重視する観点から、利用者にとってより利便性の高い公共交通ネット
ワークを構築するために相互に協力することを目的としている。
＜連携事項＞

（１） 公共交通の必要性、重要性について、利用者をはじめとする関係者
の理解、支援を深めるために連携して取り組むこと。

（２） 岡山駅を中心とした各々の交通事業の活性化に努めるとともに、様々
な方策によって一層の利便性の向上を図ること。

（３） ｢環境｣と｢高齢化｣に対応し､21世紀に誇れる岡山市内の公共交通
を目指すとする基本的な認識について共有すること。

岡山県との包括協定の締結
岡山県と西日本旅客鉄道株式会社岡山支社は、緊密な相互連携と協
働による活動を推進することにより、鉄道ネットワークを活用した地域振興
を図ることを目的に、包括協定を締結します。　この協定締結を受け、9月
28日にオープンする鳥取県・岡山県共同アンテナショップや、平成28年
春に開催される岡山デスティネーションキャンペーンなどを活用した地域
振興に関する取り組みを積極的に展開していくこととしている。
＜連携事項＞

（１） 観光振興および岡山県の情報発信に関すること。
（２） 鉄道の利便性向上および利用促進に関すること。
（３） 地域と暮らしの安全・安心の確保に関すること。
（４）その他双方が合意した事項

三江線活性化事業を通じた地域との対話を実施
　平成23年に取り組んだ増便社会実験の結果にもとづき、平成25年7
月に地元自治体等と連携を図り「三江線沿線地域の公共交通のあり方
勉強会」を立ち上げ、２回月ごとに会合を開催してきた。鉄道、バスを含め
た三江線沿線地域の公共交通の課題を共有し、エリア全体における持
続可能な公共交通のあり方を議論してきた。従来の三江線に特化したア
ンケートではなく、沿線の公共交通全体（鉄道、バス、タクシー）を対象にし
て住民の移動に関する実態を把握し、将来の公共交通の可能性を含め
て把握するなどの取り組みを進めている。

島根県との観光振興における連携協定を締結
　島根県とＪＲ西日本は、観光振興などにおける連携協定を締結した。今
後、中国地方を数日かけて周遊する豪華寝台列車の運行などを検討して
おり、地域の観光振興に期待が寄せられている。今後は、双方の若手に
よるワーキンググループを立ち上げ、様々なアイデアを協議することにして
いる。

松江商議所、松江市との地域振興協定を締結
　ＪＲ西日本米子支社と松江市、松江商工会議所の３者は、平成25年8
月、「地域振興のための連携協力に関する協定」を締結した。観光客の
誘致やＪＲ松江駅（松江市朝日町）周辺のにぎわい創出に結束して取り組
む。ＪＲ西日本管内で、支社が市町村や商工団体と協定を結ぶのは初め
て。

木次線トロッコ列車「おろち」
　宍道湖・中海圏と石見圏、山陽圏との結節点である斐伊川・神戸川
流域の2市2町（出雲市・雲南市・奥出雲町・飯南町）の連携・協力による

「出雲の國・斐伊川サミット」が平成19年11月に発足した。このサミットで
は、圏域の一体的な発展をめざすため、古代出雲文化や環境、観光、産
業、芸術文化、福祉など様々な分野で交流連携を図り、圏域の活力を創
出する共同事業を実施している。しかし、木次線のトロッコ列車「おろち」
については車両の老朽化を理由に平成27年度以降の運転継続が危ぶ
まれている状況であり、JR西労組は今後のあり方についての議論を提起
している。

可部線の延伸
　可部線電化延伸事業については、鉄道事業法に基づき、国土交通大
臣に対し可部～新可部～新河戸(仮称)（約1.6km）鉄道事業許可申請
を行い、このたび平成26年2月25日に許可を取得した。今後、平成28年
春の開業を予定しており、列車本数は1日に99本を予定している。

山陰エリア
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各エリアの課題や取り組み

岡山市との懇談の様子
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Ⅲ
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
の
状
況

　

２
０
０
２
年
に
民
主
党
か
ら
議
員
提
案
さ
れ
、
以

降
、
三
日
月
前
衆
議
院
議
員
が
中
心
と
な
っ
て
成
立
に

む
け
て
取
り
組
ん
で
き
た
交
通
基
本
法
案
は
、
民
主
党

政
権
下
に
お
い
て
も
繰
り
返
し
審
議
さ
れ
ま
し
た
が
、

ね
じ
れ
国
会
の
影
響
か
ら
、一
昨
年
11
月
の
衆
議
院
解

散
に
伴
い
廃
案
と
な
り
ま
し
た
。

　

自
民
党
政
権
発
足
後
は
、
三
日
月
議
員
ら
民
主
党
、

社
民
党
議
員
が
東
日
本
大
震
災
の
教
訓
を
も
と
に
法
案

を
練
り
直
し
、
大
規
模
災
害
対
策
、
交
通
従
事
者
の
確

保
・
育
成
、
既
存
交
通
施
設
の
有
効
活
用
な
ど
を
加
筆

し
た
う
え
で
、
昨
年
６
月
に
議
員
立
法
と
し
て
再
提
出

さ
れ
ま
し
た
。
政
府
に
お
い
て
も
、
あ
ら
た
め
て
法
律

案
の
内
容
が
検
討
さ
れ
、
議
員
立
法
と
ほ
ぼ
同
内
容
の

「
交
通
政
策
基
本
法
案
」
を
11
月
１
日
に
閣
議
決
定
し

上
程
、
最
終
的
に
11
月
27
日
に
政
府
提
出
法
案
と
し
て

「
交
通
政
策
基
本
法
」
が
可
決
さ
れ
、
12
月
に
公
布
、

施
行
さ
れ
ま
し
た
。

　

今
後
、
交
通
政
策
基
本
法
を
活
か
し
、
Ｊ
Ｒ
連
合
と

と
も
に
Ｊ
Ｒ
西
労
組
が
以
前
か
ら
主
張
し
て
き
た
、
交

通
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対
策
の
推
進
、
交
通
労
働
者
不

足
の
懸
念
払
拭
、
労
働
環
境
の
改
善
な
ど
交
通
政
策
に

関
わ
る
議
論
を
充
実
さ
せ
、
実
効
性
の
あ
る
鉄
道
、
公

共
交
通
の
維
持
と
地
域
活
性
化
に
む
け
た
取
り
組
み
を

進
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

1
交
通
政
策
基
本
法
の
成
立

Ⅲ
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
の
状
況

交通政策基本法の概要
■ 「交通政策基本法」の目的は「国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展（第１条）」「交通施策の理念と実現のた

めに、国などの責務を明らかにすること（第８条）」とある。つまり「移動する権利は国が責任を持って保証する」という考え方
である。

■ ここでいう基本理念とは、「国民の基本的な交通を充足させる（第２条）」「交通によって環境負荷を軽減する（第４条）」「大
規模災害発生時に交通を確保する（第３条）」「交通安全対策基本法と連携する（第７条）」などである。

■ また、これらを充足させる国の基本的政策として、「日常生活に必要不可欠な交通手段の確保等」があげられ、施策にあ
たって「国、地方公共団体、事業者、施設管理者、国民など関係者それぞれの責務」が定められた。

■ 自治体や国には「自由に移動する権利」を確保する義務があり、例えば、赤字を理由などに鉄道路線がなくなると沿線の
人々の交通手段はどう確保するのか、代替手段を考えなくてはならない。「交通政策基本法」は、「自由に移動する権利」を

「生存権」並みに格上げするという画期的な法律であるといえる。
■ 「交通政策基本法」が施行されたことにより、災害などで被災して寸断された鉄道や道路の早期復旧が期待できる。また、

ローカル線の鉄道、バスの存廃論議が、損益重視から権利の尊重に視点を移し、新たな交通事業展開や交通弱者の救済
に繋がる。

交通政策基本法の概要

「交通政策基本計画」の閣議決定・実行（第15条）基本理念等(第2条～第7条) 「交通政策基本計画」の閣議決定 実行（第15条）
＜パブリックコメント、審議会への諮問等＞

○交通の果たす機能
・国民の自立した生活の確保
・活発な地域間交流･国際交流

基本的認識（第2条）

国の施策(第16条～第31条)

【豊かな国民生活の実現】
○日常生活の交通手段確保（第16条）…離島等の地域の諸条件への配慮
○高齢者、障害者等の円滑な移動（第17条）…妊産婦、ベビーカー等にも配慮
○交通の利便性向上､円滑化､効率化（第18条）…定時性確保、乗継ぎ円滑化等

活発な地域間交流 国際交流
・物資の円滑な流通

○国民等の交通に対する基本的需要の充足が重要

交通機能の確保・向上（第3条）

【国際競争力の強化】
○国際海上・航空輸送のネットワークと拠点の形成、アクセス強化（第１９条）

【地域の活力の向上】
○国内交通ネットワークと拠点の形成（第20条）

○少子高齢化の進展等に対応しつつ、
・豊かな国民生活の実現
・国際競争力の強化
・地域の活力の向上
に寄与
大規模災害 的確 対応 ○国内交通ネットワ クと拠点の形成（第20条）

○交通に関する事業の基盤強化、人材育成等（第21条）

【大規模災害への対応】
○大規模な災害が発生した場合における交通の機能の低下の抑制及び迅速な回復等

（第22条）…耐震性向上 代替交通手段の確保 多人数の円滑な避難

環境負荷の低減（第4条）

様々な交通手段の適切な役割分担と連携
第 条

○大規模災害に的確に対応

（第22条）…耐震性向上、代替交通手段の確保、多人数の円滑な避難

【環境負荷の低減】
○ エコカー、モーダルシフト、公共交通利便増進等（第23条）

【適切な役割分担と連携】

（第5条）

交通安全対策基本法に基づく交通安全施策と十
分に連携

交通の安全の確保（第7条）

【 切 役 分 連携】
○総合的な交通体系の整備（第24条）…交通需要・老朽化に配慮した重点的な整備
○まちづくり、観光等との連携（第25条～第2７条）

○調査研究（第28条）
○技術の開発及び普及（第29条）…ＩＣＴの活用
○国際的な連携の確保及び国際協力の推進（第30条） 規格標準化 交通インフラの海外

国、地方自治体、事業者等の関係者の責務等
（第8条～第11条）

○国際的な連携の確保及び国際協力の推進（第30条）…規格標準化、交通インフラの海外
展開

○国民等の意見を反映（第31条）

関係者の連携・協働（第6条、第12条）

法制上、財政上の措置（第13条）

国会への年次報告等（第14条） 地方公共団体の施策(第32条) 2

交通政策基本法の構成
※国土交通省資料を参照
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《交通に関する課題》
◦ 人口減少、少子高齢化が加速度的に進展し、特に地方のバスなどの運輸事業の経営悪化が深刻化している

中で、過疎化が進む地域における生活交通の確保
◦ 国際的な競争がますます激しくなる中で、経済成長著しいアジア太平洋地域の活力　を取り込むために、国際
的な人流・物流のネットワークを充実させること

◦ 東京を始めとする太平洋側の諸都市が、近い将来、大地震に見舞われる可能性が高い中、東日本大震災の経
験を踏まえ、巨大災害への備えを万全なものとすること

「交通政策基本計画」の策定・実行により、政府が一丸となって対応

Ⅲ
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
の
状
況

　

「
交
通
政
策
基
本
法
」
は
、
豊
か
な
国
民
生
活
の
実

現
、
国
際
競
争
力
の
強
化
、
地
域
の
活
力
の
向
上
、
大

規
模
災
害
へ
の
対
応
な
ど
の
交
通
に
関
す
る
施
策
に
つ

い
て
、
基
本
理
念
と
、
こ
れ
を
踏
ま
え
た
国
の
施
策
の

基
本
的
な
方
向
性
を
定
め
る
と
と
も
に
、
「
交
通
政
策

基
本
計
画
」
を
閣
議
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
旨
を

定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
例
え
ば
以
下
の
よ
う
な
交
通
に

関
す
る
課
題
に
対
し
、
政
府
が
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組

む
た
め
の
枠
組
み
を
構
築
し
、
関
係
者
が
一
体
と
な
っ

て
交
通
政
策
を
推
進
し
て
い
く
た
め
の
法
律
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

「
交
通
政
策
基
本
法
」
で
は
、
政
府
は
、
交
通
に
関
す
る
施
策
の
総
合

的
か
つ
計
画
的
な
推
進
を
図
る
た
め
、
「
交
通
政
策
基
本
計
画
」
を
定
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
「
交
通
政
策
基
本
計
画
」

は
交
通
分
野
で
は
は
じ
め
て
と
な
る
国
レ
ベ
ル
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
で
あ

り
、
交
通
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
の
基
本
的
な
方
針
及
び
目
標
や
政
府

が
講
ず
べ
き
施
策
等
に
つ
い
て
記
載
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
国
や
自

治
体
、
民
間
、
さ
ら
に
国
民
の
役
割
分
担
や
責
任
を
あ
き
ら
か
に
す
る
こ

と
で
交
通
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
、
計
画
的
に
推
進
す
る
こ
と
と
な
り

ま
す
。

　

こ
の
「
交
通
政
策
基
本
計
画
」
は
、
現
在
、
国
土
交
通
省
な
ど
で
策
定

に
向
け
て
急
が
れ
、
年
内
に
閣
議
決
定
さ
れ
、
成
立
す
る
予
定
に
な
っ
て

い
ま
す
。
成
立
後
、
２
０
１
５
年
度
（
平
成
26
年
度
）
～
２
０
２
０
年
度

（
平
成
32
年
度
）
を
計
画
期
間
と
定
め
、
各
都
道
府
県
・
市
町
村
に
お
け

る
具
体
的
施
策
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

2�
交
通
政
策
基
本
法
に
も
と
づ
く

交
通
政
策
基
本
計
画
の
策
定

3
交
通
政
策
基
本
計
画

交
通
政
策
基
本
計
画
の
策
定
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

２
０
１
４
年

２
～
３
月 

地
方
公
共
団
体
関
係
・
交
通
関
係
団
体
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト

 
 

 

交
運
労
協
を
通
じ
て
Ｊ
Ｒ
連
合
・Ｊ
Ｒ
西
労
組
も
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答

４
月 

 
 

事
業
者
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ（
Ｊ
Ｒ
東
日
本
、Ｊ
Ｒ
東
海
、Ｊ
Ａ
Ｌ
、Ａ
Ｎ
Ａ
、日
本
通

運
、神
奈
川
中
央
交
通
な
ど
）

６
月 

  

交
通
政
策
審
議
会
・
社
会
資
本
整
備
審
議
会
に
お
い
て
中
間
と
り
ま
と
め（
素
案
）

８
月 

  

交
通
政
策
審
議
会
・
社
会
資
本
整
備
審
議
会
に
お
い
て
中
間
と
り
ま
と
め（
案
）

 
９
～
10
月 

各
省
協
議
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

 

11
～
12
月 
「
交
通
政
策
基
本
計
画
」を
閣
議
決
定

２
０
１
５
年
～
２
０
２
０
年

 
 

各
都
道
府
県
・
市
町
村
に
お
け
る
具
体
的
施
策
を
実
施
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〈交通政策基本計画の構成〉

◉交通に関する施策の基本的方針
　交通政策基本法の規定や時代潮流を踏まえて、３つの「基本的方針」を設定

（基本的方針）
Ａ． 豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現
Ｂ． 成長と繁栄のための基盤となる国際・地域間の旅客交通・物流ネットワークの構築
Ｃ． 持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり

◉交通に関する施策の目標【巻末資料33頁参照】
　交通政策基本法の規定を踏まえつつ、計画期間内に目指すべき「目標」及びその趣旨を記載する
とともに、目標に向けた達成状況を評価するための数値指標を設定

◉�交通に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策
　「目標」の各々について、計画期間中に取り組むべき主要な施策の骨子を、これまでの取り組み
を更に推進していくものと、取り組み内容を今後新たに検討するものに分けて記述

Ⅲ
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
の
状
況

※国土交通省資料を参照
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基本的方針Ｃ．持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり
ず必は度年標目、らか係関のと標指の他るすと考参、や画計他の等画計点重備整本資会社。度年0202はのもいなの載記は度年標目）注（ 。いないてれさ一統もし

（趣旨）

目標① 大規模災害や老朽化への備えを万全なものとする 目標② 交通関連事業の基盤を強化し、安定的な運行と安全確保に
万全を期する

（趣旨）

者業事連関通交、えま踏を等故事ーリェフ国韓、故事スバ速高、題問道海北RJ
クッェチな分十るす関に供提スビーサの 確の理倫営経な全健、化強の盤基業事と

が

（趣旨）

等雨豪中集、震地フラト海南、震地下直都首、えま踏を験経の災震大本日東
。るす施実にかやみすを策対たけ向に害災模規大の

両車てえ加にラフンイらか点観るす保確をスビサ送輸な能可続持たま 立が 。るいてっなと要必たま 、 サ送輸な能可続持 ー らか点観るす保確をスビ 、 てえ加にラフンイ 、 両車
。るいてっなと要必が応対もていつに化朽老の等

＜これまでの取組を更に推進＞（施策の例）
（施策の例）

施実の練訓導誘難避

＜これまでの取組を更に推進＞
策対化命寿長、策対震耐のラフンイ通交・

保確段手送輸の等開啓路経送輸、保確トール替代・

悪るよに化強実充の査監るす対に者業事・
除排の者業事質

化強実充の度制トンメジネマ全安輸運・
用活の術技新

強補震耐の橋架高

と等者業事や体治自
の庫倉蓄備たし携連

等練訓難避や備整

策対者難困宅帰、導誘難避・ （ 制体力協のと業企間民・体治自 ） ・ 用活の術技新

内社が者業事 一 なと丸 っ 安た

度制トンメジネマ全安輸運

要概のキーレブ減軽害被突衝
＜取組内容を今後新たに検討＞

応対のへ化朽老の等両車・

＜取組内容を今後新たに検討＞
策方化強盤基の業事連関通交・

安たなと丸内社が者業事
、し善改・築構を制体理管全

認確を況状施実のそが国

：率化震耐の線路道鉄要主たえ備に震地模規大るれさ定想後今・
％19 （ 2102 ） 概ね100％（2017）

標指値数な主

標指値数な主（ ） 概ね （ ）
：率化震耐の梁橋の上路道送輸急緊・ ）3102（％97 82％（2016）

：合割の湾港要主たれさ定策が）画計続継業事（PCB湾港・ ）2102（％3 100％（2016）
：率施実策対の設施湾港くづ基に画計化命寿長・ ）3102（％63 100％（2016）

：数者業事施実価評トンメジネマ全安輸運・ ）3102（者業事501,6 10,000事業者
：率着装のキーレブ減軽害被突衝の車動自物貨型大・ ）3102（％45約 90％

（趣旨）

目標③ 交通を担う人材を確保し、育てる
目標④ さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める

（趣旨）

OCの門部輸運の国が我 2 に減削のそ、らかとこるめ占を割２約の体全、は量出排
ルネエの国が我の降以災震大本日東、にもととるす資に現実の会社素炭低りよ

ギー 、み鑑に性弱脆の給需 一 染汚気大の野分通交、たま。るめ進を化ネエ省の層

（趣旨）

対に確的にれそおの下低力術技や足不力働労な刻深るけおに野分各の通交
し応 、 ワトッネ通交 ー サな質良と保確ク ー るえ整を境環の供提スビ 。 染汚気大の野分通交、たま。るめ進を化ネエ省の層、み鑑に性弱脆の給需ギ

。るす進推を策対境環の種各、どな慮配のへ系態生、策対音騒や策対
し応 、 るえ整を境環の供提スビサな質良と保確クワトッネ通交 。

＜これまでの取組を更に推進＞
・ 保確の者術技者能技るえ支を送輸

＜取組内容を今後新たに検討＞
・ 用活の者齢高性女層年若 ＜これまでの取組を更に推進＞ ・ の車動自池電料燃

＜取組内容を今後新たに検討＞
・ リグ ー モ（流物ン ーダ

（施策の例）
（施策の例）

者能技るえ支を送輸 、 保確の者術技
）士縦操機空航（

。増急が要需士縦操に的界世
、はていおに域地洋平太／アジア

0302 はに年 0102 の年 54 要必倍

層年若 、 性女 、 用活の者齢高

）トフシルダーモ（化力働労省の流物・

＜これまでの取組を更に推進＞
及普の層一の車動自代世次・

の車動自池電料燃
入導格本

ダモ（流物ンリグ
）等トフシル

自用家自
車動

自用業営
車動0302 はに年 0102 の年 4.5 要必倍 。

等充拡力能給供の関機成養間民・・・
）ーバイラドスバ（

境環働労の）性男（者転運の業事スバ
約の均平業産全間時働労 21 倍

】率載積【
）度年3102（％2.67日平物貨道鉄○
）度年3102（％2.35日休

運海航内○ 733 （％ 2102 ）度年 5102 燃素水の定予入導場市年電気 スバ クッラト）スガ然天縮圧（ＧＮＣ OC とるす較比を位単原出排２

舶船

道鉄

）物貨（量出排の素炭化酸二のりた当量送輸

間時働労 ・・ 約の均平業産全 1.2倍
倍8.0約の均平業産全・・・・・・得所

運海航内○ 33 .7 （％ 2102 ）度年
トラック輸送の受け皿に

5102 燃素水の定予入導場市年
向に入導格本の車動自池電料
直見の準基安保の両車、てけ

討検を等し

気 クッラト）スガ然天縮圧（ＧＮＣ

車動自、らか点観るす進推をどな策対染汚気大、策対化暖温球地
進促を等入購のへ車応対境環るよに業事送運

OC とるす較比を位単原出排２ 、
舶船、８/１のクッラトは道鉄
フシルダーモ、りあで５/１は

減削を量出排2OCてっよにト

数給供規新間年の士縦操機空航の社会空航要主 [ ] 021 （人 2102 ） 約210人

標指値数な主

合割の車動自代世次るめ占に売販車新 232 （％ 3102 ） 50％標指値数な主・ 社会空航要主 へ 数給供規新間年の士縦操機空航の [*]： 021 （人 2102 ） 約210人

数の者働労性女の連関車動自・ ﾄ､％3.2：ｰｼｸﾀ、）1102（％4.1：ｽﾞﾊ（ ））9002（％58.0：士備整､）3102（％4.2：ｸｯﾗ ： 倍増

・ 合割の車動自代世次るめ占に売販車新 ： 32 .2 （％ 3102 ） 50％
進推のトフシルダーモ・ ）2102（ﾛｷﾝﾄ億781】道鉄【 221億ﾄﾝｷﾛ
）ロキント送輸物貨（ ）2102（ﾛｷﾝﾄ億333】運海【 367億ﾄﾝｷﾛ

標指値数な主

標指るす連関もに組取たえ据見を後のそと催開のクッピンリラパ・クッピンリオ京東年0202]*[

基本的方針Ｂ．成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流ネットワークの構築
ず必は度年標目、らか係関のと標指の他るすと考参、や画計他の等画計点重備整本資会社。度年0202はのもいなの載記は度年標目）注（ 。いないてれさ一統もし

（趣旨） （趣旨）

目標① 我が国の国際交通ネットワークの競争力を強化する 目標② 地域間のヒト・モノの流動を拡大する

（趣旨）

不にめたるけつび結に長成の国が我、み込り取を長成の界世めじはをアジア
。るす備整を盤基の通交上海・通交空航、てしと件条提前の欠可

め含も人国外、りよに用活のクーワトッネや化速高、で中るす少減が口人住定
図を等進促の地立業産のへ方地、大拡流交た 。るす資に化性活の体全国が我、り

（施策の例） （施策の例）
＜これまでの取組を更に推進＞

、線幹新備整（クーワトッネ線幹新・ 実着の）線幹新央中アニリ
携連のと等道鉄域地と備整な

鉄方地山富たせわ合に業開の線幹新陸北
備整駅新の道

北陸新幹線
黒部宇奈月温泉駅

＜これまでの取組を更に推進＞
充拡の層一のクーワトッネ空航際国の国が我・

のCCL・ 及普 に け向 た （備整境環 用専 整ルナミータ

（施策の例）

有のクーワトッネ路道の存既と備整のクーワトッネ路道速高・
）等備整のＣＩトーマス（用活効

＜取組内容を今後新たに検討＞

駅新線本道鉄方地山富

（備整境環け向及普 用専
等上向率働稼・航就、減低トスコ連関港空、備 ）

＜取組内容を今後新たに検討＞
化強能機るな更の港空圏都首・

備整ルナミータ用専ＣＣＬの港空田成

大拡の送輸物貨道鉄・ コ上海るよに道鉄るけおに内国
。％21.0約、は量送輸ナテン
）りよ料資表公省通交土国（：]*[大拡量容港空の港空圏都首・ ）3102（回万7.17 74.7万回＋最大7.9万回

定予るす始開を議協のと等体治自係関、後今※[ ］

：]*[合割るめ占の客旅CCLちうの客旅線際国・ ）3102（％7 17％

化強能機るな更の港空圏都首・

大拡の口人流交たじ通を業開の線幹新備整 [*]

標指値数な主

標指値数な主

（化強能機の湾港略戦ナテンコ際国・ 、約集物貨域広、資出の国のへ社会営運湾港
等策対滞渋、化強能機工加通流の辺周湾港 )

・ 大拡の口人流交たじ通を業開の線幹新備整 [*]：
線幹新陸北【 】）定予業開年5102間沢金-野長（ 20％増（2014-17）

線幹新道海北【 】）定予業開年6102間斗北館函新-森青新（ 10％増（2015-18）

道・ 路 るよに 間市都 達速 性の 率保確 [*]： 約 ％84 （ 2102 ） 約50％（2016）

目標③ 訪日外客2000万人の高みに向け、観光施策と連携した取組
を強める

の湾港略戦ナテンコ際国
」化強力争競「

大水深コンテナターミナルの整備例（横浜港）

後背湾港略戦ナテンコ際国
」貨創「るよに積集業産のへ

率保確性間市都路 [ ] 約 （ ） 約 （ ）

のへ湾港略戦ナテンコ際国
」貨集「

（趣旨）
頭念も応対たえ据見を後のそや催開のクッピンリラパ・クッピンリオ京東年0202

を強める）中備整（区地頭ふ牧本南
m004長延、m61深水３CM
m004長延、m81深水４CM

MC３
MC４

京浜港

釜山港

阪神港

国際戦略港湾を通じ
基幹航路に接続

らさ、者行旅人国外日訪、り図を実充と上向の性便利の段手通交、つつきおに
。るす資に進促訪来のへ地各本日の客光観内国、はに

のへ源資光観なか豊の国が我が通交、てえ加 、しに易容をスセクアのらか外内

月２年32成平：影撮
基幹航路に接続

：数）頭埠（スーバのルナミータナテンコ深水大るけおに湾港略戦ナテンコ際国・
）3102（スーバ3 12バース（2016）

率備整路道状環圏市都大三 [ ] 36 （％ 2102 ） 約75％（2016）

標指値数な主

そ通交、ずらなみのるめ高を値価のそ 目着もに性能可るなと源資光観がのもの
。る図を開展策施たし

（施策の例）

目標④ 我が国の技術とノウハウを活かした交通インフラ・サービス
をグローバルに展開する

・ 率備整路道状環圏市都大三 [*] ： 36 （％ 2102 ） 約75％（2016）

（施策の例）

（趣旨）

で外海をウハウノと術技係関通交の端先最の国が我 通交の地各界世、し用活

をグローバルに展開する

＜これまでの取組を更に推進＞
備整境環入受人国外ので野分通交・ （ ーカＣＩ

与寄に長成の業産通交や展発済経の国が我、にもととるす献貢に決解の題問
。るす

ンナ駅、内案・記表語言多、境環iF-iW、ムテスシド
等境環用利のーカタンレ・ーシクタ、グンリバ ）

観るよにーバイラド定認
外はで京東（ーシクタ光

）施実を修研語国

の板報情内案行運スバ
）路釧（化語言多

国英

化性活の域地たじ通を興振ズールク・
実充・化強の能機イェウトーゲの」駅の道「・

（施策の例）

＜これまでの取組を更に推進＞
に的体一を画参業事と資出、に業事通交の外海・

設創を構機う行 立成が法構機援支業事発開市都・通交外海社会式株 画計新更両車道鉄速高
所作製立日 約：額注受 0064 円億

実充・化強の能機イェウトーゲの」駅の道「・

：]*[合割入導のiF-iW料無・
【 が便期定際国 航運 港空るす 】 39 （％ 3102 ） 100％

標指値数な主

所作製立日 約：額注受 4, 006 円億

：計推額注受外海の業企本日るけおに野分通交・ ）0102（円兆5.0 7兆円標指値数な主

【 が便期定際国 航運 港空るす 】 39 （％ 3102 ） 100％
）3102（％35】駅車停要主線幹新【 100％

：]*[数客旅人国外るす国入で船ズールク・ ）3102（人万4.71 100万人
標指るす連関もに組取たえ据見を後のそと催開のクッピンリラパ・クッピンリオ京東年0202]*[

船ズールクるす港寄に国が我

※国土交通省資料を参照

※国土交通省資料を参照
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《
地
域
公
共
交
通
特
定
事
業
》

■
軌
道
運
送
高
度
化
事
業

　

よ
り
優
れ
た
加
速
・
減
速
性
能
を
有
す
る
車
両

を
利
用
。
上
下
分
離
制
度

■
道
路
運
送
高
度
化
事
業

　

 

よ
り
大
型
の
バ
ス
（
連
接
バ
ス
等
）
を
利
用
。

交
通
規
制
な
ど
道
路
交
通
の
円
滑
化
に
資
す
る

措
置
と
併
用

■
海
上
運
送
高
度
化
事
業

　

 

よ
り
優
れ
た
加
速
・
減
速
性
能
を
有
す
る
船
舶

を
利
用

■
乗
継
円
滑
化
事
業

　

接
続
ダ
イ
ヤ
の
改
善
、
乗
車
船
券
の
共
通
化
、

乗
降
場
の
改
善
等

■
鉄
道
再
生
事
業

　

事
業
廃
止
届
出
が
さ
れ
た
鉄
道
事
業
の
維
持
を
、

地
域
の
支
援
に
よ
っ
て
図
る

　

人
口
減
少
や
少
子

高
齢
化
が
進
み
、
公

共
交
通
機
関
を
と
り

ま
く
環
境
が
年
々
厳

し
さ
を
増
し
て
い
る

中
、
特
に
地
方
に
お

い
て
は
、
公
共
交
通

機
関
の
輸
送
人
員
の

減
少
に
よ
り
、
公
共

交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
縮
小
や
サ
ー
ビ
ス

　

地
域
公
共
交
通
の
あ
り
方
を
見
直
す
に
あ
た
っ
て
、

地
域
公
共
交
通
の
主
で
あ
る
鉄
道
や
船
舶
の
充
実
と
バ

ス
や
タ
ク
シ
ー
と
の
連
携
強
化
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の

た
め
に
は
、
従
来
の
道
路
運
送
法
・
鉄
道
事
業
法
・
軌

道
法
・
海
上
運
送
法
と
い
う
縦
割
り
型
の
法
制
度
を
包

括
す
る
新
し
い
枠
組
み
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
認
識
の

も
と
、
平
成
19
年
10
月
に
「
地
域
公
共
交
通
の
活
性

化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
」
が
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

い
わ
ゆ
る
「
地
域
公
共
交
通
活
性
化
再
生
法
」
で
あ

り
、
こ
の
法
律

に
よ
っ
て
、
次

の
５
つ
の
「
地

域
公
共
交
通
特

定
事
業
」
の
推

進
が
図
ら
れ
る

こ
と
と
な
り
ま

し
た
。 4

地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び

再
生
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
に
つ
い
て

Ⅲ
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
の
状
況

水
準
の
一
層

の
低
下
が
懸

念
さ
れ
て
い

ま
す
。
一
方

で
、
人
口
減

少
社
会
に
お

い
て
地
域
の

活
力
を
維
持

し
、
強
化
す

る
た
め
に

は
、
コ
ン
パ

ク
ト
な
ま
ち

づ
く
り
と
連

携
し
て
、
地

域
公
共
交
通

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
確
保
す
る
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
と

な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
交
通

政
策
基
本
法
の
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
地
域
の
総
合

行
政
を
担
う
地
方
公
共
団
体
が
先
頭
に
立
っ
て
、
関
係

者
の
合
意
の
下
に
、
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再

生
の
た
め
の
取
り
組
み
を
推
進
し
、
持
続
可
能
な
地
域

公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
作
り
上
げ
る
た
め
の
枠
組

み
を
構
築
す
る
こ
と
が
必
要
に
な
る
こ
と
か
ら
、
地
域

公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
の
一
部

が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。
【
巻
末
資
料
38
頁
参
照
】
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Ⅲ
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
の
状
況

《�
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法

律
の
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
》

■
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画

　

 　

市
町
村
が
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
「
地
域

公
共
交
通
総
合
連
携
計
画
」
に
つ
い
て
、
持
続

可
能
な
地
域
公
共
交
通
網
の
形
成
に
資
す
る
地

域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
を
図
る
た
め

の
「
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
」
に
改
正
す

る
と
と
も
に
、
当
該
計
画
の
策
定
主
体
に
都
道

府
県
を
追
加
す
る
。

■
地
域
公
共
交
通
再
編
実
施
計
画

　

 　

「
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
」
に
お
い

て
、
路
線
の
再
編
等
を
行
う
「
地
域
公
共
交
通

再
編
事
業
」
に
関
す
る
事
項
が
定
め
ら
れ
た
と

き
は
、
地
方
公
共
団
体
は
、
当
該
事
業
が
行
わ

れ
る
区
域
内
の
関
係
す
る
公
共
交
通
事
業
者
等

の
同
意
を
得
て
、
当
該
地
域
公
共
交
通
再
編
事

業
を
実
施
す
る
た
め
の
「
地
域
公
共
交
通
再
編

実
施
計
画
」
を
作
成
し
、
国
土
交
通
大
臣
の
認

定
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
。

ま
た
、
認
定
を
受
け
た
「
地
域
公
共
交
通
再
編

実
施
計
画
」
に
定
め
ら
れ
た
「
地
域
公
共
交
通

再
編
事
業
」
に
つ
い
て
、
道
路
運
送
法
等
の
法

律
上
の
特
例
を
設
け
る
。
な
お
、
こ
の
認
定
を

受
け
る
と
国
か
ら
の
財
政
面
で
の
助
成
対
象

と
な
り
よ
り
一
層
の
事
業
展
開
に
つ
な
が
っ
て

い
く
。

　

「
交
通
政
策
基
本
法
」
が
成
立
し
、
国
の
交
通
政
策

の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
と
し
て
「
交
通
政
策
基
本
計
画
」

が
策
定
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
２
０
１
５
年
～

２
０
２
０
年
ま
で
の
間
に
、
具
体
的
に
実
施
す
る
項
目

と
そ
の
数
値
目
標
が
掲
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

国
は
、
こ
の
数
値
目
標
を
達
成
す
る
よ
う
に
、
都
道
府

県
や
市
町
村
な
ど
の
地
方
自
治
体
に
対
し
て
、
地
域
公

共
交
通
を
活
性
化
す
る
事
業
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の

費
用
を
助
成
す
る
と
い
う
こ
と
を
決
定
し
た
こ
と
に
な

り
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
も
、
「
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再

生
に
関
す
る
法
律
」
に
も
と
づ
き
国
か
ら
の
助
成
に

よ
っ
て
、
例
え
ば
、
市
内
循
環
バ
ス
の
導
入
や
Ｌ
Ｒ
Ｔ

化
な
ど
の
先
進
的
な
事
例
が
い
く
つ
か
実
現
し
て
い
ま

す
が
、
す
べ
て
の
都
道
府
県
や
市
町
村
が
取
り
組
ん
で

き
た
訳
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
地
域

公
共
交
通
の
活
性
化
に
取
り
組
ん
で
き
た
地
方
自
治
体

は
決
し
て
多
く
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

す
べ
て
の
都
道
府
県
や
市
町
村
が
地
域
公
共
交
通
の

活
性
化
に
取
り
組
め
て
い
な
い
背
景
と
し
て
は
、
次
に

示
す
よ
う
な
も
の
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

・ 

道
路
は
国
・
行
政
主
導
で
あ
る
が
、
地
域
公
共
交

通
は
事
業
者
主
導
と
い
う
考
え
が
強
い
。
と
り
わ

け
Ｊ
Ｒ
に
対
し
て
は
そ
う
し
た
傾
向
が
あ
る
。

　

・ 

地
方
自
治
体
の
中
に
は
、
地
域
公
共
交
通
そ
の
も

の
に
対
す
る
意
識
が
希
薄
で
あ
っ
た
り
、
温
度
差

が
あ
る
。

　

・ 

地
方
自
治
体
に
は
交
通
行
政
に
長
け
た
人
材
が
十

分
に
い
な
い
。

　

・ 

事
業
者
側
も
地
方
自
治
体
な
ど
の
“
補
助
金
あ
り

き
”
の
考
え
が
強
い
。

　

し
か
し
、国
は
、交
通
政
策
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
で
あ

る「
交
通
政
策
基
本
計
画
」を
策
定
し
た
こ
と
に
よ
っ

て
、
掲
げ
た
数
値
目
標
を
達
成
す
る
よ
う
に
都
道
府
県

や
市
町
村
な
ど
の
地
方
自
治
体
に
対
し
て
積
極
的
に
働

き
か
け
を
せ
ざ
る
を
え
な
く
な
っ
た
と
言
え
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
今
後
、
２
０
１
５
年
～
２
０
２
０
年

ま
で
の
間
、
都
道
府
県
や
市
町
村
な
ど
の
地
方
自
治
体

は
、
「
交
通
政
策
基
本
計
画
」
及
び
「
地
域
公
共
交
通

の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
」
に
則
り
、
人
口
減
少
社
会
に
お
い
て
地
域
の

活
力
を
維
持
・
強
化
す
る
た
め
の
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち

づ
く
り
と
連
携
し
な
が
ら
、
地
方
自
治
体
が
先
頭
に

立
っ
て
、
関
係
す
る
航
空
・
船
舶
・
鉄
道
・
バ
ス
・
タ

ク
シ
ー
な
ど
の
公
共
交
通
事
業
者
と
と
も
に
持
続
可
能

な
地
域
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
し
て
い
く
こ

と
と
な
り
ま
す
。

5
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
に
よ

る
今
後
の
地
方
自
治
体
の
動
き
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事例紹介① 豊岡市のバスによる持続可能な地域公共交通の実現

連節バス（ナント）

生活拠点

生活拠点

生活拠点
生活拠点

全但バス
イナカー（定時定路線）
イナカー（ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ）
チクタク

凡例

効果
交通空白地域の発生を防止

運行経費の抑制

市内のバス交通の効率化

イナカー（市営・デマンド）
利用者が多く見込めない区間を、
利用者の予約に応じて運行

チクタク（地域主体交通）
デマンド型の自家用有償運送

路線数：3路線4系統
使用車両：3両
大人運賃：初乗り100円,

上限200円

※出典：豊岡市

イナカー（市営）
生活拠点から周辺部にかけて、地域の需要特性に
応じた柔軟な路線設定で運行（フィーダー系統）

路線数：8路線12系統
使用車両：12両
大人運賃：初乗り100円、

上限400円

全但バス（路線バス）
中心部から生活拠点を運行（幹線系統）

※出典：全但バス（株）

コバス
市中心部の循環コミュニティバス

系統：2系統
使用車両：2両
大人運賃：100円

生活拠点

中心
拠点

※健幸長寿社会を創造するスマートウエルネスシティ
総合特区指定地方公共団体

確交通手段の適切な役割分担にもとづく最適な生活交通ネットワークの構築

　豊岡市の公共交通としては、JR山陰本線が南北に走っており、豊岡駅を中心に路線バス、市営バス、イナカー（市営バス）が走って
います。また、路線バスなどが運行していない交通空白地域に運行している地区の乗り合いタクシー｢チクタク｣（地域住民が主体とな
りボランティアで運行）があります。また、コウノトリ但馬空港があり、大阪・伊丹空港と約40分で結んでいます。このように豊岡市の
公共交通は、飛行機のほか鉄道やバス交通、さらにはボランティア輸送がそれぞれの特徴に応じて役割を分担しながら支えています。
　豊岡市では、平成19年に路線バスの大幅な休止問題が発生しました。民間バス事業者から、翌年の平成20年10月に市内のバス路線
26路線のうち、半数の11路線を休止するという通告がありました。従来から豊岡市もバス事業者に対して赤字補填の補助金を支出し
ていたにもかかわらず、バス事業者の経営状況の悪化から一方的に路線休止の通告がされました。その休止される路線の状況は、高校
生や小中学生が通学に利用しており、高齢者などの姿も見られました。市長をはじめ市の幹部にも実際にバスに乗車し、何とかしなけ
ればということを共通認識としました。
豊岡市は、｢市民の足を守る｣を基本理念とし、｢地域の需要や特性に応じた運行とする」、「地域で支え合う持続可能な公共交通とす
る｣、｢継続的に事業の評価と見直しを行う」の４つの基本方針にもとづき、市営バスにより市民の足を確保しています。

＜路線維持の取り組み事例＞
　神鍋線はJR江原駅と神鍋地域を結ぶバス路線です。利用者が減ると運行便数が減り、運行便数が減ると利便性が下がります。利便性
が下がるとさらに利用者が減るという負の連鎖が起こっていました。神鍋線沿線はマイカー通勤の多い地域でもあることから、バスの
利用者はわずか数人しかいない状況で、このままでは近い将来路線休止されかねない状況でした。
　行政の反省として、従来はバス事業者に補助金を交付することが一番の仕事であり、市内全体のバス交通のあり方について検討する
ことはありませんでした。また、事業者の反省として、無計画のために大幅な路線休止を出してしまいました。さらに、地域住民の反
省として、自家用車の方が便利で快適だから、バスはいまのところ乗らないと思う人が多かった。このようなそれぞれの反省のもと、
行政側から沿線の方々に、みんなでこの神鍋線を次世代に残す取り組みを始めませんかと、社会実験の提案を行いました。
　社会実験の内容は大きく2つあります。まず1つめは、利用者負担の縮減として運賃の上限を200円（路線の起点から終点までの運
賃は680円）としました。２つめは、利便性の向上として、以前は高校生たちが通学に利用できる朝６時台のバスが運行していました
が、年々バス利用者が減少し、朝の便は廃止されていました。この朝の便を復活させて増発するとともに、さらには夜９時台の帰宅便
を増発するなどの利便性を向上させました。
　地元住民も路線バスが維持できないとの危機感のもと地元組織を立ち上げ、バス事業者と行政の三者によって協定書を締結し、それ
ぞれの役割と責任を明確化して社会実験を３者共同でおこなってきました。２期にわたって社会実験を実施するなかで、次の４つの取
り組みを行いました。①地元主催の決起集会を行い、地元およびバス事業者の決意を確認し合いました。②高校生のさらなる利用拡大
として沿線の中学校への社会実験の内容や意義についての出前講座を行いました。③関係地区の全世帯に戸別訪問して地域の方々に直
接訴えました。④直接マイカーの利用者にe通勤プロジェクトやノーマイカーデーを呼びかけるキャンペーンを実施しました。
　社会実験の結果は年間の利用目標数値を達成することはできませんでしたが、この取り組みが路線バスのことだけではなく、地域の
活性化に大きな効果がありました。高校生をはじめ地域の方々の乗車運動も広がり、社会実験の効果があったという判断のもと、本年
10月から活性化運行にとし、3年間の一定期間は事業を継続することを約束し、その状況を1年ごとに評価分析を行い、3年後にはその
結果を基に運行ルートや運賃も含め再度検討することとしています。　
　豊岡市は、引き続き、“乗って守ろう公共交通”を合言葉に、地元、運行事業者、行政の3者が協同し、主体的かつ積極的に関わり
ながら公共交通の利用促進に努めていきます。

（2014年10月10日　JR連合　第11回政策シンポジウム　豊岡市報告資料を参照）

豊岡市は兵庫県の北部にあり、日本
海に面しています。平成17年に1市
5町が合併した町で、人口は約8万
9千人、森林が約80％を占める街で
す。城崎温泉は1300年もの歴史を
持ち、多くの文豪に愛された温泉で
す。豊岡市シンボルであるコウノト
リは昭和46年に環境の悪化などによ
り日本の空から姿を消しましたが、
最後の生息地である豊岡市ではコウ
ノトリを自然界に返す取り組みを
行っています。

豊岡市の紹介
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事例紹介② 富山市の富山地方鉄道LRT

　富山ライトレールは
「ポートラム」という愛
称がつけられ、１日あた
りの平均利用者数はＪＲ
時代と比較すると、平日
で約2.2倍、休日で4.7倍
の乗客が利用しました。
高齢者の利用が増えてい
るほか、利用者の半数程
度が従来移動しなかった
乗客です。外出を控えて
いた高齢者が週末に子や
孫の自動車で買い物をす
る代わりに、平日、便利な公共交通機関で街に出かけるということになれば、街がにぎわうだけでなく、高齢者の健康にとっても良い
ことです。富山ライトレールは、便利な公共交通があれば、自動車ではなく、公共交通を利用する人が決して少なくないことを実証し
ています。
　さらに富山では2009年に既存の富山地方鉄道の路面電車線の環状線化も完成させた。単純な同心円上のコンパクトシティだけでは
なく、公共交通を軸とした「お団子と串」のまちづくりをかかげる富山市は高山線の活性化と並行して街中に路面電車新線を建設しま
した。「セントラム」と名付けられた環状線には、将来「ポートラム」も乗り入れる予定でありますが、路面電車の運行は富山地方鉄
道であり、富山市では初めて上下分離方式を採用し、線路などのインフラ整備は市の事業として行ってきました。
　富山市の取り組みは、まちづくりという大きな目標のパッケージにLRT整備が組み込まれたかたちでありました。富山ライトレー
ルの想定外の利用者は、岩瀬浜をはじめとする沿線の活性化、高齢者の外出促進、自家用車の抑制というかたちで成功をおさめてい
ます。
　富山市の住宅着工が落ち込む中でも、ライトレール沿線では着実に住宅が増えている状況であります。コンパクトシティは行政が強
制的に住民を移住させることではありません。利便性の高い魅力的な公共交通を軸に自然に出来あがるということを富山市で実証され
ています。

（出典　交通研究協会発行　LRT次世代型路面電車とまちづくり）

　富山ライトレールはＪＲ西日本の富山港線を引き継いだ富山市も出
資する第３セクター鉄道です。富山港線を引き継ぐにあたり、一部を
路線変更して路上に併用軌道を新設したほか、路上の区間も含めて４
駅を増設したうえ、従前の駅も全面的な改良を行ってきました。ま
た、車両もすべて低床式の新車を導入し、運行頻度はラッシュ時10分
間隔、日中15分間隔と利便性を高めたほか、接続するバスの路線再
編や結節点の整備も行い、日本初のLRTと呼ぶに相応しいトータルシ
ステムとして構築されました。路面電車化を契機に沿線のまちづくり
事業も一体で行われ、土地区画整理や一般住宅建設、高齢者向住宅の
誘致も行われたほか、富山港線と並行する富岩運河と古い街並みの保
存、整備も行われました。

富山市が目指す串とお団子の都市構造
串： 一定水準以上のサービスレベルの公共交通

お団子：串で結ばれた徒歩圏

（富山市作成資料より）

効果 転入人口の増加

沿線商店街の活性化

住民のライフスタイルの変化

歩行者数の増加、空き店舗の減少

買い物目的の外出機会の増加

（富山市のLRT）

ＬＲＴ化

ＪＲ西日本 富山港線

富山港線ＬＲＴ化事業（平成１８年４月２９日開業）

車両も含めたＬＲＴ化経費を市が負担するとともに
施設の維持、管理、更新経費を市が支援

《運行サービスの向上》

富山港線 富山ライトレール

フィーダーバスとの
スムーズな乗換（岩瀬浜駅）

《関連施策》

駐輪場（越中中島駅）
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事例紹介③ 京都市の「歩くまち京都」の取り組み

　京都は悠久の歴史を誇るまちであり、147万人の市民が行き来するまち
です。また、年間５千万人を超える方々が国内外から観光客として来られ
るまちでもあります。しかし、国内でも世界でも、これだけの都市であり
ながら、空港も港もない。交通の玄関口としては、この京都駅がすべてで
す。日本の大都市で港がなく空港もない都市は京都以外になく、市民生
活、産業、観光、すべてＪＲをはじめとする鉄道に依拠しています。
　アメリカの旅行雑誌「Travel＆Leisure」では、読者アンケートによる
どこが一番人気観光地に京都が選ばれました。しかしながら、京都のまち
が抱える大きな問題は交通渋滞です。京都市では、この解決策として公共
交通優先の「歩くまち・京都」にしようと努力しています。京都市とＪＲ
西日本・京阪・近鉄の鉄道事業社が一体となってこうした取り組みを進
め、その結果、平成12年の調査では、クルマに頼っている割合が28％、

それが10年経って24％と４ポイント下がり、鉄道が３ポイント上がりました。公共交通優先の「歩くまち・京都」にしていこう、脱
クルマのまち、社会にしようと大都市で高らかに宣言したのは京都が初めてです。

＜京都市の取り組み＞
① 公共交通の利便性を世界に冠たるものにすべく鉄道とバスの連結、鉄道どうしの連結、協力していくようししました。市バスの利便

性を高め、10年前は年間40億円の赤字でしたが、今は黒字になり、この３月からさらに増発を行っています。京都駅からどんどん
とバスを出すことによって観光客にとっても、住民にとってもいい。

② まちづくり全体を鉄道、バスに合わせたまちづくり、「歩くまち」にしていくことです。例えば、クルマ中心ではなく、四条通の歩
道を倍にしようとしている。四条通はいま、片側２車線です。あれを１車線にする。観光客の方々は可能な限りクルマで来ていただ
かないようにしてもらい、公共交通優先のまちづくりを進めていきます。

③ 歩いて楽しいまちにしてい「脱クルマ社会」の取り組みです。まちの空間を楽しくしていくこ
とで健康にも環境にもいい影響を与えることとなる。朝起きて「おはよう」「おはよう」と言
いながら駅まで行き、バス停まで行く。そうすると子供、おじいちゃん、おばあちゃんに声を
掛ける。そして景色も見られる。また公共交通を利用すれば、帰りにはおいしい日本酒を飲み
ながら帰ることもでき、食文化の振興につながり、コミュニケーションも深まります。

　以上、３つの取り組みをオール京都でやっていこうと考えています。行政がライフスタイルの
転換に取り組むというもので、10年間議論を重ね、平成22年に「歩くまち・京都」、公共交通優
先のまちにしていこうと取り組みを始めました。ＪＲ西日本さんをはじめとする鉄道事業者、バ
ス事業者、京都市の地下鉄も一緒になってこの取り組みを進めてきました。皆で鉄道、バス、公
共交通を大事にすることによって、マイカーに乗らないお年寄り、学生、障がいのある人、皆が
公共交通で快適に移動できるようなまちづくりを市民と一緒に取り組んでいます。

－具体的な内容－
■ 「歩くまち京都推進室」をつくり、保健福祉局、お医者さんも加わって、産業も観光も全部が一体となって公共交通を考え、歩くま

ちを考え、まちの発展をつくる取り組みを進めています。例えば、マイカーで通勤者と比べ、歩いて駅・バス停まで行っている人に
は糖尿病が少ない。お医者さんも一緒になってライフスタイルを変えていくために指導的な役割を果たせば、健康だけでなく、公共
交通の経営・経済・環境にもいい。

■人口減少に歯止めをかけてエココンパクトなまち・スマートシティにして、駅近くにいろんな便利な機能を集中させていきたい。
■ 市バスの74系統のうちの20系統は黒字で、54系統は赤字です。赤字路線のバス停のすべてに100円稼ぐためのバス運行費用を算出

して記載しています。“黒字になったらもっと増発しますよ、そのために皆さんバスに乗ってくださいね”と呼び掛けています。市
民参加によるモビリティマネジメントの取り組みを進めています。

■ 京都鉄道博物館をはじめＪＲ西日本が中心になってまちづくりや観光、そのまちに住む人の文化芸術の振興のために委員会の事務局
を担い、京都市、経済界、大学などと一緒になって取り組んでいます。

■ 大店舗法等々の国の法律によって駐車場の確保が定められているが、京都市独自の条例をつくって駐車場をできるだけつくらない、
鉄道の利用者にもバスの利用者にも便利になるように、取り組みを進めてきました。

■ 事業者、市民の負担のもとに市内のあらゆる建物から屋上の看板を全部撤去し、電飾看板など明るい看板や大きすぎる看板は認めな
いという規制を行っています。

■空き家を資産として徹底的に活かしていこうという取り組みを進めています。
■京都駅の東、崇仁地域に芸術大学を誘致し、世界から多くの人が集まってくるようする。
■京都駅の南、東九条地域に文化芸術、あるいは人々、住んでいる人が暮らしの中に役立つようなことを集約して活性化する。
■ 梅小路界隈の嶋原はかつて京都六花街（上七軒・祇園甲部・祇園東・嶋原・先斗・宮川町）のひとつであり京都市独自に無形文化財

に認定されています。また、嶋原には中央卸売市場があり、すし市場があります。今後、大改装して築地のような場所にしていきます。
■ 「歩くまち・京都」の「バス・鉄道の達人」アプリを作成し、鉄道やバスなどの公共交通のすべての情報が入っており、目的地まで

を、日本語または英語で、どの路線を使えば一番安くいけるか、渋滞の情報も加味してどのコースを使えば一番早く行けるか、付近
にどんな観光やお店があるかがわかるようになっています。

　京都のまちの美しさにさらに磨きをかけていく取り組みが市民ぐるみでできるようになってきました。あらゆる取り組みのすべての
根幹が、「歩くまち・京都」、公共交通優先のまちづくりです。

（2014年7月9日　JR西労組　第26回定期中央本部大会　記念ディスカッション　京都市門川市長の発言より抜粋）

Ⅲ
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
法
整
備
の
状
況
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Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
私
た
ち
の
政
策
を
実
現
し
て
く
れ
る
私
た
ち
の
代
表
者
・
代
弁
者
を
地
方
議
会
や
国
会
に
送
り
込
む
た
め
に
大
き
な
運
動
の
柱
と
し
て
政
治

活
動
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
し
か
し
、
労
働
組
合
の
政
治
活
動
と
い
う
と
「
選
挙
活
動
」
が
大
き
く
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
が
ち
で
、
選
挙
動
員
へ
の
参
加
な

ど
の
印
象
が
強
い
か
も
知
れ
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
政
治
活
動
の
本
来
の
目
的
は
、
選
挙
活
動
に
よ
っ
て
当
選
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
た
地
方
議
員
や
国
会
議
員
と
連
携
し
、
地
方
議
会
や
国
会
に
お
い
て

私
た
ち
の
た
め
の
政
策
実
現
を
実
行
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に
あ
り
ま
す
。
軽
油
引
取
税
や
Ｊ
Ｒ
三
島
会
社
の
固
定
資
産
税
の
減
免
措
置
な
ど
の
税
制
改
正
、
鉄
道

に
関
す
る
国
家
予
算
策
定
に
お
い
て
は
議
員
の
方
々
の
協
力
は
必
要
不
可
欠
で
す
。

　

Ｊ
Ｒ
は
政
治
と
深
い
関
わ
り
を
持
つ
産
業
で
あ
り
、
先
に
述
べ
た
鉄
道
・
公
共
交
通
を
活
か
し
た
地
域
活
性
化
を
は
じ
め
、
Ｊ
Ｒ
西
労
組
グ
ル
ー
プ
の
発
展
と

私
た
ち
の
雇
用
や
地
位
向
上
の
た
め
に
は
政
治
に
関
心
を
持
ち
参
画
し
て
い
く
こ
と
が
非
常
に
重
要
だ
と
言
え
ま
す
。

Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て

税制特例と予算要求の流れ

税制改正への関わり

JRが適用を受ける主な税制特例支援メニュー
・軽油引取税免税措置（JR7社、3年ごと見直し）
・JR三島特例・承継特例措置（固定資産税減免措置、5年ごと見直し）

○単組と連携し、JR各社との政策意見交換会の実施。税制要望事項の確認
○JR連合執行委員会、JR連合国会議員懇談会での意思統一
○国交省鉄道局との勉強会・折衝

・国会議員とともに要請行動
・著名活動
・地方議会における意見書採択

8月頃　国交省鉄道局等→税制要望事項の発表

9月～10月　与野党の税制・税務調査会等での審議

12月上旬　政府税制大網発表

1月～3月　通常国会での関係法案審議

〈毎年の税制改正に向けたスケジュール〉

国家予算に対する関わり

鉄道関連の主な予算要求メニュー
・整備新幹線の促進（H27年度　約720億円）
・鉄道施設の耐震化（H27年度　約30億円）
・バリアフリーの促進（H27年度　約91億円）
・鉄道施設の老朽化対策（H27年度　約2億円）  など

○単組と連携し、JR各社との政策意見交換会の実施
○JR連合執行委員会、JR連合国会議員懇談会での意思統一

・国会議員とともに要請行動
・著名活動
・地方議会における意見書採択

4月頃　国交省鉄道局等との勉強会・折衝
　　　　　 ※課題により他省・部局とも折衝

8月頃　国交省鉄道局「次年度予算概算要求策定」

　　　 以降、国交省と財務省との折衝

12月　次年度予算案策定

1月～3月　通常国会での予算案と関係法案審議

3月末　予算成立

〈毎年の予算要求に向けたスケジュール〉
国交省鉄道局との勉強会・折衝
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古城 克實
金沢地本／射水市議会
（任期）2017年11月

大西 洋平
岡山地本／浅口市議会
（任期）2018年4月

伊藤 武
広島地本／

元・山陽小野田市議会

藤本 悟
金沢地本／美浜町議会
（任期）2018年3月

楠木 忠司
岡山地本／岡山市議会
（任期）2015年4月

山下 隆夫
広島地本／下関市議会
（任期）2015年1月

大伴 雅章
京都地本／長岡京市議会
（任期）2017年10月

松原 繁之
岡山地本／里庄町議会
（任期）2015年4月

酒本 哲也
広島地本／下関市議会

新人

安江 千賀夫
福岡地本／豊前市議会
（任期）2016年3月

矢野 進次
京都地本／湖南市議会
（任期）2017年10月

小西 義巳
岡山地本／総社市議会
（任期）2017年9月

羽良 和弘
福岡地本／那珂川町議会

（任期）2017年3月

田尻 匠
大阪地本／元・奈良県議会

福間 裕隆
米子地本／鳥取県議会
（任期）2015年4月

大橋 一夫
福知山地本／京都府議会

（任期）2015年4月

中田 利幸
米子地本／米子市議会
（任期）2018年6月

※ 

２
０
１
４
年
10
月
現
在
、
Ｊ
Ｒ

西
労
組
地
方
議
員
団
会
議
所
属

の
17
名
の
議
員

Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て

　

地
域
に
根
ざ
し
た
鉄
道
・
バ
ス
事
業
に
従
事
す
る
私

た
ち
に
と
っ
て
、
地
方
政
治
は
非
常
に
大
切
な
役
割
を

担
っ
て
お
り
、
「
交
通
政
策
基
本
法
」
の
成
立
を
受
け

て
、
公
共
交
通
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
や
地
域
活
性

化
の
取
り
組
み
の
重
要
性
が
高
ま
る
中
、
自
治
体
や
住

民
の
積
極
的
な
参
加
や
協
力
が
求
め
ら
れ
て
い
き
て
い

ま
す
。
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
企
画
提
案
運
動
を
実
践
す
る
た

め
、
様
々
な
施
策
に
つ
い
て
地
域
活
性
化
に
最
大
限
の

効
果
を
発
揮
さ
せ
る
た
め
に
は
、
地
方
議
員
と
の
連
携

は
欠
か
す
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

　

現
在
、
17
名
の
地
方
議
員
に
よ
り
Ｊ
Ｒ
西
労
組
は

「
地
方
議
員
団
会
議
」
を
結
成
し
、
我
々
へ
の
支
援
は

も
と
よ
り
、
Ｊ
Ｒ
西
日
本
が
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
密
着

し
た
事
業
活
動
を
展
開
で
き
る
よ
う
に
働
き
か
け
を

行
っ
て
い
た
だ
い
て
お
り
ま
す
。
毎
年
、「
地
方
議
員

団
会
議
」
の
総
会
を
開
催
し
、
今
年
は
、
特
に
、
地
方

議
員
の
み
な
さ
ん
に
対
し
て
各
地
方
本
部
の
自
治
体
訪

問
活
動
を
支
援
す
る
よ
う
に
要
請
し
て
い
ま
す
。

〈
Ｊ
Ｒ
西
労
組
地
方
議
員
団
会
議
〉

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
地
方
議
員
団
会
議
は
福
間
裕
隆
会
長
の

も
と
17
名
の
会
員
が
結
集
し
て
お
り
、
Ｊ
Ｒ
西
日
本
グ

ル
ー
プ
と
働
く
仲
間
の
立
場
を
代
弁
し
な
が
ら
、
地
域

に
密
着
し
た
政
治
活
動
を
展
開
し
て
い
ま
す
。

1
地
方
議
員
と
の
関
わ
り

◉
各
地
方
エ
リ
ア
で
の
取
り
組
み

　

Ⅱ
項
で
紹
介
し
た
よ
う
に
、

可
部
線
乗
っ
て
残
そ
う
運
動
、

の
ぞ
み
号
の
新
神
戸
駅
停
車
、

山
陰
本
線
高
速
化
、
奥
出
雲
お

ろ
ち
号
運
行
、
舞
鶴
赤
レ
ン
ガ

倉
庫
の
活
用
、
吉
備
線
Ｌ
Ｒ
Ｔ

化
な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
の
必
要
性

を
地
方
議
員
の
皆
さ
ん
と
連
携

し
、
住
民
の
理
解
と
沿
線
自
治

体
へ
積
極
協
力
を
求
め
る
運
動

を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。ま
た
、

こ
れ
ら
の
実
現
に
必
要
な
費
用

の
捻
出
な
ど
に
お
い
て
も
地
方

議
員
に
よ
る
沿
線
自
治
体
へ
の

働
き
か
け
は
欠
か
す
こ
と
は
出

来
ま
せ
ん
。
Ｊ
Ｒ
西
労
組
へ
の

支
援
は
も
と
よ
り
、Ｊ
Ｒ
西
日
本

が
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
密
着
し
、

そ
の
地
域
の
期
待
に
応
え
る
鉄

道
産
業
と
し
て
、
健
全
な
発
展

を
遂
げ
る
た
め
、
よ
り
深
く
地

域
に
密
着
し
た
政
治
活
動
を
展

開
し
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
地
方
議
員
な
ど

へ
の
働
き
か
け
を
通
じ
て

実
現
し
て
き
た
主
な
政

策
・
取
り
組
み

議員団会議事務局長

議員団会議議長
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将
来
に
わ
た
る
Ｊ
Ｒ
の
健
全
な
発
展
と
、
働
く
者
の

雇
用
や
地
位
向
上
の
た
め
に
、
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
や
働
く

者
の
意
見
を
代
弁
す
る
政
治
勢
力
の
拡
大
に
取
り
組
ん

で
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
民
主
党
政
権
の
取
り
組
み

に
よ
り
、
労
働
法
制
の
見
直
し
、
交
通
政
策
基
本
法
の

成
立
、
高
速
ツ
ア
ー
バ
ス
問
題
等
の
抜
本
解
決
な
ど
、

私
た
ち
に
関
わ
る
重
要
課
題
が
前
進
し
た
一
方
で
、
自

公
政
権
に
よ
り
労
働
者
保
護
ル
ー
ル
が
再
び
破
壊
さ

れ
て
い
る
こ
と
も
認
識
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

私
た
ち
は
働
く
者
の
代
表
と
し
て
、
連
合
が
目
指
す

「
働
く
こ
と
を
軸
と
す
る
安
心
社
会
」
の
実
現
や
、
Ｊ

Ｒ
グ
ル
ー
プ
の
健
全
な
発
展
を
築
く
た
め
に
、
積
極
的

に
政
治
や
選
挙
に
関
与
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
不
可
欠

で
す
。

◉
災
害
に
お
け
る
地
方
自
治
体
と
の
連
携

　

地
震
、
津
波
、
集
中
豪
雨
な
ど
の
自
然
災
害
に
よ
っ

て
鉄
道
が
被
災
す
る
ケ
ー
ス
が
多
発
し
て
お
り
、
鉄
道

の
防
災
が
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
と
く
に
、

東
日
本
大
震
災
を
契
機
に
、
地
震
、
津
波
対
策
の
一
層

の
強
化
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
落
石
防

止
、
河
川
改
修
、
津
波
に
対
す
る
避
難
路
や
避
難
所

の
確
保
な
ど
の
ハ
ー
ド
対
策
、
ま
た
、
津
波
警
報
時
の

旅
客
の
避
難
誘
導
な
ど
の
ソ
フ
ト
対
策
に
つ
い
て
は
、

Ｊ
Ｒ
と
地
域
と
の
連
携
、
協
力
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
こ

れ
ら
の
対
策
の
推
進
に
伴
う
協
議
を
行
う
と
と
も
に
、

治
山
・
治
水
対
策
、
津
波
対
策
に
つ
い
て
、
Ｊ
Ｒ
の
み

な
ら
ず
、
地
域
と
一
体
と
な
っ
た
対
策
が
欠
か
せ
な
い

こ
と
か
ら
、
地
方
自
治
体
な
ど
行
政
に
理
解
と
協
力
を

呼
び
掛
け
る
運
動
も
展
開
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。

2
国
会
議
員
と
の
関
わ
り�

〈これまでの主な自然災害による鉄道被災〉
　豪雨災害など自然災害による鉄道路線の復旧には数年の歳月と多くの費用を要しますが、これ
らを鉄道事業者が担うこととなります。鉄道路線の復旧や地方の治山・治水行政と一体化した鉄
道防災対策においても公的助成を受ける仕組みの構築が必要だと考えます。

■平成7年阪神淡路大震災による鉄道被災
　多くの駅舎倒壊や線路に大きな被害が発生した。また、
山陽新幹線においても8箇所の橋脚が倒壊した。在来線
は地震発生から74日後、新幹線は81日後に運転再開
した。

■平成16年福井豪雨による鉄道被災
　九頭竜川水系足羽川に架かる7つのうち5つの橋梁が
流失し、越前花堂駅 - 越前大野駅間が不通となった。路
線存続が危ぶまれたが、全線の復旧に約3年ぶりに全線
復旧した。

■平成23年台風12号による鉄道被災
　台風12号による那賀川の増水で、紀勢本線の那賀川
橋梁が流失するなどの被害を受けたが、平成23年12月に
全線復旧した。

■平成25年山口県島根県豪雨災害による鉄道被災
　山口線の阿武川橋梁の3箇所で橋脚が流失するなどの
被害を受け、山陰本線でも橋脚損傷などが発生した。また、
三江線にも被害が生じた。平成26年夏に3線とも全線復
旧した。

※ 現在の鉄軌道整備法においては国からの補助対象は限定的な取扱いとなっており、同法の適
用対象を拡大することが求められています。

Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て

米子地本の地域活性化検討委員会に出席する福間議員と
中田議員

JR西労組 地方議員団会議の総会の様子
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※
２
０
１
４
年
４
月
現
在
、
所
属
は
い
ず
れ
も
民
主
党

会長
髙木 義明

衆／当選8回／長崎1区
JR九州労組

副会長
榛葉 賀津也

参／当選2回／静岡県
JR東海ユニオン

副会長
尾立 源幸

参／当選2回／大阪府
JR西労組

事務局長
小川 淳也

衆／当選3回／香川1区
JR四国労組

幹事
長浜 博行

参／当選1回（衆4）／千葉県
JR東日本ユニオン

幹事
泉 健太

衆／当選4回／京都3区
JR西労組

幹事
岸本 周平

衆／当選2回／和歌山1区
JR西労組

幹事
広田 一

参／当選2回／高知県
JR四国労組

　

１
９
９
４
年
に
設
立
さ
れ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇

談
会
は
、
現
在
で
は
髙
木
義
明
会
長
、
榛
葉
賀
津
也
副

会
長
、
尾
立
源
幸
副
会
長
、
小
川
淳
也
事
務
局
長
を
三

役
と
す
る
体
制
の
も
と
、
８
名
の
国
会
議
員
が
所
属
し

て
い
ま
す
。
Ｊ
Ｒ
連
合
が
抱
え
る
政
策
的
課
題
、
組
織

的
課
題
の
実
現
に
向
け
て
連
携
を
強
化
し
て
取
り
組
む

こ
と
と
し
ま
す
。

Ｊ
Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会

　

２
０
０
６
年
２
月
に
設
立
さ
れ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
「
21

世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
は
、
髙

木
義
明
会
長
以
下
、
衆
議
院
議
員
お
よ
び
参
議
院

議
員
の
総
勢
54
名
の
国
会
議
員
が
所
属
し
、
私

た
ち
の
政
策
課
題
の
解
決
・
前
進
に
向
け
て
取

り
組
ん
で
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム

川端 達夫
衆／当選9回／滋賀1区

津村 啓介
衆／当選4回／岡山2区

前原 誠司
衆／当選7回／京都2区

柚木 道義
衆／当選3回／岡山4区

山井 和則
衆／当選5回／京都6区

林 久美子
参／当選2回／滋賀県

馬淵 澄夫
衆／当選4回／奈良1区

福山 哲郎
参／当選3回／京都府

辻元 清美
衆／当選5回／大阪10区

前川 清成
参／当選2回／奈良県

松本 剛明
衆／当選5回／兵庫11区

水岡 俊一
参／当選2回／兵庫県

江田 五月
参／当選4回／岡山県

柳田 稔
参／当選3回／広島県

森本 真治
参／当選1回／広島県

浜野 喜史
参／当選1回／比例区

津田 弥太郎
参／当選2回／比例区

柳沢 光美
参／当選2回／比例区

難波 奨二
参／当選1回／比例区

※ 

２
０
１
４
年
４
月
現
在
、

　

 

所
属
は
い
ず
れ
も
民
主
党
、

Ｊ
Ｒ
西
労
組
関
係
議
員
19
名

Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て

JR西労組関係議員3名



25

◉�

Ｊ
Ｒ
三
島
会
社
及
び
Ｊ
Ｒ
貨
物
に
対
す
る
租
税
特
例

措
置

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
Ｊ
Ｒ
三
島
会
社
及
び
Ｊ
Ｒ
貨
物
の
経
営

安
定
に
向
け
た
取
り
組
み
を
積
極
的
に
展
開
し
て
い
ま

す
。
特
に
、
租
税
特
例
措
置
を
中
心
と
す
る
経
営
支
援

策
に
つ
い
て
は
期
限
切
れ
を
迎
え
る
に
あ
た
っ
て
、
永

続
的
な
措
置
と
す
べ
く
、
様
々
な
取
り
組
み
を
展
開
し

て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
国
会
議
員
な
ど
へ
の
働
き
か
け
を
通
じ

て
実
現
し
て
き
た
政
策
・
取
り
組
み

　

２
０
１
１
年
に
「
三
島
特
例
」
「
承
継
特
例
」
の
継

続
適
用
、
な
ら
び
に
Ｊ
Ｒ
各
社
が
現
在
適
用
を
受
け
て

い
る
「
軽
油
引
取
税
減
税
」
措
置
の
継
続
適
用
さ
れ
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
（
Ｊ
Ｒ
西
日
本
は
気
動
車
の
燃

料
な
ど
に
軽
油
を
使
用
し
て
お
り
、
年
間
７
億
円
程
度

の
減
税
措
置
を
受
け
て
い
ま
す
）

※ 

「
三
島
特
例
」
…
Ｊ
Ｒ
三
島
会
社
に
対
し
て
は
、
各

エ
リ
ア
の
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
維
持
す
る
と
い
う

目
的
の
も
と
、
三
島
会
社
が
所
有
す
る
一
定
の
固
定

資
産
に
か
か
る
課
税
標
準
を
１
／
２
に
減
免
す
る
租

税
特
例
措
置

※ 

「
承
継
特
例
」
…
国
鉄
か
ら
Ｊ
Ｒ
へ
の
移
行
に
際
し

て
の
激
変
緩
和
措
置　

Ｊ
Ｒ
各
社
が
国
鉄
か
ら
承
継

し
た
固
定
資
産
に
か
か
る
課
税
標
準
を
２
／
５
（
当

初
は
１
／
２
）
に
減
免
す
る
租
税
特
例
措
置

※ 
「
外
形
標
準
課
税
特
例
」
…
Ｊ
Ｒ
三
島
会
社
に
対
し

て
措
置
さ
れ
た
経
営
安
定
基
金
分
に
つ
い
て
は
事
業

税
の
資
本
割
の
課
税
標
準
か
ら
控
除
す
る
租
税
特
例

措
置

◉ 

鉄
道
・
運
輸
機
構
の
特
例
業
務
勘
定
に
け
る
利
益
剰

余
金
の
取
り
扱
い
見
直
し

　

２
０
１
１
年
の
い
わ
ゆ
る
事
業
仕
分
け
に
お
い
て
も

鉄
道
・
運
輸
機
構
の
特
例
業
務
勘
定
に
け
る
利
益
剰
余

金
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
、
Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
新
幹
線
、

Ｊ
Ｒ
株
式
、
国
鉄
用
地
な
ど
の
売
却
収
入
を
由
来
と
す

る
当
該
利
益
剰
余
金
に
つ
い
て
は
、
自
立
経
営
確
保
の

展
望
が
見
え
な
い
Ｊ
Ｒ
三
島
会
社
お
よ
び
Ｊ
Ｒ
貨
物
の

自
立
経
営
を
確
保
し
、
国
鉄
改
革
を
真
に
完
遂
す
る
た

め
に
有
効
活
用
す
べ
き
と
訴
え
、
政
府
・
民
主
党
へ
働

き
か
け
、
さ
ら
に
は
地
方
議
会
で
の
意
見
書
採
択
に
取

り
組
み
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
１
・
２
兆
円
を
国
庫
に

返
納
し
、
Ｊ
Ｒ
三
島
会
社
お
よ
び
Ｊ
Ｒ
貨
物
会
社
に
対

し
て
最
長
20
年
間
、
無
利
子
貸
付
を
含
め
た
６
、

０
０
０
億
円
の
支
援
措
置
が
実
現
し
ま
し
た
。

◉
国
鉄
清
算
事
業
団
長
期
債
務
Ｊ
Ｒ
追
加
負
担
問
題

　

鉄
道
共
済
年
金
の
厚
生
年
金
へ
の
統
合
に
対
し
て

は
、
鉄
道
共
済
年
金
の
積
み
立
て
不
足
部
分
の
約
９
、

４
０
０
億
円
に
つ
い
て
、
国
鉄
勤
務
時
代
に
対
応
す
る

部
分
の
７
、
７
０
０
億
円
に
つ
い
て
は
国
鉄
清
算
事
業

団
が
、
Ｊ
Ｒ
勤
務
時
代
に
対
応
す
る
部
分
の
１
、

７
０
０
億
円
は
、
Ｊ
Ｒ
会
社
が
そ
れ
ぞ
れ
負
担
す
る
合

理
的
な
区
分
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
し
か

し
、
１
９
９
８
年
、
政
府
は
、
国
鉄
清
算
事
業
団
が
負

担
す
る
７
、
７
０
０
億
円
の
う
ち
、
Ｊ
Ｒ
に
採
用
さ
れ

た
者
の
国
鉄
勤

務
時
代
に
か
か

る
部
分
の
約

３
、
６
０
０
億

円
を
Ｊ
Ｒ
会
社

に
追
加
負
担
さ

せ
、
総
額
５
、

３
０
０
億
円
に

し
よ
う
と
し
ま

し
た
。
Ｊ
Ｒ
連

合
は
こ
れ
に
は

強
く
反
対
し
、

世
論
を
動
か

し
、
追
加
負
担

デモ行進風景

Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て
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額
は
当
初
計
画
か
ら
半
減
の
１
、
８
０
０
億
円
と
な
り

ま
し
た
。
（
Ｊ
Ｒ
西
日
本
は
４
４
５
億
円
の
追
加
負
担

と
な
り
ま
し
た
）

◉
直
流
電
車
電
動
機
に
使
用
す
る
カ
ー
ボ
ン
ブ
ラ
シ

　

福
島
県
浪
江
町
に
は
Ｊ
Ｒ
や
民
鉄
の
直
流
電
車
の
電

動
機
に
使
用
す
る
カ
ー
ボ
ン
ブ
ラ
シ
の
製
造
メ
ー
カ
工

場
が
あ
り
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
東
京
電
力
福
島
第

二
原
発
事
故
に
伴
う
立
入
禁
止
区
域
指
定
に
よ
っ
て
、

カ
ー
ボ
ン
ブ
ラ
シ
が
枯
渇
す
る
事
態
が
想
定
さ
れ
た
た

め
、
民
主
党
議
員
に
働
き
か
け
を
行
い
、
自
衛
隊
の
協

力
に
よ
り
カ
ー
ボ
ン
ブ
ラ
シ
の
確
保
を
行
っ
て
き
ま
し

た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
Ｊ

Ｒ
や
民
鉄
の
直
流
電
車
の

運
行
に
対
す
る
影
響
を
最

小
限
に
抑
え
る
こ
と
が
で

き
ま
し
た
。
（
Ｊ
Ｒ
西
日

本
エ
リ
ア
で
は
日
中
時
間

帯
の
間
引
き
運
転
は
１
週

間
程
度
の
み
）

直流電車の主電動機 カーボンブラシ

⬅

「
Ｊ
Ｒ
を
救
え
！
」
避
難
区
域
に
突
入
し
た
極
秘
“
特
攻
チ
ー
ム
”

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
二
年
を
迎
え
た
今
で
も
、
未
だ
に
語
ら
れ
て
い
な
い

「
秘
話
」
が
あ
る
。　

原
発
事
故
の
対
処
に
急
派
中
の
自
衛
隊
・
中
央
特
殊

武
器
防
護
隊
（
中
特
防
）
に
、
そ
の
特
命
が
与
え
ら
れ
た
の
は
、
震
災
発
生

か
ら
約
一
カ
月
後
、
四
月
上
旬
の
こ
と
で
あ
る
。
国
土
交
通
省
か
ら
の
極
秘

の
要
請
だ
っ
た
。

「
原
発
事
故
で
避
難
指
示
区
域
内
の
工
場
か
ら
、
あ
る
部
品
を
一
刻
も
早
く

入
手
し
て
頂
き
た
い
！
」 

　

あ
る
部
品
と
は
「
電
刷
子
」。
簡
単
に
言
え
ば
、電
車
を
動
か
す
モ
ー
タ
ー

部
分
の
極
め
て
重
要
な
「
金
具
」
だ
っ
た
。

　

国
交
省
幹
部
が
深
刻
な
口
調
で
続
け
た
。

　
「
そ
の
『
金
具
』
が
な
け
れ
ば
、
Ｊ
Ｒ
西
日
本
の
全
エ
リ
ア
を
走
る
、
新

幹
線
を
含
む
、
２
３
０
０
両
も
の
電
車
が
動
か
な
く
な
る
│
│
」

　
「
金
具
」
を
Ｊ
Ｒ
西
日
本
に
卸
し
て
い
る
日
立
化
成
の
広
報
担
当
者
に
よ

れ
ば
、
そ
の
「
金
具
」
は
、
電
車
の
稼
働
と
と
も
に
摩
耗
す
る
た
め
、
定
期

的
に
取
り
替
え
る
必
要
が
あ
っ
た
。

  

し
か
し
、「
金
具
」
の
工
場
が
立
入
禁
止
区
域
に
指
定
さ
れ
て
し
ま
い
、
供

給
が
途
絶
え
て
い
た
の
だ
。

　

影
響
は
深
刻
だ
っ
た
。
す
で
に
Ｊ
Ｒ
西
日
本
で
は
、
在
庫
の
「
金
具
」
だ

け
し
か
使
え
な
い
た
め
、
間
引
き
運
転
せ
ざ
る
を
得
な
い
非
常
事
態
に
追
い

込
ま
れ
て
い
た
。
し
か
も
、
そ
の
ま
ま
供
給
が
な
け
れ
ば
、
２
３
０
０
車
両

が
完
全
ス
ト
ッ
プ
し
て
し
ま
う
と
い
う
最
悪
の
事
態
は
現
実
的
な
問
題
だ
っ

た
の
で
あ
る
。

　
「
金
具
」
が
保
管
さ
れ
て
い
た
の
は
日
立
化
成
の
関
連
会
社
の
工
場
。
福

島
第
一
原
子
力
発
電
所
か
ら
約
十
五
キ
ロ
北
西
の
全
住
民
が
避
難
し
た
浪
江

町
に
あ
っ
た
。
高
レ
ベ
ル
の
放
射
線
が
検
知
さ
れ
、
全
住
民
は
避
難
。
立
入

も
禁
止
さ
れ
て
い
た
区
域
で
あ
る
。

　

国
交
省
も
震
撼
し
て
い
た
。
一
日
だ
け
で
も
五
百
万
人
と
い
う
膨
大
な
人

の
流
れ
と
大
規
模
な
物
流
に
影
響
す
る
事
態
は
、
日
本
経
済
そ
の
も
の
へ
の

深
刻
な
ダ
メ
ー
ジ
も
危
惧
さ
れ
た
か
ら
だ
。

　

中
特
防
に
躊
躇
す
る
余
裕
は
な
か
っ
た
。
陸
上
自
衛
隊
監
部
関
係
者
に
よ

れ
ば
、中
特
防
と
日
立
化
成
の
関
連
会
社
の
社
員
は
極
秘
の
“
特
攻
チ
ー
ム
”

を
編
成
。
中
特
防
は
、
工
場
に
向
か
う
ま
で
の
間
、
放
射
線
レ
ベ
ル
の
計
測

を
継
続
し
、
緊
急
救
助
に
備
え
た
。
そ
し
て
「
金
具
」
の
確
保
に
成
功
し
た

社
員
の
除
染
も
敢
行
し
た
の
だ
っ
た
。

　

社
員
た
ち
と
日
立
化
成
の
勇
気
は
、
人
知
れ
ず
、
西
日
本
の
み
な
ら
ず
、

日
本
そ
の
も
の
を
救
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。

週
刊
文
春
よ
り

◉
高
速
道
路
料
金
割
引
施
策
へ
の
対
応

　

Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
と
と
も
に
、
税
金
を
投

入
し
た
高
速
道
路
料
金
割
引
は
、
受
益
者
負
担
を
原
則

と
す
る
高
速
道
路
の
料
金
施
策
を
根
本
か
ら
覆
す
制
度

で
あ
る
上
、
Ｊ
Ｒ
を
は
じ
め
と
し
た
公
共
交
通
機
関
と

の
公
正
な
競
争
バ
ラ
ン
ス
を
著
し
く
崩
す
政
策
で
あ
る

こ
と
か
ら
反
対
し
て
き
ま
し
た
。
過
度
な
料
金
設
定
は

Ｊ
Ｒ
や
フ
ェ
リ
ー
等
の
公
共
交
通
機
関
と
の
公
正
な
競

争
が
著
し
く
歪
め
ら
れ
る
こ
と
と
な
り
、
結
果
と
し
て

運
賃
値
上
げ
の
み
な
ら
ず
市
場
か
ら
の
退
出
も
懸
念
さ

国土交通大臣への要請行動

Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て
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れ
、
公
共
交
通
機
関

の
利
用
者
、
と
り
わ

け
通
学
利
用
者
や
高

齢
者
等
の
交
通
弱
者

か
ら
移
動
手
段
を
奪

う
こ
と
も
懸
念
さ
れ

る
か
ら
で
す
。
利
便

増
進
事
業
と
し
て
措

置
さ
れ
て
き
た
高
速

道
路
料
金
割
引
原
資

が
２
０
１
３
年
度
末

に
枯
渇
す
る
中
、
国

土
交
通
省
で
料
金
体
系
の
あ
り
方
に
つ
い
て
制
度
設
計

が
進
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
高
速
道
路

料
金
が
鉄
道
を
含
め
た
公
共
交
通
に
大
き
な
影
響
を
及

ぼ
す
こ
と
か
ら
、
料
金
施
策
の
実
施
に
あ
た
っ
て
は
統

合
的
（
総
合
的
）
な
視
点
か
ら
持
続
可
能
な
交
通
体
系

の
構
築
に
立
脚
し
た
制
度
と
す
る
よ
う
に
国
土
交
通
大

臣
を
は
じ
め
、
国
土
交
通
省
の
道
路
局
・
鉄
道
局
、
民

主
党
政
調
会
長
に
対
し
て
要
請
行
動
を
行
っ
て
き
ま
し

た
。
こ
の
結
果
、
２
０
１
４
年
４
月
か
ら
高
速
道
路
料

金
は
従
前
よ
り
値
上
げ
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

 

◉
新
高
速
乗
合
バ
ス
制
度
へ
の
移
行

　

関
越
自
動
車
道
に
お
け
る
ツ
ア
ー
バ
ス
事
故
以
降
、

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
バ
ス
事
業
の
秩
序
づ
く
り
と
安
全
の
確

立
、
適
正
な
労
働
条
件
の
確
保
に
向
け
て
、
バ
ス
運
転

者
の
過
労
防
止
を
図

る
た
め
の
運
転
者
の

配
置
基
準
の
見
直

し
、
安
全
を
担
保
で

き
る
料
金
設
定
、
バ

ス
運
転
者
の
確
保
な

ど
国
土
交
通
省
に

よ
っ
て
バ
ス
事
業
の

あ
り
方
に
つ
い
て
各

種
検
討
会
が
開
催
さ

れ
、
２
０
１
３
年
８

月
か
ら
「
新
高
速
乗

合
バ
ス
事
業
制
度
」

へ
移
行
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

◉
Ｊ
Ｒ
連
合
「
交
通
重
点
政
策
」
の
実
現�

　

産
業
政
策
活
動
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
が
比
較
的
短
期
間

で
実
現
を
求
め
る
政
策
提
言
に
つ
い
て
、
毎
年
「
交
通

重
点
政
策
」
を
策
定
し
て
い
ま
す
。
引
き
続
き
、
安

全
・
安
定
輸
送
を
積
み
上
げ
、
皆
様
に
信
頼
さ
れ
、
国

民
の
生
活
や
地
域
を
支
え
る
Ｊ
Ｒ
を
着
実
に
発
展
さ
せ

て
い
く
た
め
に
、
Ｊ
Ｒ
の
置
か
れ
た
現
状
と
課
題
、
私

た
ち
の
要
求
・
提
言
を
ま
と
め
た
内
容
と
な
っ
て
い
ま

す
。
こ
の
「
交
通
重
点
政
策
」
を
す
べ
て
の
衆
議
院
議

員
と
参
議
院
議
員
に
配
付
し
て
理
解
と
協
力
を
要
請
し

て
い
ま
す
。

意見交換会風景

国土交通省道路局への要請行動

高速乗合バスに関する検討会

◉�

「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
の

各
政
策
秘
書
と
の
意
見
交
換
会

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
抱
え
る
政
策
実
現
に
向

け
て
「
21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議
員
フ
ォ
ー
ラ
ム
」

の
各
政
策
秘
書
と
の
意
見
交
換
会
を
開
催
し
て
い
ま

す
。
Ｊ
Ｒ
連
合
執
行
部
、
単
組
役
員
ら
当
面
す
る
政

策
・
組
織
課
題
に
つ
い
て
活
発
な
議
論
を
行
い
、
「
交

通
重
点
政
策
」
の
実
現
お
よ
び
次
年
度
予
算
概
算
要
求

や
税
制
改
正
要
望
に
向
け
た
よ
り
一
層
の
理
解
と
協
力

を
要
請
し
て
い
ま
す
。

Ⅳ
政
策
実
現
と
政
治
と
の
関
わ
り
に
つ
い
て

交通重点政策表紙
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私
た
ち
Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
か
ね
て
か
ら
地
域
と
の
共
生
を
唱
道
し
て
積
極
的
に
取
り
組
み
を
進
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
す
。
そ
の
よ
う
な
中
、
「
交
通
政
策
基
本

法
」
の
成
立
と
関
連
法
の
改
正
な
ど
に
よ
り
、
今
、
地
域
公
共
交
通
の
役
割
や
地
方
の
ま
ち
づ
く
り
な
ど
の
重
要
性
に
つ
い
て
の
認
識
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
鉄

道
事
業
者
で
あ
る
Ｊ
Ｒ
西
日
本
の
責
任
組
合
の
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
組
合
員
と
し
て
、
１
人
ひ
と
り
が
こ
れ
ら
の
知
識
や
そ
の
重
要
性
を
認
識
す
る
と
と
も
に
、
政
策

実
現
の
た
め
に
政
治
活
動
に
も
積
極
的
に
参
画
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、「
Ｊ
Ｒ
西
日
本
グ
ル
ー
プ
中
期
経
営
計
画
２
０
１
７
」
に
も
と
づ
く
経
営

の
動
向
へ
の
チ
ェ
ッ
ク
・
提
言
機
能
を
発
揮
さ
せ
な
が
ら
、
地
域
活
性
化
運
動
の
実
践
を
提
起
し
、
自
治
体
と
の
懇
談
な
ど
を
通
じ
、
各
地
の
事
情
に
応
じ
て
、

労
働
組
合
の
立
場
か
ら
問
題
発
信
し
、
地
域
共
生
の
取
り
組
み
を
促
進
す
る
活
動
を
展
開
し
て
い
く
必
要
も
あ
り
ま
す
。

　

組
合
員
の
皆
さ
ん
に
は
こ
う
し
た
課
題
認
識
の
も
と
に
以
下
の
取
り
組
み
に
是
非
参
画
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

Ⅴ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
組
合
員
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
こ
と

　

先
ず
は
、
公
共
交
通
事
業
の
ひ
と
つ
で
あ
る
鉄
道
事

業
を
担
う
Ｊ
Ｒ
西
日
本
の
責
任
組
合
の
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の

組
合
員
と
し
て
、
１
人
ひ
と
り
が
「
交
通
政
策
基
本

法
」、「
交
通
政
策
基
本
計
画
」、「
地
域
公
共
交
通
の
活

性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
」
な
ど
公
共
交
通
に
関

す
る
社
会
情
勢
な
ど
に
つ
い
て
関
心
を
持
つ
よ
う
に
し

て
い
き
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、
職
場
が
あ
る
地
元
に
お
け

る
地
域
共
生
の
取
り
組
み
を
労
働
組
合
の
立
場
か
ら
課

題
提
起
し
て
い
く
た
め
に
も
、
こ
れ
ら
の
公
共
交
通
に

関
す
る
法
律
な
ど
に
関
す
る
知
識
を
少
な
か
ら
ず
身
に

付
け
る
よ
う
に
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
が
抱
え
る
課
題
や
将
来
の
ま
ち
づ

く
り
の
た
め
の
ヒ
ン
ト
と
な
る
よ
う
な
こ
と
を
見
出
す

た
め
に
も
、
組
織
と
し
て
地
域
共
生
に
取
り
組
む
以
前

に
、
先
ず
は
居
住
す
る
地
域
の
一
員
と
し
て
、
例
え

ば
、
市
町
村
の
自
治
会
活
動
や
消
防
団
活
動
を
は
じ
め

学
校
の
Ｐ
Ｔ
Ａ
活
動
な
ど
、
地
元
の
地
域
共
生
の
活
動

に
積
極
的
に
参
画
す
る
な
ど
し
て
、
地
域
の
方
々
と
の

つ
な
が
り
を
持
つ
こ
と
も
大
切
な
取
り
組
み
だ
と
言
え

ま
す
。

　
私
た
ち
は
、
家
族
、
地
域
、
学
校
、
職
場
な
ど
様
々

な
場
に
属
し
て
い
ま
す
。
「
選
挙
」
は
、
私
た
ち
国
民

が
政
治
に
参
加
し
、
主
権
者
と
し
て
そ
の
意
思
を
政
治

に
反
映
さ
せ
る
こ
と
の
で
き
る
最
も
重
要
で
、
最
も
基

本
的
な
機
会
で
す
。
地
域
に
根
ざ
し
た
地
域
活
性
化
を

実
現
す
る
た
め
に
、
私
た
ち
の
意
見
を
反
映
さ
せ
て
く

れ
る
代
表
者
を
私
た
ち
１
人
ひ
と
り
が
「
選
挙
」
を
通

し
て
選
び
、
私
た
ち
働
く
人
の
声
を
政
治
に
反
映
さ
せ

て
い
き
ま
し
ょ
う
。
そ
の
た
め
に
、
国
や
地
方
の
政
治

に
対
し
て
関
心
を
持
ち
、
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
主
催
す
る
勉

強
会
な
ど
を
開
い
た
り
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
議
員
の

ニ
ュ
ー
ス
な
ど
を
通
じ
て
私
た
ち
の
支
援
す
る
政
治
家

の
政
策
や
活
動
を
把
握
す
る
こ
と
な
ど
も
大
切
で
す
。

　
Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
地
域
活

性
化
を
は
じ
め
と
す
る
私
た

ち
の
運
動
に
協
力
い
た
だ
け

る
議
員
を
支
援
す
る
た
め

に
、「
Ｊ
Ｒ
み
か
づ
き
会
」
に

代
わ
る
新
た
な
政
治
団
体
の

設
立
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　
組
合
員
の
皆
さ
ん
、
ぜ
ひ

積
極
的
に
参
画
し
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

関
心
を
持
つ

出
来
る
こ
と
か
ら
取
り
組
む

政
策
実
現
に
向
け
た
政
治
活
動
へ

の
参
画

Ⅴ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
組
合
員
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
こ
と
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Ⅴ
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
組
合
員
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
こ
と

　
都
道
府
県
や
市
町
村
に
よ
っ
て
は
、
地
域
公
共
交
通

は
事
業
者
任
せ
的
な
考
え
が
強
か
っ
た
り
、
地
域
公
共

交
通
そ
の
も
の
に
対
す
る
意
識
が
希
薄
で
あ
っ
た
り

と
、
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
に
十
分
に
取
り
組
め
て

い
な
い
実
態
も
あ
り
ま
す
。
地
域
に
根
ざ
し
た
労
働
組

合
と
し
て
働
く
者
の
立
場
か
ら
、
Ｊ
Ｒ
西
労
組
は
、
地

域
公
共
交
通
に
対
す
る
意
識
が
希
薄
で
、
活
性
化
に
取

り
組
め
て
い
な
い
地
方
自
治
体
に
対
し
て
は
、
様
々
な

好
事
例
を
積

極
的
に
紹
介

す
る
な
ど
し

て
働
き
か
け

を
行
い
、
公

共
交
通
に
関

心
を
持
た

せ
、
事
業
者

と
の
橋
渡
し

を
す
る
よ
う

な
役
割
を

担
っ
て
い
き

ま
し
ょ
う
。

　
ま
た
、
地
域
公
共
交
通
に
対
す
る
意
識
が
高
い
地
方

自
治
体
に
対
し
て
は
、
事
業
者
が
積
極
的
に
地
方
自
治

体
と
関
わ
る
よ
う
に
Ｊ
Ｒ
西
労
組
が
橋
渡
し
の
役
割
を

担
っ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　
地
本
・
本
社
総
支
部
は
支
部
・
分
会
と
と
も
に
、
地
方

議
員
団
会
議
を
は
じ
め
と
す
る
私
た
ち
の
声
を
代
弁
す

る
地
方
議
員
と
連
携
し
、
県
や
沿
線
市
町
村
の
担
当
部

署
を
訪
問
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
・
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
取
り
組
み

や
地
域
公
共
交
通
に
関
す
る
問
題
意
識
を
説
明
し
、
地

方
自
治
体
が
進
め
て
い
く
地
域
の
活
力
を
維
持
・
強
化

す
る
た
め
の
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り
と
持
続
可
能

な
地
域
公
共
交
通
の
構
築
に
対
し
て
意
見
交
換
す
る
よ

う
懇
談
活
動
を
進
め
、
ひ
と
つ
で
も
私
た
ち
の
政
策
実

現
に
つ
な
が
る
よ
う
に
前
進
さ
せ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
仲
間
の
み
な
さ
ん
、
と
も
に
頑
張
り

ま
し
ょ
う
。

組
織
と
し
て
地
方
議
員
と
の
連
携

と
地
方
自
治
体
訪
問
の
実
施

地域共生の運動を主導し、
鉄道の特性を活かした交通政策と地域活性化を実現しよう！
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巻
末
資
料（
交
通
政
策
基
本
法
）

 

（
平
成
二
十
五
年
十
二
月
四
日
法
律
第
九
十
二
号
）

  　

第
一
章　

総
則
（
第
一
条
―
第
十
四
条
） 

 　

第
二
章　

交
通
に
関
す
る
基
本
的
施
策 

 　
　

第
一
節　

交
通
政
策
基
本
計
画
（
第
十
五
条
） 

 　
　

第
二
節　

国
の
施
策
（
第
十
六
条
―
第
三
十
一
条
） 

 　
　

第
三
節　

地
方
公
共
団
体
の
施
策
（
第
三
十
二
条
） 

 　

附
則 

　
　
　

第
一
章　

総
則  

（
目
的
） 

第
一
条  　

こ
の
法
律
は
、
交
通
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
、
基
本

理
念
及
び
そ
の
実
現
を
図
る
の
に
基
本
と
な
る
事
項
を
定
め
、
並
び

に
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
責
務
等
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
よ

り
、
交
通
安
全
対
策
基
本
法 

（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
十
号
）
と

相
ま
っ
て
、
交
通
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進

し
、
も
っ
て
国
民
生
活
の
安
定
向
上
及
び
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展

を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
交
通
に
関
す
る
施
策
の
推
進
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
認
識
） 

第
二
条  　

交
通
に
関
す
る
施
策
の
推
進
は
、
交
通
が
、
国
民
の
自

立
し
た
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
の
確
保
、
活
発
な
地
域
間
交
流
及

び
国
際
交
流
並
び
に
物
資
の
円
滑
な
流
通
を
実
現
す
る
機
能
を
有
す

る
も
の
で
あ
り
、
国
民
生
活
の
安
定
向
上
及
び
国
民
経
済
の
健
全
な

発
展
を
図
る
た
め
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
に
鑑

み
、
将
来
に
わ
た
っ
て
、
そ
の
機
能
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
る
こ
と
に

よ
り
、
国
民
そ
の
他
の
者
（
以
下
「
国
民
等
」
と
い
う
。
）
の
交
通

に
対
す
る
基
本
的
な
需
要
が
適
切
に
充
足
さ
れ
る
こ
と
が
重
要
で
あ

る
と
い
う
基
本
的
認
識
の
下
に
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
交
通
の
機
能
の
確
保
及
び
向
上
） 

第
三
条  　

交
通
に
関
す
る
施
策
の
推
進
は
、
交
通
が
、
国
民
の
日

常
生
活
及
び
社
会
生
活
の
基
盤
で
あ
る
こ
と
、
国
民
の
社
会
経
済
活

動
へ
の
積
極
的
な
参
加
に
際
し
て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
こ
と

及
び
経
済
活
動
の
基
盤
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
我
が
国
に
お
け
る
近

年
の
急
速
な
少
子
高
齢
化
の
進
展
そ
の
他
の
社
会
経
済
情
勢
の
変
化

　
【
巻
末
資
料
】　

交
通
政
策
基
本
法

に
対
応
し
つ
つ
、
交
通
が
、
豊
か
な
国
民
生
活
の
実
現
に
寄
与
す
る

と
と
も
に
、
我
が
国
の
産
業
、
観
光
等
の
国
際
競
争
力
の
強
化
及
び

地
域
経
済
の
活
性
化
そ
の
他
地
域
の
活
力
の
向
上
に
寄
与
す
る
も
の

と
な
る
よ
う
、
そ
の
機
能
の
確
保
及
び
向
上
が
図
ら
れ
る
こ
と
を
旨

と
し
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２  　

交
通
の
機
能
の
確
保
及
び
向
上
を
図
る
に
当
た
っ
て
は
、
大

規
模
な
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
も
交
通
の
機
能
が
維
持
さ

れ
る
と
と
も
に
、
当
該
災
害
か
ら
の
避
難
の
た
め
の
移
動
が
円
滑
に

行
わ
れ
る
こ
と
の
重
要
性
に
鑑
み
、で
き
る
限
り
、当
該
災
害
に
よ
る

交
通
の
機
能
の
低
下
の
抑
制
及
び
そ
の
迅
速
な
回
復
に
資
す
る
と
と

も
に
、
当
該
災
害
の
発
生
時
に
お
け
る
避
難
の
た
め
の
移
動
に
的
確

に
対
応
し
得
る
も
の
と
な
る
よ
う
に
配
慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
交
通
に
よ
る
環
境
へ
の
負
荷
の
低
減
） 

第
四
条  　

交
通
に
関
す
る
施
策
の
推
進
は
、
環
境
を
健
全
で
恵
み

豊
か
な
も
の
と
し
て
維
持
す
る
こ
と
が
人
間
の
健
康
で
文
化
的
な
生

活
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
及
び
交
通
が
環
境
に

与
え
る
影
響
に
鑑
み
、
将
来
に
わ
た
っ
て
、
国
民
が
健
全
で
恵
み
豊

か
な
環
境
の
恵
沢
を
享
受
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
交
通
に
よ
る

環
境
へ
の
負
荷
の
低
減
が
図
ら
れ
る
こ
と
を
旨
と
し
て
行
わ
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
交
通
の
適
切
な
役
割
分
担
及
び
有
機
的
か
つ
効
率
的
な
連
携
） 

第
五
条  　

交
通
に
関
す
る
施
策
の
推
進
は
、
徒
歩
、
自
転
車
、
自

動
車
、
鉄
道
車
両
、
船
舶
、
航
空
機
そ
の
他
の
手
段
に
よ
る
交
通

が
、
交
通
手
段
（
交
通
施
設
及
び
輸
送
サ
ー
ビ
ス
を
含
む
。
以
下
同

じ
。）
の
選
択
に
係
る
競
争
及
び
国
民
等
の
自
由
な
選
好
を
踏
ま
え

つ
つ
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
に
応
じ
て
適
切
に
役
割
を
分
担
し
、
か
つ
、

有
機
的
か
つ
効
率
的
に
連
携
す
る
こ
と
を
旨
と
し
て
行
わ
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

（
連
携
等
に
よ
る
施
策
の
推
進
） 

第
六
条  　

交
通
に
関
す
る
施
策
の
推
進
は
、
ま
ち
づ
く
り
、
観
光

立
国
の
実
現
そ
の
他
の
観
点
を
踏
ま
え
、
当
該
施
策
相
互
間
の
連
携

及
び
こ
れ
と
関
連
す
る
施
策
と
の
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
国
、
地
方

公
共
団
体
、
運
輸
事
業
そ
の
他
交
通
に
関
す
る
事
業
を
行
う
者
（
以

下
「
交
通
関
連
事
業
者
」
と
い
う
。）、
交
通
施
設
の
管
理
を
行
う
者

（
以
下
「
交
通
施
設
管
理
者
」
と
い
う
。）、
住
民
そ
の
他
の
関
係
者

が
連
携
し
、
及
び
協
働
し
つ
つ
、
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
交
通
の
安
全
の
確
保
） 

第
七
条  　

交
通
の
安
全
の
確
保
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
は
、
当

該
施
策
が
国
民
等
の
生
命
、
身
体
及
び
財
産
の
保
護
を
図
る
上
で
重

要
な
役
割
を
果
た
す
も
の
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
交
通
安
全
対
策
基

本
法 

そ
の
他
の
関
係
法
律
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

２  　

交
通
に
関
す
る
施
策
の
推
進
に
当
た
っ
て
は
、
前
項
に
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
行
わ
れ
る
交
通
の
安
全
の
確
保
に
関
す
る
施
策
と

の
十
分
な
連
携
が
確
保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
国
の
責
務
） 

第
八
条  　

国
は
、
第
二
条
か
ら
第
六
条
ま
で
に
定
め
る
交
通
に
関

す
る
施
策
に
つ
い
て
の
基
本
理
念
（
以
下
単
に
「
基
本
理
念
」
と
い

う
。）に
の
っ
と
り
、
交
通
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
に
策
定
し
、
及

び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

２  　

国
は
、
情
報
の
提
供
そ
の
他
の
活
動
を
通
じ
て
、
基
本
理
念

に
関
す
る
国
民
等
の
理
解
を
深
め
、
か
つ
、
そ
の
協
力
を
得
る
よ
う

努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
地
方
公
共
団
体
の
責
務
） 

第
九
条  　

地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
交
通
に

関
し
、
国
と
の
適
切
な
役
割
分
担
を
踏
ま
え
て
、
そ
の
地
方
公
共
団

体
の
区
域
の
自
然
的
経
済
的
社
会
的
諸
条
件
に
応
じ
た
施
策
を
策
定

し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

２  　

地
方
公
共
団
体
は
、
情
報
の
提
供
そ
の
他
の
活
動
を
通
じ

て
、
基
本
理
念
に
関
す
る
住
民
そ
の
他
の
者
の
理
解
を
深
め
、
か

つ
、
そ
の
協
力
を
得
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
交
通
関
連
事
業
者
及
び
交
通
施
設
管
理
者
の
責
務
） 

第
十
条  　

交
通
関
連
事
業
者
及
び
交
通
施
設
管
理
者
は
、
基
本
理

念
の
実
現
に
重
要
な
役
割
を
有
し
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
そ
の
業
務

を
適
切
に
行
う
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
実

施
す
る
交
通
に
関
す
る
施
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

２  　

前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
交
通
関
連
事
業
者
及
び
交
通

施
設
管
理
者
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
そ
の
業
務
を
行
う
に
当

た
っ
て
は
、
当
該
業
務
に
係
る
正
確
か
つ
適
切
な
情
報
の
提
供
に
努

め
る
も
の
と
す
る
。 
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（
国
民
等
の
役
割
） 

第
十
一
条  　

国
民
等
は
、
基
本
理
念
に
つ
い
て
の
理
解
を
深
め
、

そ
の
実
現
に
向
け
て
自
ら
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
活
動
に
主
体
的

に
取
り
組
む
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
実

施
す
る
交
通
に
関
す
る
施
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
基
本
理
念
の
実
現
に
積
極
的
な
役
割
を
果
た
す
も
の
と
す
る
。 

（
関
係
者
の
連
携
及
び
協
力
） 

第
十
二
条  　

国
、
地
方
公
共
団
体
、
交
通
関
連
事
業
者
、
交
通
施

設
管
理
者
、
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
は
、
基
本
理
念
の
実
現
に
向
け

て
、
相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す

る
。 

（
法
制
上
の
措
置
等
） 

第
十
三
条  　

政
府
は
、
交
通
に
関
す
る
施
策
を
実
施
す
る
た
め
必

要
な
法
制
上
又
は
財
政
上
の
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

（
年
次
報
告
等
） 

第
十
四
条  　

政
府
は
、
毎
年
、
国
会
に
、
交
通
の
動
向
及
び
政
府

が
交
通
に
関
し
て
講
じ
た
施
策
に
関
す
る
報
告
を
提
出
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

２  　

政
府
は
、
毎
年
、
前
項
の
報
告
に
係
る
交
通
の
動
向
を
考
慮

し
て
講
じ
よ
う
と
す
る
施
策
を
明
ら
か
に
し
た
文
書
を
作
成
し
、
こ

れ
を
国
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

　
　
　

第
二
章　

交
通
に
関
す
る
基
本
的
施
策  

　
　
　
　

第
一
節　

交
通
政
策
基
本
計
画  

第
十
五
条   　

政
府
は
、
交
通
に
関
す
る
施
策
の
総
合
的
か
つ
計
画

的
な
推
進
を
図
る
た
め
、
交
通
に
関
す
る
施
策
に
関
す
る
基
本
的
な

計
画
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
交
通
政
策
基
本
計
画
」
と
い

う
。）を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２  　

交
通
政
策
基
本
計
画
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め

る
も
の
と
す
る
。 

一  　

交
通
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
の
基
本
的
な
方
針 

二  　

交
通
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て
の
目
標 

三  　

交
通
に
関
し
、
政
府
が
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
講
ず
べ
き
施

策 四  　

前
三
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
交
通
に
関
す
る
施
策
を
総

合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項 

３  　

交
通
政
策
基
本
計
画
は
、
国
土
の
総
合
的
な
利
用
、
整
備
及

び
保
全
に
関
す
る
国
の
計
画
並
び
に
環
境
の
保
全
に
関
す
る
国
の
基

本
的
な
計
画
と
の
調
和
が
保
た
れ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４  　

内
閣
総
理
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣
及
び
国
土
交
通
大
臣
は
、

交
通
政
策
基
本
計
画
の
案
を
作
成
し
、
閣
議
の
決
定
を
求
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。 

５  　

内
閣
総
理
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣
及
び
国
土
交
通
大
臣
は
、

前
項
の
規
定
に
よ
り
交
通
政
策
基
本
計
画
の
案
を
作
成
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
そ
の
趣
旨
、
内
容
そ
の
他
の
必
要
な
事

項
を
公
表
し
、
広
く
国
民
等
の
意
見
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６  　

国
土
交
通
大
臣
は
、
第
４
項
の
規
定
に
よ
り
交
通
政
策
基
本

計
画
の
案
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
交
通
政

策
審
議
会
及
び
社
会
資
本
整
備
審
議
会
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

７  　

内
閣
総
理
大
臣
、
経
済
産
業
大
臣
及
び
国
土
交
通
大
臣
は
、

第
４
項
の
規
定
に
よ
り
交
通
政
策
基
本
計
画
の
案
を
作
成
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
環
境
の
保
全
の
観
点
か
ら
、
環
境
大

臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

８  　

政
府
は
、
交
通
政
策
基
本
計
画
を
定
め
た
と
き
は
、
遅
滞
な

く
、
こ
れ
を
国
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

９  　

第
４
項
か
ら
前
項
ま
で
の
規
定
は
、
交
通
政
策
基
本
計
画
の

変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。 

　
　
　
　

第
二
節　

国
の
施
策  

（
日
常
生
活
等
に
必
要
不
可
欠
な
交
通
手
段
の
確
保
等
） 

第
十
六
条  　

国
は
、
国
民
が
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
に

当
た
っ
て
必
要
不
可
欠
な
通
勤
、
通
学
、
通
院
そ
の
他
の
人
又
は
物

の
移
動
を
円
滑
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
離
島
に

係
る
交
通
事
情
そ
の
他
地
域
に
お
け
る
自
然
的
経
済
的
社
会
的
諸
条

件
に
配
慮
し
つ
つ
、
交
通
手
段
の
確
保
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講
ず

る
も
の
と
す
る
。 

（
高
齢
者
、
障
害
者
、
妊
産
婦
等
の
円
滑
な
移
動
の
た
め
の
施
策
） 

第
十
七
条  　

国
は
、
高
齢
者
、
障
害
者
、
妊
産
婦
そ
の
他
の
者
で

日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
に
身
体
の
機
能
上
の
制
限
を
受
け
る
も
の

及
び
乳
幼
児
を
同
伴
す
る
者
が
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
に

当
た
り
円
滑
に
移
動
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
自
動

車
、
鉄
道
車
両
、
船
舶
及
び
航
空
機
、
旅
客
施
設
、
道
路
並
び
に
駐

車
場
に
係
る
構
造
及
び
設
備
の
改
善
の
推
進
そ
の
他
必
要
な
施
策
を

講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
交
通
の
利
便
性
向
上
、
円
滑
化
及
び
効
率
化
） 

第
十
八
条  　

国
は
、
前
二
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
国
民
等
の

日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
に
お
け
る
交
通
に
対
す
る
基
本
的
な
需
要

が
適
切
に
充
足
さ
れ
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
定
時
性
の
確
保
（
設
定

さ
れ
た
発
着
時
刻
に
従
っ
て
運
行
す
る
こ
と
を
い
う
。）、
速
達
性
の

向
上
（
目
的
地
に
到
達
す
る
ま
で
に
要
す
る
時
間
を
短
縮
す
る
こ
と

を
い
う
。）、
快
適
性
の
確
保
、
乗
継
ぎ
の
円
滑
化
そ
の
他
交
通
結
節

機
能
の
高
度
化
（
交
通
施
設
及
び
そ
の
周
辺
の
施
設
に
お
け
る
相
当

数
の
人
の
移
動
に
つ
い
て
、
複
数
の
交
通
手
段
の
間
を
結
節
す
る
機

能
を
高
度
化
す
る
こ
と
を
い
う
。）、
輸
送
の
合
理
化
そ
の
他
の
交
通

の
利
便
性
の
向
上
、
円
滑
化
及
び
効
率
化
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を

講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
国
際
競
争
力
の
強
化
に
必
要
な
施
策
） 

第
十
九
条  　

国
は
、
我
が
国
の
産
業
、
観
光
等
の
国
際
競
争
力
の

強
化
を
図
る
た
め
、
国
際
海
上
輸
送
網
及
び
国
際
航
空
輸
送
網
の
形

成
、
こ
れ
ら
の
輸
送
網
の
拠
点
と
な
る
港
湾
及
び
空
港
の
整
備
、
こ

れ
ら
の
輸
送
網
と
全
国
的
な
国
内
交
通
網
と
を
結
節
す
る
機
能
の
強

化
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
地
域
の
活
力
の
向
上
に
必
要
な
施
策
） 

第
二
十
条  　

国
は
、
地
域
経
済
の
活
性
化
そ
の
他
の
地
域
の
活
力

の
向
上
を
図
る
た
め
、
地
域
に
お
け
る
企
業
の
立
地
並
び
に
地
域
内

巻
末
資
料（
交
通
政
策
基
本
法
）
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巻
末
資
料（
交
通
政
策
基
本
法
）

及
び
地
域
間
の
交
流
及
び
物
資
の
流
通
の
促
進
に
資
す
る
国
内
交
通

網
及
び
輸
送
に
関
す
る
拠
点
の
形
成
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講
ず
る

も
の
と
す
る
。 

（
運
輸
事
業
そ
の
他
交
通
に
関
す
る
事
業
の
健
全
な
発
展
） 

第
二
十
一
条  　

国
は
、
運
輸
事
業
そ
の
他
交
通
に
関
す
る
事
業
の

安
定
的
な
運
営
が
交
通
の
機
能
の
確
保
及
び
向
上
に
資
す
る
も
の
で

あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
そ
の
健
全
な
発
展
を
図
る
た
め
、
事
業
基
盤
の

強
化
、
人
材
の
育
成
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
大
規
模
な
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
交
通
の
機
能
の
低
下

の
抑
制
及
び
そ
の
迅
速
な
回
復
等
に
必
要
な
施
策
） 

第
二
十
二
条  　

国
は
、
大
規
模
な
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け

る
交
通
の
機
能
の
低
下
の
抑
制
及
び
そ
の
迅
速
な
回
復
を
図
る
と
と

も
に
、
当
該
災
害
か
ら
の
避
難
の
た
め
の
移
動
を
円
滑
に
行
う
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
交
通
施
設
の
地
震
に
対
す
る
安
全
性

の
向
上
、
相
互
に
代
替
性
の
あ
る
交
通
手
段
の
確
保
、
交
通
の
機
能

の
速
や
か
な
復
旧
を
図
る
た
め
の
関
係
者
相
互
間
の
連
携
の
確
保
、

災
害
時
に
お
い
て
一
時
に
多
数
の
者
の
避
難
の
た
め
の
移
動
が
生
じ

得
る
こ
と
を
踏
ま
え
た
交
通
手
段
の
整
備
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講

ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
交
通
に
係
る
環
境
負
荷
の
低
減
に
必
要
な
施
策
） 

第
二
十
三
条  　

国
は
、
交
通
に
係
る
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
の
抑

制
、
大
気
汚
染
、
海
洋
汚
染
及
び
騒
音
の
防
止
そ
の
他
交
通
に
よ
る

環
境
へ
の
負
荷
の
低
減
を
図
る
た
め
、
温
室
効
果
ガ
ス
そ
の
他
環
境

へ
の
負
荷
の
原
因
と
な
る
物
質
の
排
出
の
抑
制
に
資
す
る
自
動
車
そ

の
他
の
輸
送
用
機
械
器
具
の
開
発
、
普
及
及
び
適
正
な
使
用
の
促
進

並
び
に
交
通
の
円
滑
化
の
推
進
、
鉄
道
及
び
船
舶
に
よ
る
貨
物
輸
送

へ
の
転
換
そ
の
他
の
物
の
移
動
の
効
率
化
の
促
進
、
公
共
交
通
機
関

の
利
用
者
の
利
便
の
増
進
、
船
舶
か
ら
の
海
洋
へ
の
廃
棄
物
の
排
出

の
防
止
、
航
空
機
の
騒
音
に
よ
り
生
ず
る
障
害
の
防
止
そ
の
他
必
要

な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
総
合
的
な
交
通
体
系
の
整
備
等
） 

第
二
十
四
条  　

国
は
、
徒
歩
、
自
転
車
、
自
動
車
、
鉄
道
車
両
、

船
舶
、
航
空
機
そ
の
他
の
手
段
に
よ
る
交
通
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性

に
応
じ
て
適
切
に
役
割
を
分
担
し
、
か
つ
、
有
機
的
か
つ
効
率
的
な

交
通
網
を
形
成
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
つ
つ
、
道

路
交
通
、
鉄
道
交
通
、
海
上
交
通
及
び
航
空
交
通
の
間
に
お
け
る
連

携
並
び
に
公
共
交
通
機
関
相
互
間
の
連
携
の
強
化
の
促
進
そ
の
他
の

総
合
的
な
交
通
体
系
の
整
備
を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る

も
の
と
す
る
。 

２  　

国
は
、
交
通
に
係
る
需
要
の
動
向
、
交
通
施
設
の
老
朽
化
の

進
展
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
に
配
慮
し
つ
つ
、
前
項
に
規
定
す
る
連

携
の
下
に
、
交
通
手
段
の
整
備
を
重
点
的
、
効
果
的
か
つ
効
率
的
に

推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
ま
ち
づ
く
り
の
観
点
か
ら
の
施
策
の
促
進
） 

第
二
十
五
条  　

国
は
、
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
交
通
に
関
す
る
施

策
が
、
ま
ち
づ
く
り
の
観
点
か
ら
、
土
地
利
用
そ
の
他
の
事
項
に
関

す
る
総
合
的
な
計
画
を
踏
ま
え
、
国
、
交
通
関
連
事
業
者
、
交
通
施

設
管
理
者
、
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
と
の
連
携
及
び
協
力
の
下
に
推

進
さ
れ
る
よ
う
、
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
は
、
当
該
連
携
及
び
協
力
が
、
住
民
そ
の
他
の
者
の
交
通

に
対
す
る
需
要
そ
の
他
の
事
情
に
配
慮
さ
れ
た
も
の
と
な
る
よ
う
に

努
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
観
光
立
国
の
実
現
の
観
点
か
ら
の
施
策
の
推
進
） 

第
二
十
六
条  　

国
は
、
観
光
立
国
の
実
現
が
、
我
が
国
経
済
社
会

の
発
展
の
た
め
に
極
め
て
重
要
で
あ
る
と
と
も
に
、
観
光
旅
客
の
往

来
の
促
進
が
、
地
域
間
交
流
及
び
国
際
交
流
の
拡
大
を
通
じ
て
、
国

民
生
活
の
安
定
向
上
及
び
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
を
図
り
、
並
び

に
国
際
相
互
理
解
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
に
鑑
み
、
観
光
旅
客
の

円
滑
な
往
来
に
必
要
な
交
通
手
段
の
提
供
の
推
進
、
自
動
車
、
鉄
道

車
両
、
船
舶
及
び
航
空
機
、
旅
客
施
設
並
び
に
道
路
に
係
る
外
国
語

そ
の
他
の
方
法
に
よ
る
外
国
人
観
光
旅
客
に
対
す
る
情
報
の
提
供
の

推
進
そ
の
他
の
交
通
に
関
連
す
る
観
光
旅
客
の
往
来
の
促
進
に
必
要

な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
協
議
の
促
進
等
） 

第
二
十
七
条  　

国
は
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
交
通
関
連
事
業

者
、
交
通
施
設
管
理
者
、
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
が
相
互
に
連
携
と

協
働
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
交
通
に
関
す
る
施
策
の
効
果
的
な
推
進

が
図
ら
れ
る
こ
と
に
鑑
み
、
こ
れ
ら
の
者
の
間
に
お
け
る
協
議
の
促

進
そ
の
他
の
関
係
者
相
互
間
の
連
携
と
協
働
を
促
進
す
る
た
め
に
必

要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
調
査
研
究
） 

第
二
十
八
条  　

国
は
、
交
通
の
動
向
に
関
す
る
調
査
研
究
そ
の
他

の
交
通
に
関
す
る
施
策
の
策
定
に
必
要
な
調
査
研
究
を
推
進
す
る
も

の
と
す
る
。 

（
技
術
の
開
発
及
び
普
及
） 

第
二
十
九
条  　

国
は
、
情
報
通
信
技
術
そ
の
他
の
技
術
の
活
用
が

交
通
に
関
す
る
施
策
の
効
果
的
な
推
進
に
寄
与
す
る
こ
と
に
鑑
み
、

交
通
に
関
す
る
技
術
の
研
究
開
発
及
び
普
及
の
効
果
的
な
推
進
を
図

る
た
め
、
こ
れ
ら
の
技
術
の
研
究
開
発
の
目
標
の
明
確
化
、
国
及
び

独
立
行
政
法
人
の
試
験
研
究
機
関
、
大
学
、
民
間
そ
の
他
の
研
究
開

発
を
行
う
者
の
間
の
連
携
の
強
化
、
基
本
理
念
の
実
現
に
資
す
る
技

術
を
活
用
し
た
交
通
手
段
の
導
入
の
促
進
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講

ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
国
際
的
な
連
携
の
確
保
及
び
国
際
協
力
の
推
進
） 

第
三
十
条  　

国
は
、
交
通
に
関
す
る
施
策
を
国
際
的
協
調
の
下
で

推
進
す
る
こ
と
の
重
要
性
に
鑑
み
、
交
通
に
関
し
、
我
が
国
に
蓄
積

さ
れ
た
技
術
及
び
知
識
が
海
外
に
お
い
て
活
用
さ
れ
る
よ
う
に
配
慮

し
つ
つ
、
国
際
的
な
規
格
の
標
準
化
そ
の
他
の
国
際
的
な
連
携
の
確

保
及
び
開
発
途
上
地
域
に
対
す
る
技
術
協
力
そ
の
他
の
国
際
協
力
を

推
進
す
る
た
め
、
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

（
国
民
等
の
立
場
に
立
っ
た
施
策
の
実
施
の
た
め
の
措
置
） 

第
三
十
一
条  　

国
は
、
国
民
等
の
立
場
に
立
っ
て
、
そ
の
意
見
を

踏
ま
え
つ
つ
交
通
に
関
す
る
施
策
を
講
ず
る
た
め
、
国
民
等
の
意
見

を
反
映
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
ず
る
も
の

と
す
る
。 

　
　
　
　

第
三
節　

地
方
公
共
団
体
の
施
策  

第
三
十
二
条   　

地
方
公
共
団
体
は
、
そ
の
地
方
公
共
団
体
の
区
域

の
自
然
的
経
済
的
社
会
的
諸
条
件
に
応
じ
た
交
通
に
関
す
る
施
策

を
、
ま
ち
づ
く
り
そ
の
他
の
観
点
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
当
該
施
策
相

互
間
の
連
携
及
び
こ
れ
と
関
連
す
る
施
策
と
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、

総
合
的
か
つ
計
画
的
に
実
施
す
る
も
の
と
す
る
。 

 　
　
　

附　

則　

抄 

（
施
行
期
日
）

１ 　

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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○ 　交通政策基本計画では、基本的方針それぞれについて、目指すべき目標と、それらの目標を達成するために講ずべき施策
を定めるとともに、目標に向けた達成状況を評価するための数値指標を設定している。

○ 　数値指標は、現時点でデータが継続的に取得されているものなど、経年的にフォローできうる施策について設定してお
り、必ずしもすべての施策について網羅的なものとはなっていない。

　 　　数値指標を定めていない施策についても、今後、可能な限り関連する客観的なデータの集積や目標レベルの設定の試み
などに努めることとする。その一方で、数値指標の設定の有無にかかわらず、施策自体を具体化していくことが本計画の主
眼であることに留意する必要がある。

○ 　また、本数値指標は、本計画の策定後、社会資本整備審議会・交通政策審議会交通体系分科会の合同計画部会及び同部会
の下に置かれる交通政策基本計画小委員会において、本計画に沿って実施される施策の推進状況、本計画の達成状況等につ
いてフォローアップを行う際に、その達成状況を評価するツールの１つとして用いることを想定している。

○ 　その際、社会資本整備重点計画等の関連する諸計画の改訂等により本計画に記載する数値指標が見直された場合には、見
直し後の数値指標を踏まえて評価を行うものとする。

　【参考資料】 交通政策基本計画の数値指標について

交通政策基本計画の数値指標一覧（案）

（基本的方針Ａ）豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現
　①自治体中心に、コンパクトシティ化等まちづくり施策と連携し、地域交通ネットワークを再構築する

1
地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律に基づき、自治体が作成する「地域公
共交通網形成計画」の策定総数

まちづくりと一体となった地域公共交
通ネットワークの再構築の進捗状況
を測る指標として、今後の取組を見込
んで設定

2014年度 ― → 2020年度 100

2

地域公共交通の活性化及び再生に関する
法律に基づき、鉄道の上下分離等のために
地方自治体と鉄道事業者が共同で作成す
る「鉄道事業再構築実施計画」について、国
土交通大臣が認定した総件数

経営の厳しい地域鉄道を存続させる
ための公有民営方式の導入状況を測
る指標として、これまでの実績も踏ま
えつつ、今後の取組を見込んで設定

2013年度 4 → 2020年度 10

3
地域公共交通ネットワークの再構築に向
け、デマンド交通を導入した市町村の数

人口減少、高齢化の進んだ地方部に
おける生活の足の確保方策の進捗
状況を測る指標として、これまでの伸
び率を踏まえつつ、今後の取組を見
込んで設定

2013年度 311市町村 → 2020年度 700市町村

4

①航路

架橋されていない、及び、海上公共交通に
依存している有人離島のうち、海上運送法
に規定する旅客定期航路または不定期航

有人離島の交通手段確保に向けた
取組状況を測る指標として、現存する
離島航路を今後とも確実に維持すべ 2012年度 100% → 2020年度 100%

航路、航空路が確保されている有人離島の割合

改正法に基づく地域公共交通網形成計画の
策定総数

デマンド交通の導入数

鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上下分離
等）の認定件数

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→指標名 指標の定義

①航路 に規定する旅客定期航路または不定期航
路が確保されている離島の割合

離島航路を今後とも確実に維持すべ
く設定

年度 年度

②航空路

航空輸送が確保されている飛行場を有し、
かつ近隣都市へ代替交通手段で移動する
と概ね２時間以上かかる有人離島のうち、
航空運送が確保されている離島の割合

有人離島の交通手段確保に向けた
取組状況を測る指標として、離島航
空路を今後とも確実に維持すべく設
定

2012年度 100% → 2020年度 100%

　②地域の実情を踏まえた多様な交通サービスの展開を後押しする

5
軌道事業者が保有する路面電車の全車両
のうち、低床式路面電車の車両（LRV）の割
合

自家用車から公共交通機関への転
換による道路交通の円滑化を促進す
るための施策の進捗状況を測る指標
として、これまでの伸び率を踏まえつ
つ、今後の取組を見込んで設定

2013年度 24.6% → 2020年度 35%

6

複数のサイクルポート間で自由に自転車の
乗り捨てが可能なコミュニティサイクルが実
用化されている市町村の数（自治体や民間
等、設置主体は問わない）

公共交通を補完するコミュニティサイ
クルの活用の進捗状況を測る指標と
して、これまでの実績を踏まえつつ、
今後の取組を見込んで設定

2013年度 54市町村 → 2020年度 100市町村コミュニティサイクルの導入数

LRTの導入割合（低床式路面電車の割合）

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

巻
末
資
料（
交
通
政
策
基
本
計
画
の
数
値
目
標
）

※国土交通省資料を参照

※国土交通省資料参照
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巻
末
資
料（
交
通
政
策
基
本
計
画
の
数
値
目
標
）

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　③バリアフリーをより一層身近なものにする

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　④旅客交通・物流のサービスレベルをさらなる高みへ引き上げる

7

①鉄軌道車両 2012年度 56% → 2020年度 70%
②ノンステップバス 2012年度 41% → 2020年度 70%
③リフト付きバス等 2012年度 4% → 2020年度 25%
④旅客船 2012年度 25% → 2020年度 50%
⑤航空機 2012年度 89% → 2020年度 90%
⑥福祉タクシー車両 2012年度 13,856台 → 2020年度 28,000台

8

①段差解消率：
鉄軌道駅 2012年度 82% → 2020年度 100%
バスターミナル 2012年度 83% → 2020年度 100%
旅客船ターミナル 2012年度 88% → 2020年度 100%
航空旅客ターミナル 2012年度 85% → 2020年度 100%

②視覚障害者誘導用ブロックの整備率：
鉄軌道駅 2012年度 93% → 2020年度 100%
バスターミナル 2012年度 85% → 2020年度 100%
旅客船ターミナル 2012年度 56% → 2020年度 100%
航空旅客ターミナル 2012年度 97% → 2020年度 100%

旅客施設等のバリアフリー化

車いすスペースの設置等により、「高齢者、
障害者等の移動等の円滑化の促進に関す
る法律」（バリアフリー法）に基づく「移動等
円滑化のために必要な旅客施設又は車両
等の構造及び設備に関する基準」（移動等
円滑化基準）に適合する車両の割合

「社会資本整備重点計画」の指標

各乗降場と出入り口を結ぶ１以上の経路を
エレベーター、スロープ等により段差解消す
るなど、移動等円滑化基準第４条に適合す
る旅客施設（1日当たりの平均的な利用者数
が3,000人以上のもの。以下同じ。）の割合

「社会資本整備重点計画」の指標

各乗降場と出入り口を結ぶ通路に視覚障害
者誘導用ブロック等を設置するなど、移動
等円滑化基準第９条に適合する旅客施設
の割合

「社会資本整備重点計画」の指標

車両のバリアフリー化

③障害者対応トイレの設置率：
鉄軌道駅 2012年度 79% → 2020年度 100%
バスターミナル 2012年度 63% → 2020年度 100%
旅客船ターミナル 2012年度 71% → 2020年度 100%
航空旅客ターミナル 2012年度 100% → 2020年度 100%

④特定道路におけるバリアフリー化率

バリアフリー法に規定する特定道路のうち、
「移動等円滑化のために必要な道路の構造
に関する基準を定める省令」で定める基準
を満たす道路の割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 83% → 2020年度 約100%

⑤一定以上の大きさの有料路外駐車場に
おけるバリアフリー化率

特定路外駐車場のうち、路外駐車場移動等
円滑化基準に適合した路外駐車場の割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2012年度 51% → 2020年度 70%

　
⑥主要な生活関連経路を構成する道路に
設置されている信号機等のバリアフリー化
率

バリアフリー法に基づく基本構想において設
定される重点整備地区の主要な生活関連
経路を構成する道路において、音響式信号
機等のバリアフリー対応型信号機や視認性
に優れた道路標識・道路標示が整備されて
いる割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 97.8% → 2016年度 100%

「社会資本整備重点計画」の指標

トイレが設置されている旅客施設のうち、移
動等円滑化基準第13条から第15条の基準
に適合する障害者対応トイレが設置されて
いるものの割合

数の駅るいてれさ置設がアドムーホ9

高齢者、障害者等の自立した日常生
活及び社会生活を確保するための
ホームドアの整備の進捗状況を測る
指標として、バリアフリー法に基づく基
本方針等を踏まえつつ、今後の取組
を見込んで設定

2013年度 583駅 → 2020年度 800駅ホームドアの設置数

10

①主要31区間の平均値 2013年度 165% → 2015年度 150%
②180％超の混雑率となっている 間区41度年3102数間区 → 2015年度 0区間

11
東京都心部を中心とした概ね50km範囲にお
ける相互直通運転の路線延長

既存の都市鉄道ネットワークを有効
活用しつつ、ネットワークの拡大・利
便性の向上を推進するための施策の
進捗状況を測る指標として、今後の
取組を見込んで設定

2013年度 880㎞ → 2020年度 947㎞
東京圏の鉄道総延長：
2427㎞(2013年度）

12
対策実施箇所において短縮される年間の通

「社会資本整備重点計画」の指標 → 2016年度 約9 000万人時間/年短縮
目標は、2012年度から2016

東京圏の相互直通運転の路線延長

「社会資本整備重点計画」の指標

信号制御の高度化による通過時間の短縮

東京圏の鉄道路線における最混雑区間の
ピーク時間帯混雑率 東京都心部を中心とした概ね50km範囲の

JR、民鉄及び地下鉄における混雑率（最混
雑時間帯１時間当たりの列車の混み具合）

他都市圏の混雑率は、大阪圏
主要20区間の平均値：124％、
名古屋圏主要８区間の平均
値：131％であり、その他の都
市圏も150％超となっている区
間は無い

12
過時間

「社会資本整備重点計画」の指標 ― ― → 2016年度 約9,000万人時間/年短縮
年度末までの短縮時間

13
１年間に生産される車両総重量８トン超の大
型貨物車のうち、衝突被害軽減ブレーキが
装着される車両の割合

先進技術を利用してドライバーの運
転を支援し、ドライバーの負荷を軽減
するための施策の進捗状況を測る指
標として、これまでの伸び率を踏まえ
つつ、今後の取組を見込んで設定

2012年度 54.4% → 2020年度 90%

14

相互利用可能な交通系ICカード（2013年度
時点では、Kitaca、Suica、PASMO、
TOICA,、manaca、PiTaPa、ICOCA、nimoca、
はやかけん、SUGOCAの10の交通系ICカー
ド）が利用できない都道府県の数

公共交通機関の利用者利便向上の
ための施策の進捗状況を測る指標と
して、全都道府県において相互利用
可能な交通系ICカードが利用できる
ようにすべく設定

2013年度 12県 → 2020年度 0県

15

バスロケーションシステム（無線通信やＧＰ
Ｓなどを利用してバスの走行位置をバス停
等で表示し、バス待ち客の利便を向上する
システム）を導入した乗合バスの系統数（う
ちインターネットからバスの位置情報が閲覧
可能な乗合バスの系統数）

公共交通機関の利用者利便向上の
ための施策の進捗状況を図る指標と
して、これまでの伸び率を踏まえつ
つ、今後の取組を見込んで設定

2012年度
11,684系統

（10,152系統）
→ 2020年度 17,000系統

全バス系統数：51,840系統
数（2011年度）

バスロケーションシステムが導入された系統
数（うちインターネットからバスの位置情報が
閲覧可能な系統数）

大型貨物自動車の衝突被害軽減ブレーキ
の装着率

相互利用可能な交通系ICカードが利用でき
ない都道府県の数

信号制御の高度化による通過時間の短縮

16
首都圏空港（羽田空港、成田空港）との間で
国際線が就航している都市数

我が国の国際航空ネットワークの拡
充のための施策の進捗状況を測る指
標として、近隣のアジア主要空港と同
水準を目指すべく設定

2013年 88都市 → 2020年 アジア主要空港並

アジア主要空港の国際線
就航都市数（2013年）は、
仁川空港・金浦空港（ソウ
ル） 143都市、香港空港
138都市、チャンギ空港（シ
ンガポール） 134都市、北
京空港・南苑空港（北京）
97都市、浦東空港・虹橋空
港（上海） 83都市

17
三大都市圏環状道路の供用延長を計画延
長で割ったもの

「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 63% → 2016年度 約75％

首都圏空港の国際線就航都市数（旅客便）

三大都市圏環状道路整備率

（基本的方針Ｂ）成長と繁栄の基盤となる国際・地域間の旅客交通・物流ネットワークの構築
　①我が国の国際交通ネットワークの競争力を強化する
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年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　②地域間のヒト・モノの流動を拡大する

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　③訪日外客2000万人の高みに向け、観光施策と連携した取組を強める

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　④我が国の技術とノウハウを活かした交通インフラ・サービスをグローバルに展開する

（基本的方針Ｃ）持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり
　①大規模災害や老朽化への備えを万全なものとする

19
首都圏空港（羽田空港、成田空港）における

「社会資本整備重点計画」に基づき
2014年度に達成が予定されている
74 7万回に 首都圏空港の更なる機 2013年度 71 7万回 → 2020年度 74.7万回首都圏空港の年間発着枠19

首都圏空港（羽田空港、成田空港） おける
年間発着枠

74.7万回に、首都圏空港の更なる機
能強化により見込まれる増分を加え
て設定

2013年度 71.7万回 → 2020年度 74.7万回
＋最大7.9万回

20
我が国の国際コンテナ戦略港湾（京浜港、
阪神港）における水深16m以深の岸壁の整
備数

「日本再興戦略改訂2014」の指標 2012年度 3バース → 2016年度 12バース
アジア主要港の整備数
（2013年度）は、上海港16
バース、釜山港21バース

21

①北米基幹航路 2013年度
デイリー寄港
（京浜港30便、阪

神港12便）
→ 2018年度

デイリー寄港
を維持・拡大

②欧州基幹航路 2013年度 週2便 → 2018年度 週3便

22
全国の港湾において、国際海上コンテナ
ターミナル、国際物流ターミナルの供用によ
り低減される輸送コストの割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2012年度 2010年度比1.2%減 → 2016年度 2010年度比5%減

首都圏空港の年間発着枠
※関係自治体等と協議中

国際コンテナ戦略港湾における大水深コン
テナターミナルの整備数

国際海上コンテナ・バルク貨物の輸送コスト
低減率

アジア主要港への寄港数
（2013年度）は、釜山港（韓
国）：北米44便・欧州5便、香港
港：北米39便・欧州18便、シン
ガポール港：北米15便・欧州25
便、上海港（中国）：北米38便・
欧州23便

我が国の産業立地競争力の強化に
資する国際コンテナ戦略港湾政策の
推進状況を測る指標として、寄港によ
る荷主へのサービス提供水準を確実
に維持すべく設定

国際コンテナ戦略港湾へ寄港する国際基幹航路の便数

我が国の国際コンテナ戦略港湾（京浜港、
阪神港）へ１週間に寄港する国際基幹航路
の便数

23
我が国の国内線の旅客全体のうち、LCCに
よる国内線の旅客の占める割合

低コストというＬＣＣの特性を活かした
我が国の国内航空ネットワークの拡
充のための施策の進捗状況を測る指
標として、これまでの伸び率や諸外国
の状況を踏まえつつ、今後の取組を
見込んで設定

2013年 6% → 2020年 14%

世界のLCCシェア（2012
年。国内線と国際線を併せ
た値）は、北米30％、西欧
39％、北東アジア10％（日
本3％含む）

24

①北陸新幹線
北陸新幹線の開業（2014年度末予定）によ
る、東京圏と北陸地方及び周辺県の旅客流
動量（鉄道、バス、航空、海運）の変動割合

― → 2014-17年度 20％増

②北海道新幹線
北海道新幹線の開業（2015年度末予定）に
よる、東京圏と道南地域の旅客流動量（鉄
道、バス、航空、海運）の変動割合

― → 2015-18年度 10％増

25

主要都市等※を結ぶ都市間リンクのうち、
都市間連絡速度（都市間の最短道路距離を
最短所要時間で除したもの）60㎞/hが確保
されている割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2012年度 48% → 2016年度 約50%

26 高速バスによる輸送人員

安全で利用しやすい高速バスネット
ワークの充実状況を測るための指標
として、これまでの実績を踏まえつ
つ、今後の取組を見込んで設定

2011年度 約11，000万人 → 2020年度 約12,000万人

全国の港湾において 複合 貫輸送タ ミ

道路による都市間速達性の確保率

高速バスの輸送人員

国内線旅客のうちLCC旅客の占める割合

北海道新幹線・北陸新幹線の開業を通じた交流人口の拡大

新幹線ネットワークの充実を地域間
のヒト・モノの流動の拡大に具体的に
結びつけるための施策の進捗状況を
測る指標として、九州新幹線の開業
（2011年3月）に伴う旅客流動量の変
化を参考に設定

27
全国の港湾において、複合一貫輸送ターミ
ナル、国内物流ターミナルの供用により低
減される輸送コストの割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2010年度 H22年度比0.6％減 → 2016年度 H22年度比約3％減

28

①主要空港
国際定期便やチャーター便など、ジェット機
が発着可能な全空港のうち、無料公衆無線
LAN環境が整備されている空港の割合

2013年度 87% 2020年度 100%

②新幹線主要停車駅
新幹線の速達列車が停車する主要駅のう
ち、無料公衆無線LAN環境が整備されてい
る駅の割合

2013年度 52% 2020年度 100%

29
国際線が発着する空港における入国審査
に要する最長待ち時間

「観光立国実現に向けたアクション・
プログラム2014」の指標 2013年 最長27分 → 2016年度 最長20分以下

2013年の実績値は、成田国際
空港、東京国際空港、関西国
際空港及び中部国際空港にお
ける最長待ち時間

30
我が国にクルーズ船で入国する外国人旅客
数

「観光立国実現に向けたアクション・
プログラム2014」の指標

2013年度 17.4万人 → 2020年度 100万人

国内海上貨物輸送コスト低減率

空港、鉄道駅における無料公衆無線LAN（Wi-Fi）の導入

クルーズ船で入国する外国人旅客数

交通分野での外国人旅行者の受入
環境整備の進捗状況を測る指標とし
て、主要空港、新幹線主要停車駅に
おいて無料公衆無線LANが利用でき
るようにすべく設定

国際空港における入国審査に要する最長待
ち時間

31
鉄道、次世代自動車等の交通分野における
日本企業の海外受注額

「インフラシステム輸出戦略」の指標 2010年 約0.45兆円 → 2020年 7兆円
交通分野における日本企業の海外受注額
推計

32

①首都直下地震又は南海トラフ地震で震
度６強以上が想定される地域等に存在す
る主要鉄道路線の耐震化率

首都直下・南海トラフ地震で震度6強以上が
想定される地域等における、片道断面輸送
量1日1万人以上の路線の高架橋等の耐震
化率

「国土強靭化アクションプラン2014」の
指標 2012年度 91% → 2017年度 概ね100%

②緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率
緊急輸送道路上に存在する橋梁のうち、損
傷のおそれがない橋梁の割合

「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標 2012年度 79% → 2016年度 82%

③大規模地震が特に懸念される地域にお
ける港湾による緊急物資供給可能人口

大規模地震の切迫性の高い地域の港湾に
おいて、耐震強化岸壁等の整備により、緊
急物資等の供給が可能となる人口

「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標 2011年度 約2,640万人 → 2016年度 約2,950万人

④航空輸送上重要な空港のうち、地震時
に救急・救命 緊急物資輸送拠点としての 航空輸送上重要な空港のうち、地震時に救

「国土強靭化アクシ ンプラン2014」

主要な交通施設の耐震化

に救急・救命、緊急物資輸送拠点としての
機能を有する空港から一定範囲に居住す
る人口

航空輸送 重要な空港のうち、地震時 救
急・救命、緊急物資輸送拠点としての機能を
有する空港から100km圏内に居住する人口

「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標 2012年度 7,600万人 → 2016年度 9,500万人

18
我が国の空港を離発着する国際線の旅客
全体のうち、LCCによる国際線の旅客の占
める割合

低コストというＬＣＣの特性を活かした
我が国の国際航空ネットワークの拡
充のための施策の進捗状況を測る指
標として、これまでの伸び率や諸外国
の状況を踏まえつつ、今後の取組を
見込んで設定

2013年 7% → 2020年 17%

世界のLCCシェア（2012
年。国内線と国際線を併せ
た値）は、北米30％、西欧
39％、北東アジア10％（日
本3％含む）

我が国空港を利用する国際線旅客のうち
LCC旅客の占める割合
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年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　②交通関連事業の経営基盤を強化し、安定的な運行と安全確保に万全を期する

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。

備考
目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　③交通を担う人材を確保し、育てる

33

①停電による信号機の機能停止を防止す
る信号機電源付加装置の整備台数

信号機電源付加装置の整備台数
「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 5,363台 → 2016年度 約6,400台

②航路標識の耐震補強の整備率
耐震対策を講じる必要があると判定された
航路標識のうち、耐震補強を行った航路標
識の割合

2013年度 75% → 2020年度 100%

③航路標識の耐波浪補強の整備率
波浪によって倒壊の恐れがある航路標識の
うち、基礎部の補強を行った航路標識の割
合

2013年度 74% → 2020年度 100%

④航路標識の自立型電源導入率
災害時における停電や配電線の損傷に影
響されず、標識機能を確保するため、電源
に太陽光発電を導入した航路標識の割合

「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 84% → 2016年度 86%

34

土砂災害のおそれのある社会経済活動に
深刻な影響を及ぼす重要交通網にかかる
箇所のうち、急傾斜地崩壊対策事業等の実
施箇所の割合

「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 約48% → 2016年度 約51％

信号機、航路標識の災害対策

社会経済上重要な施設の保全のための土
砂災害対策実施率（重要交通網にかかる箇
所）

南海トラフ地震等大規模災害におい
ても航路標識機能を維持するための
施策の進捗状況を測る指標として、
補強の必要な航路標識全てについて
対策を終えるべく設定

35
防災点検等により災害のおそれのある箇所
（要対策箇所）のうち幹線道路における完了
箇所数の割合

「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標

2012年度 60% → 2016年度 68%

36
市街地等の幹線道路のうち、電柱、電線類
のない延長の割合

「国土強靭化アクションプラン2014」、
「社会資本整備重点計画」の指標

2013年度 15.6% → 2016年度 18%市街地等の幹線道路の無電柱化率

道路斜面や盛土等の要対策箇所の対策率

37

①全国道路橋の長寿命化修繕計画策定
率

全国の15m以上の道路橋について、長寿命
化修繕計画を策定している割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 96% → 2016年度 100%

②長寿命化計画に基づく港湾施設の対策
実施率

全国の国際戦略港湾、国際拠点港湾及び
重要港湾における主要な係留施設につい
て、長寿命化計画に基づき点検・補修等の
対策を実施した割合

「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 36% → 2016年度 100%

38
全国の国際戦略港湾、国際拠点港湾及び
重要港湾において港湾BCPを策定した割合

「国土強靭化アクションプラン2014」の
指標

2012年度 3% → 2016年度 100%

39
三大湾（東京、伊勢、大阪）における緊急確
保航路の航路啓開計画の策定割合

「国土強靭化アクションプラン2014」の
指標

2013年度 0% → 2016年度 100%

40
津波のリスクが高いと考えられる空港にお
ける津波早期復旧計画の策定数

「国土強靭化アクションプラン2014」の
指標

2013年度 4 → 2016年度 7

41

地域防災計画等で想定されている避難者数
に支援物資を円滑に輸送するために必要と
なる特定流通業務施設（流通業務の総合化
及び効率化の促進に関する法律による認定
を受けた施設）数のうち、協議会で民間物資
拠点として選定されている施設数

「国土強靭化アクションプラン2014」の
指標 2013年度 28% → 2016年度 100%

主要な交通施設の長寿命化

国際戦略港湾・国際拠点港湾・重要港湾に
おける港湾の事業継続計画（港湾BCP）が
策定されている港湾の割合

航路啓開計画が策定されている緊急確保航
路の割合

空港の津波早期復旧計画の策定空港数

支援物資輸送の広域物資拠点として機能す
べき特定流通業務施設の選定率

42

首都直下地震又は南海トラフ地震の影響が
想定される地域（関東、中部、近畿、中国、
四国、九州）のうち、国、自治体、有識者及
びトラック協会や倉庫協会等の物流事業者
団体を始めとした多様な物流事業者からな
る協議会を設置している地域の割合

「国土強靭化アクションプラン2014」の
指標 2013年度 0% → 2017年度 100%

首都直下地震又は南海トラフ地震の影響が
想定される地域における国、自治体、有識
者及び多様な物流事業者からなる協議会の
設置率

43

①運輸安全マネジメント評価実施事業者
数

国が実施する運輸安全マネジメント評価の
実施事業者数

2013年度 6,105事業者 → 2020年度 10,000事業者

②運輸安全マネジメントセミナー及び認定
セミナー等の受講者数

（評価ではなく）運輸安全マネジメント制度の
内容を啓発するセミナーについて、国と認定
民間事業者等が実施するものの受講者数
の合計

2013年度 17,799人 → 2020年度 50,000人

運輸安全マネジメントの普及

事業者の安全管理体制の構築・改善
の進捗状況を測る指標として、これま
での実績を踏まえつつ、今後の取組
を見込んで設定

44

脱線のおそれのある曲線部等であって、旅
客列車の１時間当たりの最大運転本数が往
復10本以上の線区、又は、運転速度が
100km/hを超える車両が走行する線区の施
設における、速度制限機能付きATS等の整
備率

「社会資本整備重点計画」の指標 2013年度 89% → 2016年6月 100%
鉄道の対象曲線部等における速度制限機
能付きATS等の整備率

45

①運転士異常時列車停止装置 2013年度 98% → 2016年6月 100%

②運転状況記録装置 2013年度 94% → 2016年6月 100%

46

①訪問支援サービスの実施割合
重度後遺障害者（介護料受給資格者）宅に
対して独立行政法人自動車事故対策機構
が実施する訪問支援の実施割合

自動車事故被害者への支援を充実
する施策の進捗状況を測る指標とし
て、これまでの伸び率を踏まえつつ、
今後の取組を見込んで設定

2013年度 49.5% → 2016年度 60%

②短期入所を受け入れる施設の全国カ
バー率

国が指定する短期入所協力施設（自動車事
故により在宅療養生活を送る重度後遺障害
者（介護料受給資格者）の短期入所を積極
的に受け入れる介護施設）について、全都
道府県のうち指定を受けた施設が存する都
道府県の割合

自動車事故被害者への支援を充実
する施策の進捗状況を測る指標とし
て、全都道府県において指定を受け
た施設が存在するようにすべく設定

2013年度 12.8% → 2020年度 100%

鉄道の対象車両における安全装置の整備
率

同一の運転台に１人の乗務員が乗務するこ
とを前提としている車両等であって、旅客列
車の１時間当たりの最大運転本数が往復10
本以上の線区を走行する車両又は運転速
度が100km/h を超える車両のうち、運転士
異常時停止装置、運転状況記録装置が設
置されている割合

「社会資本整備重点計画」の指標

自動車事故による重度後遺障害者に対する
ケアの充実

航空輸送需要の伸びに対応するため

47 主要航空会社の航空機操縦士の人数

航空輸送需要の伸びに対応するため
に必要となる航空機操縦士を確保す
るための施策の進捗状況を測る指標
として、航空需要の伸びを踏まえつ
つ、必要数が確保できるようにすべく
設定

2012年 約5,600人 → 2020年 約6,700人

48
主要航空会社への航空機操縦士の年間新
規供給数

航空輸送需要の伸びに対応するため
に必要となる航空機操縦士を確保す
るための施策の進捗状況を測る指標
として、航空需要の伸びや高齢者の
退職見込み等を踏まえつつ、必要数
が確保できるようにすべく設定

2012年 120人 → 2020年 約210人

主要航空会社の航空機操縦士の人数

主要航空会社への航空機操縦士の年間新
規供給数
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年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。
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→義定の標指名標指

年/年度 数値 年/年度 数値

※他計画の指標を用いているものについては、その計画名を記載。
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目標

指標の考え方等※ 現状
→義定の標指名標指

　④さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める

49
高齢船員（50歳以上）の退職者数見込みを
踏まえ、１事業者毎の毎年度必要する採用
者数（1.83人）

海上輸送の人的基盤である船員を安
定的に確保するための施策の進捗状
況を測る指標として、高齢船員の退
職見込み等を踏まえつつ、事業者ご
とに必要数が確保できるようにすべく
設定

2011年度 1.83人 → 毎年度 1.83人以上を維持

50 ― → 2009-20年度 倍増
①バス運転者 2011年度 約1,200人 → 2020年度 約2,500人
②タクシー運転者 2013年度 約6,700人 → 2020年度 約14,000人
③トラック運転者 2013年度 約20,000人 → 2020年度 約40,000人
④自動車整備士（２級） 2009年度 約2,400人 → 2020年度 約4,800人

道路運送事業等に従事する女性労働者の
数

人材の確保・育成ための施策の進捗
状況を測る指標として、他の産業に比
べ、著しく割合が低い女性労働者の
絶対数を倍増させるべく設定

海運業（外航及び内航）における１事業者あ
たりの船員採用者数

道路運送事業等に従事する女性労働者数

51

①鉄道による貨物輸送トンキロ 鉄道によるコンテナ貨物の輸送トンキロ 2012年度 187.0億トンキロ → 2020年度 221.4億トンキロ

②内航海運による貨物輸送トンキロ 内航海運による雑貨の輸送トンキロ 2012年度 333.0億トンキロ → 2020年度 367.4億トンキロ

52

毎年の新車販売のうち、次世代自動車（ハ
イブリッド自動車、電気自動車、プラグイン
ハイブリッド自動車、燃料電池自動車、ク
リーンディーゼル車、CNG自動車等）の販売
割合

「低炭素社会づくり行動計画」の指標 2013年度 23.2% → 2020年度 50%

53

①特定貨物輸送事業者（トラック200台～、
船舶２万総トン～）

― ― → 毎年度
直近5年間の改善
率の年平均-1%

②特定旅客輸送事業者（鉄道300両～、バ
ス200台、タクシー350台～）

― ― → 毎年度
直近5年間の改善
率の年平均-1%

③特定航空輸送事業者（航空9,000トン
）

― ― → 毎年度
直近5年間の改善
率の年平均 1%

運輸部門の省エネ化を実現するために、エ
ネルギーの使用の合理化等に関する法律
（省エネ法）に基づき、エネルギー使用量等
の定期報告を義務づけており、同法の判断
基準に則り、エネルギー使用に係る原単位
又は電気需要平準化評価原単位を中長期
的にみて改善する年平均割合

運輸部門を排出源とするCO2の削減
に向けた施策の進捗状況を測る指標
として、省エネ法に基づくエネルギー
使用量の改善率を確実に達成すべく
設定

モーダルシフトに関する指標

一定規模以上の輸送能力を有する輸送事業者の省エネ改善率

新車販売に占める次世代自動車の割合

物流の省労働力化やCO2排出量削
減のための施策の進捗状況を測る指
標として、これまでの伸び率を踏まえ
つつ、今後の取組を見込んで設定

～）
毎年度 率の年平均-1%

54
対策実施箇所において抑止される自動車か
らの年間の二酸化炭素排出量

「社会資本整備重点計画」の指標 ― ― → 2016年度 約18万t―CO2/年
目標は、2012年度から2016
年度末までの抑止量

的にみて改善する年平均割合

信号制御の高度化によるCO2の排出抑止
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る
地
域
公
共
交
通
総
合
連
携
計
画
の
作
成
及
び
地
域
公
共
交
通
特
定

事
業
の
実
施
に
関
す
る
措
置
並
び
に
新
地
域
旅
客
運
送
事
業
の
円
滑

化
を
図
る
た
め
の
措
置
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
公
共

交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
の
た
め
の
地
域
に
お
け
る
主
体
的
な
取
組

及
び
創
意
工
夫
を
総
合
的
、
一
体
的
か
つ
効
率
的
に
推
進
し
、
も
っ

て
個
性
豊
か
で
活
力
に
満
ち
た
地
域
社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
。

（
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
）

第
五
条  　

地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
方
針
に
基
づ
き
、
国
土
交
通

省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市
町
村
に
あ
っ
て
は
単
独
で
又
は

共
同
し
て
、
都
道
府
県
に
あ
っ
て
は
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
の
市

町
村
と
共
同
し
て
、
当
該
市
町
村
の
区
域
内
に
つ
い
て
、
持
続
可
能

な
地
域
公
共
交
通
網
の
形
成
に
資
す
る
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及

び
再
生
を
推
進
す
る
た
め
の
計
画
（
以
下
「
地
域
公
共
交
通
網
形
成

計
画
」
と
い
う
。）を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２  　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
に
お
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事

項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

一  　

持
続
可
能
な
地
域
公
共
交
通
網
の
形
成
に
資
す
る
地
域
公
共

交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針 

二  　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
の
区
域 

三  　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
の
目
標 

四  　

前
号
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
行
う
事
業
及
び
そ
の
実
施

主
体
に
関
す
る
事
項 

五　
　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
の
達
成
状
況
の
評
価
に
関
す
る

事
項

六  　

計
画
期
間 

七  　

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計

画
の
実
施
に
関
し
当
該
地
方
公
共
団
体
が
必
要
と
認
め
る
事
項 

３  　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
に
お
い
て
は
、
前
項
各
号
に
掲

げ
る
事
項
の
ほ
か
、
都
市
機
能
の
増
進
に
必
要
な
施
設
の
立
地
の
適

正
化
に
関
す
る
施
策
と
の
連
携
そ
の
他
の
持
続
可
能
な
地
域
公
共
交

通
網
の
形
成
に
際
し
配
慮
す
べ
き
事
項
を
定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の

と
す
る
。

４  　

第
二
項
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
は
、
地
域
公
共
交
通
特
定

事
業
に
関
す
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

５  　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
は
、
都
市
計
画
、
都
市
計
画
法 

（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
十
八
条
の
二 

の
市
町
村
の
都
市

計
画
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針
、
中
心
市
街
地
の
活
性
化
に
関
す
る

法
律 

（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
二
号
）
第
九
条 

の
中
心
市
街
地
の

活
性
化
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
一
体
的
に
推
進
す
る
た
め
の

基
本
的
な
計
画
及
び
高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
動
等
の
円
滑
化
の
促

進
に
関
す
る
法
律 

（
平
成
十
八
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
二
十
五
条 

の
移
動
等
円
滑
化
に
係
る
事
業
の
重
点
的
か
つ
一
体
的
な
推
進
に
関

す
る
基
本
的
な
構
想
と
の
調
和
が
保
た
れ
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

６  　

地
方
公
共
団
体
は
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
を
作
成
し

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
住
民
、
地
域
公
共
交
通
の
利

用
者
そ
の
他
利
害
関
係
者
の
意
見
を
反
映
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措

置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

７  　

地
方
公
共
団
体
は
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
を
作
成
し

巻
末
資
料（
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
）

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
こ
れ
に
定
め
よ
う
と
す
る
第
二
項
第
四
号
に

掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
、
次
条
第
一
項
の
協
議
会
が
組
織
さ
れ
て
い

る
場
合
に
は
協
議
会
に
お
け
る
協
議
を
、
同
項
の
協
議
会
が
組
織
さ

れ
て
い
な
い
場
合
に
は
関
係
す
る
公
共
交
通
事
業
者
等
、
道
路
管
理

者
、
港
湾
管
理
者
そ
の
他
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
に
定
め
よ
う

と
す
る
事
業
を
実
施
す
る
と
見
込
ま
れ
る
者
及
び
関
係
す
る
公
安
委

員
会
と
協
議
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

８  　

主
務
大
臣
及
び
都
道
府
県
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
地
域
公

共
交
通
網
形
成
計
画
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
地
方
公
共
団
体
に

対
し
、
必
要
な
助
言
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

９  　

地
方
公
共
団
体
は
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
を
作
成
し

た
と
き
は
、
主
務
大
臣
に
あ
っ
て
は
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
都
道

府
県
に
あ
っ
て
は
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
す
る
と
と
も
に
、
主
務

大
臣
、
都
道
府
県
（
当
該
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
を
作
成
し
た

都
道
府
県
を
除
く
。）並
び
に
関
係
す
る
公
共
交
通
事
業
者
等
、
道
路

管
理
者
、
港
湾
管
理
者
そ
の
他
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
に
定
め

る
事
業
を
実
施
す
る
と
見
込
ま
れ
る
者
及
び
関
係
す
る
公
安
委
員
会

に
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

10  　

第
六
項
か
ら
前
項
ま
で
の
規
定
は
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成

計
画
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（
協
議
会
）

第
六
条  　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
地

方
公
共
団
体
は
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
の
作
成
及
び
実
施
に

関
し
必
要
な
協
議
を
行
う
た
め
の
協
議
会
（
以
下
「
協
議
会
」
と
い

う
。）を
組
織
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２  　

協
議
会
は
、
次
に
掲
げ
る
者
を
も
っ
て
構
成
す
る
。 

一  　

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
を
作
成
し
よ
う
と
す
る
地
方
公

共
団
体

二  　

関
係
す
る
公
共
交
通
事
業
者
等
、
道
路
管
理
者
、
港
湾
管
理

者
そ
の
他
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
に
定
め
よ
う
と
す
る
事
業
を
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実
施
す
る
と
見
込
ま
れ
る
者 

三  　

関
係
す
る
公
安
委
員
会
及
び
地
域
公
共
交
通
の
利
用
者
、
学

識
経
験
者
そ
の
他
の
当
該
地
方
公
共
団
体
が
必
要
と
認
め
る
者 

３  　

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
協
議
会
を
組
織
す
る
地
方
公
共
団
体

は
、
同
項
に
規
定
す
る
協
議
を
行
う
旨
を
前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者

に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４  　

前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
受
け
た
者
は
、
正
当
な
理
由
が

あ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
通
知
に
係
る
協
議
に
応
じ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。 

５  　

協
議
会
に
お
い
て
協
議
が
調
っ
た
事
項
に
つ
い
て
は
、
協
議

会
の
構
成
員
は
そ
の
協
議
の
結
果
を
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

６  　

主
務
大
臣
及
び
都
道
府
県
（
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
協
議
会

を
組
織
す
る
都
道
府
県
を
除
く
。）は
、
地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画

の
作
成
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
、
協
議
会
の
構
成
員
の
求
め
に

応
じ
て
、
必
要
な
助
言
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

７  　

前
各
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
協
議
会
の
運
営
に
関
し
必

要
な
事
項
は
、
協
議
会
が
定
め
る
。

巻
末
資
料（
地
域
公
共
交
通
の
活
性
化
及
び
再
生
に
関
す
る
法
律
）

MEMO
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今
回
の
Ｓ
ａ
ｙ-

Ｃ
ｈ
ｏ

は
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
地
域
活

性
化
の
取
り
組
み
の
運
動

の
展
開
の
た
め
、
こ
れ
ま

で
Ｊ
Ｒ
西
労
組
が
展
開
し

て
き
た
運
動
を
振
り
返
る
と
と
も
に
、
昨
年
末
に

成
立
し
た
「
交
通
政
策
基
本
法
」
を
は
じ
め
と
す

る
法
整
備
の
状
況
と
今
後
の
動
向
な
ど
に
つ
い
て

理
解
を
深
め
る
資
料
と
し
て
ま
と
め
ま
し
た
。

　

会
社
は
、
昨
年
4
月
に
「
Ｊ
Ｒ
西
日
本
グ
ル
ー

プ
中
期
経
営
計
画
２
０
１
７
」
を
策
定
し
て
よ
う

や
く
“
地
域
と
の
共
生
”
を
掲
げ
ま
し
た
が
、
Ｊ

Ｒ
西
労
組
は
こ
れ
よ
り
15
年
程
前
か
ら
「
地
域
共

生
」
を
提
唱
し
、
地
域
活
性
化
の
取
り
組
み
を
進

め
て
き
ま
し
た
。
少
子
高
齢
化
が
よ
り
一
層
深
刻

化
す
る
中
で
、
ま
さ
に
今
、
沿
線
自
治
体
・
住

民
・
鉄
道
事
業
者
が
一
緒
に
な
っ
て
、
地
域
の
活

性
化
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
と
持
続
可
能
な
地
域
公

共
交
通
の
あ
り
方
を
検
討
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
時
期
に
来
て
い
る
と
思
い
ま
す
。

　

そ
の
よ
う
な
中
で
、
私
た
ち
は
Ｊ
Ｒ
西
日
本
の

責
任
組
合
で
あ
る
Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
役
割
が
何
か
、

Ｊ
Ｒ
西
労
組
の
ひ
と
り
の
組
合
員
と
し
て
の
役
割

が
何
か
、
そ
し
て
、
鉄
道
事
業
者
で
あ
る
Ｊ
Ｒ
西

日
本
の
社
員
と
し
て
の
役
割
が
何
か
を
考
え
、
私

た
ち
一
人
ひ
と
り
が
今
出
来
る
こ
と
、
試
す
べ
き

こ
と
を
一
緒
に
考
え
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

（
Ｋ
．
Ｎ
）
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